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論文題名：利用時の予約行動の影響を踏まえたDRTシステムの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　適用可能性に関する研究

論文要旨：

　近年都市部では、自家用車利用の増大による渋滞の発生が原因で、バスの定時

性が確保できなくなってきている。その結果利用者サービスの低下が発生し、悪

循環としてバス利用者の減少が起こっている。また地方部では、自家用車利用者

の増加によるバス利用者の減少や、人口減少による潜在的なバス利用者の減少が

起こってきている。その結果、バス事業者は利用者の少ない赤字バス路線の廃止

や運行本数の削減を行ってきている。その一方で、地区内のバス路線が廃止され

た場合、日常の移動をバスに依存している、高齢者や障害者及び免許非保有者に

対するモビリティの確保が困難となっている。

　そのような背景の中、既存公共交通の適用が困難な地区へ適応した様々な新し

い形の公共交通システムが提案されてきている。その中で、Demand　Respon8ive

Transport　systems（DRT8：需要応答型交通システム）は、利用者の需要に応じた

運行形態をとるため、交通の需要が少なく、従来の公共交通機関の整備が困難な

地域に適した交通システムとして期待される。

　DRTシステムは、1960年代にアメリカで、既存バス代替交通や公共交通空白

地域に導入された、高品質なサービスを提供するモビリティとして、また既存バ

スとタクシーのモビリティギャップを補充する交通機関として導入された。また

1970年代には日本で、人口減少と自家用車利用率の増大によるバス採算性の悪化

といった問題点を背景に、ヨーロッパ諸国ではイギリスを中心に既存公共交通の

少ない地域や高齢者・障害者等の特定利用者への公共交通として導入された。

　その一方で、初期のDRTは、生産性の問題（利用者当りの運行コストが非常に

高い）や、配車技術が手動であったこともあり、予約に即座に対応できない点や、

乗車予定時刻と実際の乗車時刻の差が大きくなる可能性があり、利用者のDRTに

対する信頼性の低下や、大規模システムでは配車が複雑になるため導入が困難に

なるという問題点を抱えていた。

　近年では、高度化した情報通信技術の適用により配車面の問題が解決され、在

来の公共交通の導入が困難な地域や、移動制約者に対するアクセシビリティ・モ

ビリティの確保等を目的に、DRTの導入・適用可能性実験や本導入がなされてき

ている。EU諸国で1990年代後半に実施されたSAMPO（System8　for　Advanced

Management　for　Public　Operators）Projectや，日本で2001年度に実施された

「交通不便者のシビルミニマム確保のためのデマンド型交通モデル実験」のよう

に、複数地域での適用可能性実験が行われてきている。

　DRTは、以上のように既存公共交通の導入が困難な地域に適用可能性のあるシ

ステムとして期待をされる・一…一方、利用者の予約に応じて路線や時刻表をその都度

決定するため、利用者の待ち時間や乗車時間が変動する。そのため場合によって

は利用者にとって使いにくい可能性がある。よってDRTの需要を分析するに当



たっては、利用者の所要時間の受容を分析する必要がある。また、DRTの運行を

計画するに当たっては、需要に応じた運行方式が、利用者に提供するサービスや、

運行コストに与える影響を整理した上で、運行コストを分析し、利用者に提供す

るサービスの推定を行う必要がある。さらにDRTを導入した場合の評価を行う

ためには、DRTが提供するサービスに対する利用者の選好状況を調査し、また同

時にそのときの運行コストを算出し、運行代替案評価を行う必要がある。

　さらに、DRTのような既存交通システムの間を補充するような交通システムは、

rParatransit」と総称されることが多いが、既存研究ではDRTやParatransitの

分類に曖昧な点が多いため、運行形態、対象地域や利用者等の指標を用い、都市

交通システムの中でのDRTの位置付けを同時に行う必要がある。

　よって本研究では、利用者の予約に応じた運行を行うDRTシステムの適用可

能性を評価する手法を以下に示すように行った。

　第1章では、本研究の背景となる既存のバス輸送機関の問題点を整理すると共

・に、その中でのDRTシステムの役割を示し、予約に応じた運行形態が、需要側、

供給側、また適用可能性の点においてどのような分析課題をあるかを示し、研究

全体のプロtsを示した。

　第2章では、DRTシステムの既存研究の整理を通し、分析課題を整理した。

DRTを含めた既存公共交通と自家用車の中間に位置づけられる公共交通システ

ムの指標整理を通し、DRTの位置づけを行い、対象利用者や適用可能性のある地

域と、運行形態の特徴を示す。またその運行形態の特徴を踏まえ、DRTの導入検

討に必要となる、DRT需要推計方法や、利用者の予約に応じた運行システムの設

定に必要な配車技術や、運行に掛かるコストの算出方法、またそれらを評価する

方法を整理し、DRT適用可能性評価に必要な分析の課題を整理した。

　第3章では、日本及び欧米諸国で導入されているDRT事例整理を通し、評価

手法の検討を行った。1960年代～70年代に北米・ヨーロッパ諸国及び日本で導

入が行われたが、初期のDRTの問題点には上記で示したように、①予約に応じ

た運行システムの開発という技術的な側面や、②利用者当りの費用等、運行コス

トの問題があった。前者の問題は、近年のITS技術の発達により、運行管理技術、

車両位置取得システム等が適用されるようになり解決されてきている。その一方

で後者の問題点に対する整理は、DRTの導入市場とその市場環境の課題、運行形

態の特徴と技術適用方法に関する課題、また交通政策面での課題整理という点で

十分にされていない。よって北米・ヨーロッパ・日本におけるDRTの導入事例

の整理を、①初期のDRT導入背景および目的その運行技術と問題点、②現在導

入されているDRTの技術面、制度面、政策面の課題　③現在導入されているDRT

の事例整理を行い、実務面また研究面からの課題設定を行った。

　第4章では、第2章で示した課題を踏まえて、DRTシステムの需要推計構築を

実施した。交通需要を推計する方法には、対象地域をゾーンに分割しその中での

交通量の発生を集計した上で、需要を予測する集計モデルと、個人単位の交通行

動を予測する非集計モデルの2種類がある。DRTが各利用者に提供する待ち時間

や乗車時間は、予約の受付状況により変化する可能性があるため、非集計モデル
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を適用したDRT需要推計を、利用者選好意識調査を通し実施した。その結果追

加予約によるサービス低下が利用者選択確率を著しく低下させることが分かった。

　第5章では、DRTシステムの運行形態の特性を整理した上で、運行に必要とな

るコストの分析を行った。上記で示したように、DRTは既存公共交通と異なり、

利用者の予約に応じてその都度路線や時刻表を設定するため、必要車両台数や、

走行時間が変化をする可能性がある。DRTの運行形態の特徴を整理し、それらが

利用者及び運行側に与える影響を考慮した、DRT運行シミュレー一ションモデルを

構築し、コストの分析を行った。またDRTがコスト面で、適切な運行システム

かを検討するために、他の既存バス代替交通手段であるコミュニティバス及びタ

クシ・一・一・・一との運行コストの比較を行った。その結果低需要の場合には、コミュニテ

ィバスよりDRTの方が低コストで運行できることを立証した。

　第6章では、大都市郊外地域の平日日中を対象としたDRTの適用可能性評価

をDRT導入代替案の構築手法の確立と神奈川県綾瀬市を対象にしたケーススタ
ディを通し行った。

　DRTの代替案構築手法では、既存バスの問題点に対応するようなDRT導入代

替案の目的設定を、3章で示した導入事例と照らし合わせて整理し、各運行形態

の評価を対象利用者・トリップ・提供サービス及び予約処理手法に着目して行っ

た。また代替案評価の分析には、第4章で構築したDRT需要推計モデルと、第5

章で構築したDRTコストモデルを統合することにより行った。以上を用い、平

日日中をケーススタディとして、DRT適用可能性の評価を行った。その結果、既

存バスと同コストでDRTを運行する場合、利用者数が同様となることが明らか

になった。これはDRTの低生産性が原因であり、予約に応じた運行がコスト削

減や利用者サービスの向上に繋がるとは限らないことが分かった。以上よりDRT

の適用条件は、利用者が予約に応じたサービスが在来のバスより好ましいと判断

する場合や、DRT車両購入費や人件費の削減が行われた場合となる。

　第7章では、以上より得られたDRT適用可能性評価に必要となる点を取りま

とめ、本研究の総括を行った。

iii



目次

第1章　序論
1．1

12
1．3

1．4

1．5

本研究の背景 2

4

5

6

7

1

バス輸送システムの今後の動向

バス輸送に対する施策とDRTシステム

DRTシステムの概要

本研究の目的と構成

1．5．1　本研究の目的……………・……　………・…・　7

1．5．2　本研究の構成…………・…・…・・……・・……　8

第2章　既存研究の整理
　2．1　序論

　2．2

　　2．2．1

　　2．2．2

　　2．2．3

　　2．2．4

　　2．2．5

　2．3

　　2．3．1

　　2．3．2

　　2．3．3

　　2．3．4

　　2．3．5

　　2．3．6

　2．4

　　2．4．1

　　2、4．2

　　2．4．3

　2．5

　　2．5．1

14

15

13

DRTシステふの分類と特徴整理

既存公共交通と自家用車の間の輸送機関・…・…・…

DRTのシステムの概要・・…・・…　………・・……

DRTの対象地区と対象利用者・…………・……・

DRTの運行形態と提供サービス………………・
DRT導入評価方法・・………………・………・
DRT需要推計モデルの構築方法

交通需要の推計方法……・……　…・…・・…・・…

DRT需要推計に対する非集計モデル適用・…　……・

データ収集方法…　…・…一…・…・・・・…　……・

DRTの提供サービスと変数設定と課題…命………

既存研究でのDRT需要推計方法・・…・……・……

DRT需要推計に関するその他の問題……・・…・一

15

17

19

20

23

　23

24

24

26

26

27

29

　　　DRT運行システムに関する既存研究　　　　　　　　　　　30

　　　　　DRT配車方法に関する既存研究…………・……　　30

　　　　　1TS技術の適用一……………………・一…　31
　　　　　運行コストの分析方法・……　……・……・・・…　－　33

　　　DRTの適用可能性評価に関する研究　　　　　　　　　　　　35

　　　　　予約に応じた運行の需要サイドへの影響を

　　　　　　　　　踏まえた適用可能性研究…・・……・……　36

　　2．5．2　事業面からのDRTシステム評価指標の考え方…・…　36

　　2、5．3　既存バス路線評価手法とDRT適用可能性評価指針…　36

2．6　　既存研究の問題点及び本研究の意義　　　　　　　　　　　　37

iv



第3章
　3．1　導入

　3．2

DRTシステムの導入事例整理と計画手法の検討
44

45

43

　初期のDRT事例と課題の整理

3．2．1各地域での導入背景と目的……・…………・・・…

3．2．2　運行上の特徴整理・・………・…・…・・………・・

3．2．3　評価指標と問題点の整理……………・一…　…・

3．2．4初期のDRTの導入事例整理…・…………・……

45

46

47

49

3．3近年のDRT導入背景　　　　　　　　　　　　　　　　　　53

　3．3．1　技術的な背景………………・・……………　　53
　3，3．2　制度的な背景・・…・……　……・………　“……　　55

　3．3．3都市交通政策面でのDRTの位置づけ……………　60
3．4　運行形態の特徴整理

　3．4．1

　3．4．2

　3．4．3

3．5

　3．5．1

　3．5．2

　3．5．3

　3．5．4

　3．5．5

3、6

　3．6．1

　3．6．2

　3．6．3

3．7DRT検討課題の整理

運行形態とその決定方法・・………・………・…

予約方法と提供サービスの設定……………・…
ITS技術の適用と配車システム・・…・…・・………

導入代替案と評価指標の整理

61

61

63

61

導入背景及びその目的…一・・………　…・……

対象となる需要及びその形態…・・……………・

他の公共交通手段との複合的な運行…・………・・

DRT導入の評価と移転可能性…・・・・・・・・…　…・…

導入地域における評価指標の整理…・◆…・…・…・

各国でのDRT導入事例整理

66

67

67

68

69

66

日本におけるDRTの導入事例整理・…………・…

ヨーロッパ諸国におけるDRTの導入状況と事例整理

北米での導入状況・・…………・……・…　……

73

81

88

71

91

第4章
　4．1　DRT需要推計の概要

　4．2

DRTシステム需要推計に関する研究
　98

　98

98

99

99

100

　101

101

102

97

　DRTの提供サービスと評価指標の検討

4．2．1運行方法と提供サービスの概念・…………・……・

4．2．2運行形態と提供サービス…一一……・……　…

4．2．3　利用者評価指標…・・………………　……・…・

4．2．4DRTが提供するサービスの整理………一……・
4．3　利用者選好意識調査概要

　4．3．1DRTシステム対象地域及び対象トリップ……・…・

　4．3．2DRTの提供するサ・・一・…ビスと選択肢の設定………・・

V



　4．3．3　調査方法……・…’………・…・＿・＿＿．＿．

4．4DRT利用者選好意識調査結果

　4．4．1SP調査回答者の属性………・・………・一・・…
　4．4．2　DRT非選択層の要因特定・・・・・・…　…・・・・・・・・・・・…

　4．4．3　自家用車、DRT選択需要モデルの推定…一・……・

4．5DRTのサービスレベルと選択状況

　4．5．1　対象地域の設定条件…………・……・・◆・・…・・…

　4．5．2DRT選択確率の変化・………………・・……・…・
4．6　まとめ

103

　103

103

105

105

　106

　106

　108
110

第5章 運行特性を踏まえたDRTシステムの
　　　　　　　　　コスト分析に関する研究

5．1　導入

5．2　DRT運行方式の整理とコストの分析方法

　5．2．1　適用可能性のある対象地域とトリップ・・…・…・…・

　5．2．2運行形態によるDRTの分類と整理…・…………・

　52．3　コスト面からみたDR運行方式の着目点…………
5．3Route　Deviation方式のコスト分析

　5．3．1条件設定・…一一………・・………　…・…＿
　5．3．2　運行コスト算出……・………・…・…・…・…・・

　5．3．3運行コストと予約受付けの関連・…………・……

　5．3．4Route　Deviation方式運行コストまとめ………・…・

5．4Semi・Dynamic方式のコスト分析

　5．4．1Semi・Dy皿amic方式の運行方式整理……………・

　5．4．2需要の変化が利用者及び運行側に与える影響…・…・

　5．4．3　評価指標の考え方・・………・………　…・・……

　5．4．4　シミュレーション前提条件…・・……………・…

　5．4．5Semi・Dynamic方式計算結果・・……・………・…

　5．4．6Semi・Dynamic方式まとめ・・………………・…

5．5　コスト比較による既存バス代替交通手段評価

　5．5、1既存バス代替交通手段の種類・…・………・……・

　5．5．2運行方式に着目した比較……・…………・……
　5，5．3評価指標の検討・・……　…・…　……　……・……

　5．5．4計算の手順…………・…・…・…・…………・
　5．5．5各代替案の需要密度と運行コストの関係…・・……・

114

114

114

115

116

　117

117

118

121

121

　122
122

122

123

125

127

130

　130
130

130

132

133

133

　134

113

5．6　まとめ

vi



第6章　大都市郊外地域でのDRT適用可能性評価
　6．1　序論

　6．2　DRT導入代替案構築手法の検討

　　6．2．1　大都市郊外地域における既存バスの問題点…・……

　　6．2．2　各主体別の問題点整理とDRT適用可能性………・・

　　6．2．3DRT導入代替案の目的設定・・……………一…

　　6．2．4運行代替案設定項目・………・……・・…　…・・…

　　6．2．5　評価指標…・……………・・……………＿．
　6．3　適用可能性評価の分析手法整理

　　6．3．1需要側分析・……・・…一・……　…・…∵……・

　　6．3．2　供給側分析・・…一・・…・……・…・・……　……

　　6．3．3　需要・供給側分析の統合…　…・…・…　………　…・

　6．4大都市郊外地域におけるケー…一・・ススタディ

　　6．4．1　対象地域の概要……　…・・一…・・・…　……・・…

　　6．4．2　各主体間の問題点整理と代替案の方針検討………・

　　6．4．3　調査前提条件の設定・………………・…　……・

　　6．4．4　実地調査・…………・………　……＿．＿＿◆

　　6．4．5調査結果と交通気機関選択モデル構築…・………・

　　6．4．6　交通機関選択モデル構築…・・……………　……

　6．5　DRT導入代替案評価

　　6．5．1分析手法と設定条件・一…・……・……・…・・…

　　6．5．2　評価指標の算出・…　………・……・…　……・…

　　6．5．3　適用可能性評価まとめ・・・…　…・・………・・…　…

　6．6　まとめ

　138

　140

140

141

143

145

148

149

150

150

150

　150

151

152

153

155

157

158

　159

159

162

170

　170

137

第7章　研究の総括
　7．1　導入

　7、2　各章の総括

　　7．2．1　DRT導入事例整理と評価手法・……………・…・

　　7．2．2DRT需要推計・…・………………　一………

　　7．2．3DRTコスト分析………・………・・……一…
　　7．2．4　適用可能性評価・…・…・…・…・…・…………・

　7．3DRT導入代替案計画手法のまとめ

　7．4今後の課題

　　謝辞……………・…・・…・……一…………・・
　　付録

173

174

174

174

177

177

178

　179

　181

185

vii



図表一覧

図一覧

第1章
図1－1

図1－2

序論

　DRTシステム概念図

　本研究のフロー

7

10

第2章　既存研究の整理

図2－1　　DRT運行システムの概要 18

第3章
図3－1

図3－2

図3－3

図3－4

図3－5

図3－6

図3－7

図3－8

図3－9

図3－10

図3－11

図3－12
図3・－13

図3－14

図3－15

図3－16

図3－17

DRTシステムの導入事例整理と計画手法の検討
　DRT導入事例分析のフレーム

　予約締切り時刻（SAMPLUS　Project）

　DRT導入対象地域面積及び人口

　東急トランセ路線図

　デマンドルS・・・…トバス停

　東急トランセ車両

　中村まちバス路線図

　中村まちバス車両

　けいはんなDバス車両

　けいはんなDバス路線図

　おだかeまちタクシー車両概要図

　おだかeまちタクシー車両

Personai　Bus路線図・車両

　Flex　Route（Gothenburg）路線図

Flex　Route（Gothenburg）使用車両

Allobus車両

Flex　Route（Minnesota　valley）路線図

44

62

66

77

77

77

78

78

79

79

80

81

86

87

87

88

90

第4章
図4－1

図4－2

図4－3

図4－4

図4－6

図4－7

DRTシステムの需要推計
　各利用者のDRT所要時間に関する概念図

　回答者属性（年代・性別）

　バス運行間隔と選択状況

　自家用車の利用状況と選択状況

　対象地域概略図

　DRT選択確率変化（予約してから乗車するまでの時間が変

　化した場合）

100

104

104

105

108

109

滅



図4－8 DRT選択確率変化（車内時間が変化した場合） 109

第5章
図5－1

図5－2

図5－3

図5－4

図5－5

図5－6

図5－7

図5－8

図5－9

図5－10

図5－11

図5－12

図5－13
図5　一一14

図5－15

運行特性を踏まえたDRTシステムのコスト分析
　Route　Deviation方式概念図

　運行頻度・予約発生頻度別総運行時間

　DRT年間運行コスト

　コストの内訳（運転間隔15分）

　運行時間の内訳（運転間隔15分）

　総運行時間内訳（路線長4km，運転時間15分）

　予約拒否とコストの関係

　対象地域概略図

　利用者希望時刻のずれと予約成立の関係

　予約受付のフロ・・一

　需要密度とDRT運行コストの関係

　待ち時間・乗車時間と平均コストの関係

　所要時間と平均コストの関係

　LOS指標とコストの関係

　需要密度と平均コストの関係

118

119

119

120

120

120

121

125

126

127

128

129

129

129

133

第6章
図6－1

図6－2

図6－3
図6－・－4

図6－5

図6－6

図6－7

図6－8

図6－9

図6－10
図6－－11

図6－L12

図6－13

図6－14

図6－15

図6－16

図6－17

大都市郊外地域でのDRT適用可能性評価
　DRT適用可能性評価フロー

　綾瀬市概要図及び綾瀬市バス路線図

　通勤通学時の交通手段分担率

　平日日中私事目的での交通手段分担率

　DRTシステム路線概要図

　性別及び年齢別の回答者構成比

　職業構成比

　居住地～海老名駅間の交通手段

　各地域の発生トリップ数

　DRT評価フロー

　起点出発間隔と年間運行コスト／DRT分担率の関係（小園地区）

　起点出発間隔と年間運行コストノDRT分担率の関係（綾西地区）

　起点出発間隔と年間運行コスト1DRT分担率の関係（寺尾地区）

　起点出発間隔と年間運行＝スト／DRT分担率の関係（大上地区）

　損益分岐図（小園地区）

　DRT／バスコスト比較（小園地区）

　DRT！バスコスト比較（寺尾地区）

139

151

152

152

155

157

158

158

160

161

163

163

164

164

165

165

166

ix



図6－18

図6－19

図6－20

図6－21

図6－22

DRT1バスコスト比較（大上地区）

DRT／バスコスト比較（綾西地区）

運行コスト削減による効果（小園地区）

利用者増加率と運行コストの関係（DRT需要1割増加）

利用者増加率と運行コストの関係（DRT需要2割増加）

166

166

167

169

169

表一覧

第1章
表1－1

表1－2

表1－3

序論

　地方バス路線維持費国庫補助金交付実績の推移

　乗合バス輸送人員の推移

　バス交通に対する施策整理

2

2

4

第2章
表2－1

表2－2

表2－3

表2－4

表2－5

表2－6

既存研究の整理

　Paratransitの種類とその概要

　DRTの分類方法

　DRTシステム適用可能性のある地域の分類

　DRT運行形態の分類

　DRTシステムの評価指標

　DRTの運行に適用されている技術とその内容

15

17

20

22

23

32

第3章　DRTシステムの導入事例整理と計画手法の検討

表3－1　　初期のDRT導入事例

表3－2　　日本における初期のDRTシステム

表3－3　　日本における初期のDRTの運行形態特徴整理

表3－4　　ヨーロッパ諸国での導入事例と運行形態

表3－5　　北米での1970年代のDRT導入事例整理

表3－6　　DRTに適用するITS技術施策の整理

表3－7　　DRT導入計画におけるITS技術の位置づけ整理と

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　各国間の比較

表3－8　　SAMPLUS　Project参加地域の市場環境比較

表3－9　　各運行形態の導入上課題

表3－10　1TS配車技術概要（SAMPLUS　Project）

表3－11　配車使用技術（SAMPLUS　Project）

表3－12　配車方法の整理

表3－13　1TS技術導入時の効果

表3－14　DRT及び他交通手段との組み合わせ

表3－15　SAMPLUS　Projectでの評価項目

49

50

50

52

52

55

55

56

61

63

63

64

65

67

68

X



表3－16

表3－17

表3－18

表3－19

表3－20

表3－21

表3－22

表3－23

表3－24
表3　・－25

表3－26

表3－27

表3－28

導入実験評価項目（日本：交通不便者のシビル　　　　　　　69

　　　　ミニマム確保のためのデマンド型交通モデル実験）

バス・DRTコスト比較（福島県小高町）　　　　　　　　　　　70

運行側評価指標（FTA　Section18）　　　　　　　　　　　　71

導入地域基礎デー・…タ　　　　　　　　　　　　　　　　　72

パフォーマンス指標　　　　　　　　　　　　　　　　　　72

近年の日本におけるDRTの導入状況　　　　　　　　　　73

運行特性（車両、予約システム、運行形態）　　　　　　　　74

SAMPLUS　Projectでの導入状況　　　　　　　　　　　　　　78

SAMPLUS　Project各地域の運行状況　　　　　　　　　　　81

SAMPLUS　Project運行形態の整理　　　　　　　　　　　83

DRT評価指標の代表例　　　　　　　　　　　　　　　　　82

FTA　Section18運行形態　　　　　　　　　　　　　　　89

導入状況例（FTA　Section18）　　　　　　　　　　　　　　89

第4章
表4－1

表4－2

表4－3

表4－4
表4　一一5

表4－6

表4－7

表4－8

DRTシステムの需要推計
　DRTが提供するサービス変数

　SP調査に使用したDRT変数の設定方法（直行表L8）

　DRTが提供するサービス指標

　調査項目

　判別分析結果

　非集計モデル推定結果

　自家用車及びDRT設定条件

　対象地域の駅からの距離

101

102

103

103

105

106

107

107

第5章
表5－1

表5－2

表5－3

表5－4
表5－－5

表5－6

表5－7

表5－8

表5－9

運行特性を踏まえたDRTシステムのコスト分析
　DRTの適用可能性のある地域とトリップ

　運行ダイヤ設定項目

　運行費用原単位

　運行頻度・予約発生頻度別導入台数

　需要の変化による各指標の影響

　運行側評価指標

　運行設定条件

　分析上の代替案

　DRTとの比較に必要な条件

115

117

117

119

122

124

126

131

132

xi



第6章　大都市郊外地域でのDRT適用可能性評価
表6－1　　主体別既存バス問題点設定

表6－2　　DRT導入可能性の対象範囲

表6－3　　DRT導入目的と各主体への影響

表6－4　　DRT導入シナリオと利用者へのインパクト

表6－5　　DRTトリップ形態の分類

表6・6　　各運行形態の特徴整理

表6－7　　評価指標一覧

表6－8　　綾瀬市内における問題点の設定

表6－9　　調査概要

表6－10　質問項圏及びその内容

表6－11　回答者の自家用車利用可能性

表6－12　DRT1自家用車手段選択モデル推定結果

表6－13　DRT運行コスト

141

142

143

144

146

148

149

153

157

157

158

159

161

第7章　研究の総括
表7－1　　日本におけるDRTの動向整理と各施策の方向性 175

xii





第1章

第1章序論

1．1本研究の背景

　既存公共交通機関の中でバスは、小規模から中規模の輸送に適した交通機関

とされ、都市部では大量輸送機関である鉄道の端末輸送や、鉄道を整備導入す

る程の需要が無い地域への公共交通機関として導入され、交通ネットワークの

一部を担っている。また中規模な都市や、上記2地域と比較した場合に需要が

相対的に低い郊外地域及び小規模な地域での中心的な公共交通システムとして

適用されている1）。

　以上のような都市公共交通システムの性格を持つバスであるが、都市部及び

地方部でのバス利用者は、長期に渡り減少傾向にある。3大都市圏では1970

年の44億人をピークに減少を続け、1997年には31億人とピーク時の7割程

度に減少し、地方部では、1965年の58億人をピークに1997年には22億人と

ピーク時の4割以下に減少している1）。

　都市部でのバス利用者減少の原因は、自家用車交通量の増大による渋滞の発

生によりバスの走行速度が低下し、その結果起こる所要時間の増加や定時性の

低下といったサービスの低下や2）、鉄道や地下鉄の整備によってバス利用者の

他モードへの転換が原因とされている。道路の混雑状況を、道路交通センサス

による政令指定都市の主要都市部での自家用車交通量（12時間走行台キロ）と、

ピーク時平均走行旅行時間の変化に着目し以下に整理する。1980年と1997年

の上記のデータを比較すると、自家用車交通量は平均で1．45倍に増大する一方、

ピーク時平均旅行速度は、28kmノ時から22km／時まで低下した2）。その一方で、

都市部でのバス表定速度は、1960年代には15km1時～17km／時であったが、近

年では11～14k皿程度と低下傾向にある。また定時性の低下は、ピーク時およ

びオフピーク時といった時間帯毎の変化だけではなく、同一時間帯に走行する

各車両の走行中に起こる、信号待ちや渋滞により運行間隔が乱れることも原因

となる。その結果同一時間帯でも走行時間の変化が起こり、バス停への到着時

刻にばらつきが生じ、不規則な運行となるため、利用者のバスに対する信頼性

が低下し、利用者への提供サービスが低下するといった問題がある。

　その一方で地方部では、自家用車利用者の増大3）によるバス利用者の減少や、

過疎地域での人口減少による潜在的なバス利用者の減少が起こってきている3）・

4）。地方バス路線維持費国庫補助金交付実績の推移に着目すると、表1・1に示

すように、1985年から1994年の9年間の系統数や補助金額の変化は、第2種、

2
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表1－・1　地方バス路線維持費国庫補助金交付実績の推移3）

項目 年度 1985年 1994年
　指数
i1985年を
P00とする）

金 7407447 7863782 106
路線補助維持費 158 154 097

、
5057 4255 0．84第2種

ｶ活路線
生活路線に掛かる補助

969362 862509 0．89

車両購入費補助 72 61 0．85

、 245 191 0フ8

844508 541131 064
第3種

ｶ活路線
乗車密度5人未満の路線に係る運行費補助 80 71 089

、 824 523 0．63

金 141513 153505 1．08

車両購入費補助 71 69 0．97

104 103 099
廃止路線
繿ﾖバス

廃止路線代替バス運行に
@　　掛かる費用

金 17264 11101 064
初度開設費補助

32 22 069
431987 1566120 3．63

運行費補助
272 452 1．66

表1－2乗合バス輸送人員の推移4）

1975 50 1985 60 2001　（平成13

乗合バス
市町村代替バス
　　：｛eバス

9180468
176956

　　470

7003507
220725

　7170

4568037

　1473
　12297

ム計 9357894 7231402 4581807

単位：1000人

第3種生活路線では少ないものの廃止路線代替バスは、運行費補助の金額数が3．6

倍、市町村数で1．7倍となっており、バス路線の廃止が増大していることが分かる。4）

　また、表1・2に示すように、国内の乗合バス事業の輸送人員は減少傾向にあ

り、1975年を基準にすると、2001年には輸送人員が5割に低下している。ま

た乗合バスの運行が廃止された地区に導入される市町村が主体となり運行・運

営を行う市町村代替バスや貸切バス輸送による路線バスの代替輸送である貸切

代替バスによる輸送人員は増加傾向にあり、自治体が主体となって導入するバ

スシステムに対する運行の必要性があることが分かる。

　大都市圏及び地方都市圏でのバス分担率も、利用者減少と自家用車利用の増

加に伴い現象傾向にある。このうち地方都市圏では近年バス分担率を比較する

と、半分以下に減少している。（仙台：10．4％（1982）→5，7％（1992）、宇都宮：

7．6％（1975）→2．8％（1992））4）。また大都市圏では、代表交通手段及び、端末交通

手段のトリップ数は共に約10％の減少をしている一方、端末交通分担率は、

1988年から1998年の間に2％程度減少傾向にあり、鉄道端末としての利用者

3
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も全体的に低下傾向にある10）。

　以上に示すように、バス利用者が減少傾向にある一方、バス事業者にとって

は、利用者の減少による採算性の悪化に繋がっている。現状では公営事業者で

8割、民営事業者で7割が赤字となっている1）ため、バス事業者は経営合理化

の1つの手段として、不採算路線からの撤退や運行本数の削減を行うようにな

ってきている。廃止路線のキロ数に着目すると、1970年台には年2000～

3000km程度であったが、1990年代に入り約10000km程度の路線が廃止とな

っている14）。

　またバスの生産性と言う観点から平均乗車密に着目すると、バス走行キUは

1970年度に293億5000万km1年であったものが、1998年度には290万5000

万km！年と、変化が無いが輸送人キロは、1970年に527億1200万人キロあっ

たが、1998年には281億1900万人キロと減少傾向にあり、乗車密度も18人

から10人へと減少している15）。

1．2バス輸送システムの今後の動向

　以上で示したように、バス利用者の減少やその結果起こるバス輸送システム

の採算性や生産性の悪化により、バス事業者は運行本数の削減・路線廃止・事

業者の地域内からの撤退を行ってきている。そのため、地区内のバス路線が廃

止された場合、日常の移動をバスに依存している、高齢者や障害者及び免許非

保有者に対するモビリティの確保が困難となってきている。

　また、2002年2．月に改正道路運送法が施行された。乗合バスについては事業

の規制緩和が実施され、事業参入及び退出の規制と、運賃に対する規制が見直

された。事業の参入・退出に対する規制緩和に着目して整理をすると、路線バ

ス事業への参入は需給調整規制を前提とする免許制から、輸送の安全確保など

に関する資格要件をチェックする許可制に移動した。このため、バス事業への

新規参入が容易となり、既存のバスが導入されている地域への新規事業者の参

入のみではなく、様々な需要形態に応じた、新しい形態のバスサービスが提供

される可能性がある。その一方で、バス事業や路線の廃止については、6ヶ月

前の事前届出制とした。また地域での生活交通確保を行う必要がある場合は、

地域協議会の検討や補助制度などの必要な財源確保にっいての付帯決議がされ

た。また赤字バスに対する補助制度も、内部補助を前提とした赤字事業者への

補助から、地域にとって必要となる路線毎に補助を行う方式となった。そのた

め、地域内に運行されるバスのうち不採算路線は、事業者が撤退する可能性が

出てきた6）。
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1．3バス輸送に対する施策とDRTシステム

　以上のような問題意識のもと、バス輸送に対する様々な施策が行われている。

具体的な施策には、既存バス走行路整備・車両や路線の改善といった、既存バ

スの改良を行う方法、既存バスに対する補助を行う方法や、バス運行方式の改

善や新方式の運行形態の提供する方法がある。表1・3にバス交通に対する施策

の整理を示す。このうち、都市部では道路等の施設整備・交通管理やバス事業

に関するものが中心となり、在来のバス輸送を支える施策が中心となる一方、

過疎地域では、補助施策や運行方式の改善が中心となる。

　また以上で取り上げた施策では、既存バスの問題に対応する施策である一方、

公共交通の需要が少ない地域では、公共交通空白地域への公共交通サS－…ビスを

表1－3バス交通に対する施策整理（参考文献3より加筆修正）

分類項目 施策方針 具体的な施策内容

バス走行路確保 バス専用道・バス専用レーン・優先レーン整備

バス走行路整備 信号政策 バス優先信号

運行管理 バスロケーションシステム

乗降口改善 バス乗降口拡大・低床式バス

バス車両改善 エンジン改善 加減速性能向上・低公害バス導入

居住性向上 座席・通路改善

バス路線網パターン・停留所改善

交通空白地域への新規路線導入

路線改善
駅前広場・バスターミナル整備

乗降施設改善
バス停留所整備・改善

運行回数 運行回数増強

運行方式改善 運行時間帯 運行時間拡大・深夜バス運行

路線設定 フリー乗降方式・予約に応じた運行方式

補助金施策 既存事業者補助 過疎地域・赤字路線補助・代潜バス開設補助

運賃値下げ 初乗運賃・対距離運賃値下げ

運賃施策
乗継運賃 バス間・バス～鉄道乗継割引

情報提供 路線・時刻表案内 案内板設置・路線図配布・インターネット上での公開
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提供するために、在来のバスシステムに代わりコミュニティバスや乗合タクシ

ーなどを活用した公共交通の運行など様々な交通に対する施策が展開されてき

ている7）

　その中で、Demand　Re8ponsive　Transport　sy8tems（DRTs：需要応答型交通

システム）8）～10）は、利用者の需要に応じた運行形態をとるため、交通の需要が

少なく、従来の公共交通機関の整備が困難な地区に適した交通システムとして

期待される。

1．4DRTシステムの概要

　1960年代から北米では、従来のバスの赤字解消と、郊外化によるトリップが分散化し

たために、従来のバスサービスが提供できない地域に居住する高齢者や障害者などの

移動制約者や自家用車を利用できない低所得層の人々を対象にDRTシステムが導

入された。その後1990年にADA（American　with　Di8ability　Act：アメリカ障害者法）

が制定され、既存公共交通のアクセシビリティの改善や、Paratransitに対応するアク

セス性の高い交通システムの導入が求められたため、更なるDRTシステムの導入が行

われている。DRTの営業台キロに着目すると、1994年には20000台キロであったが、

1998年には26000台キロと増加している。

　EU諸国では1990年代後半から、通信情報技術を用いた車両と外部の双方向通

信による融合や、その技術により提供される情報サービス及びそのビジネスである、テレ

マティックスを活用したDRTの予約受付や配車方法の実証実験であるSAMPO

（Systems　of　Advanced　Management　for　Public　Organization）Projectsや

SAMPLUS　Projectにおいて、既存公共交通の適用が困難な地域への適用可能性

の検証を目的とした導入が行われている。また現在では本格運行への移行や、他地域

への技術移転が行われっっある。

　一方で日本では近年、ITS技術を使用した、リアルタイムでの予約受付や配車方法

を適用したバス車両を利用したDRTシステム（ディマンドバス）が導入され、既存公共交

通の導入が困難な地方部を中心に、人口密度の低い地域での実証実験が行われてき

ている。

　DRTシステムは、利用者の予約を受け付け運行経路やダイヤをその都度決定

するため、需要サイドである利用者にとっては、待ち時間や所要時間等の提供

サ・・・…ビスが変化する可能性があり、使いづらい交通システムになってしまう可

能性がある。また供給サイドである運行側は、利用者の予約に応じた運行シス

テムの設計方法を検討し、必要車両台数や走行時間の変化やそれによるコスト

や提供サービスの変化を考慮する必要がある。
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図1－1DRTシステム概念図16）

　また、供給サイドからDRTの適用可能性を評価する際には、他の既存バス

代替交通手段と運行コストの比較を行い、予約に応じた運行のコスト効率性を

分析することが必要とある。更には、予約の受付数の変化によって、利用者に

提供するサービスが変化する可能性があるため、DRTの導入を計画するに当っ

ては、予約に応じた運行が需要及び供給サイドの双方に与える影響を分析した

上で、適用可能性を評価する必要がある。

　さらに、DRTシステムのような既存交通システムの間を補充するような交通

システムは、「Paratransit」と総称されることが多いが、既存研究ではシステ

ム分類に曖昧な点が多いので、交通システムの中でのDRTシステムの位置付

けを同時に行う必要がある。

1．5本研究の目的と構成

以上で示した課題を踏まえ、本節では本研究の目的及び構成を以下に示す。

1．5．1本研究の目的

（1）DRTシステムの導入事例の整理とその計画手法の検討（第3章）

　日本・ヨーロッパ・アメリカでのDRT導入事例整理を、①初期の事例整理

と課題設定、②現在導入されているDRTの技術面、制度面、政策面の課題　③

現在導入されているDRTの事例を導入背景目的、運行形態の特徴、　ITS技術
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による運行、評価指標を整理し、また以上の総括として、実務面また研究面か

らの課題設定を行う。

（2）DRTシステムの需要推計に関する研究（第4章）

予約システムの設計方法や利用者の予約状況によって変化するDRTシステム

の提供サービスが、利用者選好に与える影響を考慮した需要推計モデルの構築

を行う。

（3）運行特性を踏まえたDRTシステムのコスト分析（第5章）

　DRTシステムの利用者の予約に応じた運行形態の特徴を整理し、コストの分

析を行う。またDRTを含めた既存バス撤退後の代替的公共交通システムを、

コスト面から評価を行う。

（4）大都市郊外地域でのDRT適用可能性評価（第6章）

　DRT導入時に必要となる導入代替案構築手法を確立すると共に、4章で検討

したDRT需要調査手法と、5章で検討したDRT運行形態を考慮した運行コス

ト分析の結果を基に、需要・供給両サイドの分析を統合したモデルを構築し、

DRT導入効果の分析手法を提案する。また、以上の結果を元に大都市郊外地域

の平日日中をケーススタディとした、DRT適用可能性評価を行う。

1．5．2本研究の構成

　第1章では、本研究の背景となる既存のバス輸送機関の問題点を整理すると

共に、その中でのDRTシステムの役割を示し、予約に応じた運行形態が、需

要・供給双方のサイドや、適用可能性評価においてどのような分析課題をある

かを示し、研究全体のフローを示す。

　第2章では、DRTシステムの既存研究の整理を通し、分析課題を整理する。

DRTを含めた既存公共交通と自家用車の中間に位置づけられる公共交通シス

テムの分類を通し都市交通におけるDRTの位置づけを行い、対象利用者や適

用可能性のある地域や、運行形態の特徴及び評価指標を示す。またその特徴を

踏まえ、DRT導入評価に必要な、　DRT需要推計方法や、利用者の予約に応じ

た運行システムの設定に必要な配車技術や、運行コストの算出方法、またそれ

らを評価する方法を整理し、DRT適用可能性評価に必要な分析課題を検討する。

　第3章では、1960年代～70年代に北米・ヨ・一一　mッパ諸国及び日本で導入が

行われたが、初期のDRTの問題点には上記で示したように、①予約に応じた

運行システムの開発という技術的な側面や、②利用者当りの費用等、運行コス
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トの問題があった。後者の問題は、近年のITS技術の発達により、運行管理技

術、車両位置取得システム等が適用されるようになり解決されてきている。そ

の一方で前者の問題点に対する整理は、DRTの導入市場とその市場環境の課題、

運行形態の特徴と技術適用方法に関する課題、また交通政策面での課題整理と

いう点で十分にされていない。よって北米・ヨーロッパ・日本におけるDRT

の導入事例の整理を、①初期のDRT導入背景および目的その運行技術と問題

点、②現在導入されているDRTの技術面、制度面、政策面の課題　③現在導

入されているDRTの事例整理を行い実務面また研究面からの課題設定を行う。

　第4章では、第2章で示した課題を踏まえて、DRTシステムの需要推計を行

った。交通需要を推計する方法には、対象地域をゾS・・一…ンに分割しその中での交

通量の発生を集計した上で、需要を予測する集計モデルと、個人単位の交通行

動を予測する非集計モデルの2種類がある。DRTが各利用者に提供する待ち時

間や乗車時間は、予約の受付状況により変化する可能性があるため、利用者選

好意識調査を通し、非集計モデルによるDRT需要推計構築を試みる。

　第5章では、DRTシステムの運行形態の特性を整理した上で、運行に必要と

なるコストの分析を行う。上記で示したように、DRTは既存公共交通と異なり、

利用者の予約に応じてその都度路線や時刻表を設定するため、必要車両台数や、

走行時間が変化をする可能性がある。そこでDRTの運行形態の特徴を整理し、

それらが利用者及び運行側に与える影響を考慮した、DRT運行シミュレーショ

ンモデルを構築し、コストの分析を行う。またDRTがコスト面で、適切な運

行システムかを検討するために、他の既存バス代替交通手段であるコミュニテ

ィバス及びタクシーとの運行コストの比較を行う。

　第6章では、DRT導入代替案の構築を行った上で、第4章で構築したDRT

需要推計モデルと第5章で構築したDRTコストモデルの統合を通し、大都市

郊外地域の平日日中をケーススタディとした、DRTシステムの適用可能性評価

を行う。

　第7章では、以上より得られたDRT導入計画に必要となる点を取りまとめ、

本研究の総括と今後の課題を提示する。
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第2章

第2章既存研究の整理

2．1序説

　本章ではDRTに関する既存研究の整理を行う。DRTの導入や運行を計画する

上では、まずDRTが都市公共交通の中でどのような役割を持ち、どのような地

域や利用者に適用可能性があるかを整理し、需要に応じた運行形態が持っ特徴

（運行形態や提供サービス）を整理する必要がある。同時に、DRT導入対象地域

の事例を通し、導入効果の評価指標を整理することも必要となる。またDRTの

導入効果を定量的に評価するためには、予約に応じて運行するサービスに対す

る利用者受容性や選好意識を把握し、需要分析方法やモデル化の手法を確立す

る必要があり、また同時に供給サイドの分析である、導入費用（初期投資・運行

コスト）と、そのときに提供できるサービスを評価する手法やモデルを確立する

手法が必要となる。さらに、DRTは需要数の変化によって、提供するサービス

や運行コストが変動するため、導入効果を評価するためには、以上で作成した、

DRTの需要サイドと供給サイドのモデルの統合を試みる必要がある。

　以上より、DRTに関する既存研究の整理を、4点に取りまとめ検討する。2節

ではDRTを含めた既存公共交通と自家用車の中間に位置づけられる公共交通

システムより、DRTと分類される交通システムの位置づけを行い、運行上の特

徴整理として、DRTの対象利用者や適用可能性のある地域と、運行形態を示す。

また導入事例を整理する上で必要となる指標を示す。3節では、DRTの需要推

計方法の整理を、既存交通の需要推計方法や調査方法の整理や、既存のDRT需

要推計モデルの整理を通して行う。4節では、DRTの運行システムの分析方法

の整理を行う。初期のDRTでは、電話予約を行い、その予約をもとに、配車係

が、手動で経路やダイヤを設定していたが、近年のITS技術の進展により、ほ

ぼリアルタイムでの運行が可能となってきている点や、配車方法、運行側の評

価方法について検討する。5節では、DRTの評価を行う上で必要となる、需要

モデルと供給モデルの統合による評価手法の確立方法について示す。6節では、

以上で取りまとめた、既存研究の課題と本研究の意義を示す。
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2．2DRTの分類と特徴整理

2．2．1既存公共交通と自家用車の間に介在する公共交通システム

　バスや鉄道等の既存公共交通システムと、個別利用を行う自家用車の中間に

位置づけられる公共交通システムを、既存研究では「Paratransit」や「Dema

nd　Responsive　Transport」という名称で呼ばれている1）’6）。またParatransit

の分類は、個人が所有し運転する自家用車と、決められた路線・時刻表に沿い、

公営1民営の会社が運行する従来の公共交通機関との中間に位置する交通シス

テムと定義され1）－3）、既存研究では以下に示す種類がParatransitとされている。

表2－－1Paratransitの種類とその概要

導入目的！運行上の特徴

地域 年代 名称
導入地域・対象利用者 運行上の特徴

1900年代～ Jitney 都市内の移動。

利用者の需要に応じて

^行車両数を変化。利用

ﾒは利用時に呼び止め。

1960年代～ Dial－A・Ride

高齢者・障害者等の移動

ｧ約者や、低所得層への

crリティ提供。

利用時に電話で予約。

北米
Shared－Ride

@Taxi

郊外鉄道駅～居住地、商

ﾆ地域～空港等特定2点

ﾔでのタクシー相乗り

利用時の呼び止め、起終

_乗場での乗合乗車。

1970年代～ Subscription

@　Bus
朝タピーク時に起こる

ｹ路混雑の緩和を目的

ﾉ、相乗りを推進

事前に登録した会員の

ｩ宅の前から、勤務地ま

ﾅのDoorto・Doorのサ

[ビス。

Car　Pool

uan　Poo1

1970年代～
Dial・A・Ride

@ΦRT）

利用者の予約に応じ路

?^時刻表を柔軟に設
閨B電話による予約。

欧州

1990年代～ DRT

既存公共交通適用が困

?ﾈ郊外地域や過疎地

謔ﾅの地域内のトリッ

vを対象

ITS技術を適用し、予約

ﾉ応じ運行。電話！イン

^ーネットでの予約。

日本 1970年代～
デイマンド

@バス

郊外地域や過疎地域で

�ｶ公共交通の運行が

｢難な地域での移動を

ﾎ象

利用者の予約に応じ運

s経路や時刻表を設定。

d話やキオスク端末で
ﾌ予約。

東南

Aジア
1900年代～ Paratransit

固定路線（もしくは一部

ﾌ迂回経路）に沿い需要

ﾌ変化に応じ運行。

呼び止めによる利用。
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　北米では、通勤時に居住地から勤務地まで、通勤者が自家用車に相乗りを行

うCarpool、レンタルのバンに相乗りを行うVanpoolや、バス車両を利用した

乗合を行う予約バス（Subscription　Bus）があり、また郊外地域の駅～居住地や

都心部～空港等の特定の2地点を対象に、相乗りを行うShared・Ride　Taxiがあ

る。さらに都市部や地方部で、高齢者や障害者などの移動制約者を対象に、電

話での利用希望に応じ、路線や時刻表を設定して運行するDia1・A－Rideや、主に

都市内で固定路線を運行し、路上での利用者の呼び止めに応じ乗降を取り扱い、

乗合運行を行うJitneyがある。

　日本では1970年代に、利用者の需要に応じて運行されるディマンドバスが導

入された。その一方ヨーロッパ諸国では1970年代にイギリスを中心に電話での

予約に応じて乗合輸送を行うDia1－A－Ride（DRT）の導入が試みられたが、その後

EU諸国で1990年代後半より、近年発達してきたITS技術を用いて、利用者の需

要に応じて運行する交通手段であるDRT　Systemの実験が行われてきている3）。

　発展途上国では大都市地域を中心に在来の公共交通以外の交通機関であり、

在来のバスによる公共交通サービスより柔軟で、自家用車に近いサービスを提

供する交通機関の総称を、”Paratransit”という名称で分類を行っている3）。

　以上のシステムを地域や年代別に分類すると、表2・1のようになる。また以上

のParatransitは、相乗りをすることを前提に分類を行ったが、分類方法によっ

ては、車両自体を保有しないが、個人の利用希望に応じて運行するタクシーや、

レンタカー、Car・SharingをParatransitの分類に含むこともある2）。

　以上で示した公共交通システムの特徴を踏まえ、既存研究での分類方法を示

した上でParatransitとDRTに関する分類と定義を以下に示す。　Vuchic2）はPa

ratrallsitの分類を、利用形態（個人利用・定期的な予約による利用・公共的な

利用）、車両・システムの所有者（個人・企業や学校等の交通事業者では無い機

関・交通事業者）、路線設定方法（一定路線、利用者のアクセス距離に合わせ調

整可能）、利用者がサービスを受ける方法（時刻表基準・電話等での予約・路上

で呼止）としている。新谷ら7）は輸送距離と利用客数によりParatransitの位置付

けを行っている。Grayら1）Paratransitを用途と特性（輸送形態・提供サービス）

に分類した上で、自家用車と既存公共交通の間の交通で時間・空間の設定方法

の柔軟性に着目して分類している。Lastrucci8）はDRTを、利用者の需要に直

接答えるサービスであり、自家用車並みに自由度がある公共交通と定義してい

る。またCervero3）は、既存バスと自家用車の間に位置する公共交通で、地域内

の様々な場所を結ぶことができ、経路や時刻表に柔軟性を持った乗合型交通機

関と定義し、利用者へのサービス提供方法、路線設定方法、対象利用者に着目

して分類を行っている。
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表2－2DRTの分類方法

　　　　種類

ｪ類項目
自家用車 タクシー DRT バス

事業者 個人所有
個人・民営

幕ﾆ者
公営／民営の事業者による運行

利用方法
個人の任意

呼止め・予約 予約 時刻表

提供サービス 個人の任意 予約に応じた経路・時刻表 定時・定路線

形態

分散・低密度 分散・低密度
　　　分散・低密度

iOne・bo－Mally，ManγtoMany）
中～高密度

トリップ

ﾁ性 距離

近～長距離 近～中距離 近～中距離 中～長距離

需要規模 低～中密度 低～中密度 低～中密度 中～高密度

対象利用者 一般 一般・特定
一般乗合・特定乗合

i高齢者障害者に限定）
一般乗合

運行上特徴
ITS技術を適用した

@運行システム

　太田9）は東南アジア諸国における路面公共交通の分類を行う上で、乗合型の

輸送形態を取るもので、バスとタクシーの中間に位置づけられる輸送機関とし

てParatransitを定義している。

　一方、Demand　Responsive　Transport（DRT）は以下のように定義される。

Vuchic5）は、　DRTを各利用者の行き先や時刻の希望に応じ、経路や時刻表が

部分的もしくは完全に決定される運行形態をとるParatransitと定義している。

Yngve6）らは、タクシ・一・一・・と従来バスの中間に位置付け、利用者が希望した乗降場

所のみに路線を設定した運行形態をとる交通機関であると定義している。以上

をまとめ、分類項目を表2・2に示すように取りまとめ、他交通手段である自家

用車、タクシー及び既存バスと分類上の比較を行う。

2．2．2DRTシステムの概要

　利用者の予約を受付け、DRTへの配車や運行指示を行うシステムは、近年発

達してきているITSが適用されている。利用者は、乗車時間や目的地等の利用

希望を電話・インターネット・キオスク端末を利用して配車センター（Travel

Dispatch　Center：TDC）に連絡する。配車センターでは、利用者から受けた予約

や、自動車両位置取得システム（AutomatedVehicle　Location：AVL）を通し、車

載機（Mobile　Data　Terminal：MDT）から定期的に得られる位置情報や、過去の

配車状況や道路状況のデータ等を基に、配車やスケジューリングを実行する。

その配車結果を元に、DRT車両に運行指示を行う。
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　1960年代以降、北米導入された初期のDRT（Dia］’A・Ride）では、オペレータ

は、電話で予約を受付け、配車やスケジュー一一リングをオペレータ自身の経験に

基づき実行していたが、現在ではインターネットやキオスク端末を通して得ら

れた利用者予約を受け付け、コンピュータソフトによる配車やスケジューリン

グが行われるようになってきたため、予約処理及び配車能力が向上し、平均乗

車密度の向上に貢献している。またオペレーションセンターと車両の通信には、

パケット通信等のデータ通信網を利用したシステムが導入されている。図2・　1

にDRT運行システムの概念図を示す。

　　　電話
（公衆電話・携帯電話）

予約受付内容を
折り返し連絡

利用希望者

　　　パソコン
（ホームページ、メール）

キオスク端末

利用時に配車センターに

利用希望時刻、乗車位置

及び目的地の連絡

配車センター（Travθl　Dispatch　Center．TDC）

　　　　　配車設定

自動配車（配車補助）・配車履歴の参照

オペレータ端末

　自動車両位置取得システム
（AutomatedVehicle　Lecation：AVL）

図2－1

無線・有線にて

　配車指示

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’m　 O　　　o

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　車載機
　　　　　　GPS　　　　　　　　　　　　　　　　　　（MD丁：Mobile　Data　Termina［）

DRT運行システムの概要（参考文献3，10を基に著者が加筆修正）
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2．2．3DRTの導入対象地区と対象利用者

　2章2節で示したように、DRTは需要密度が低く既存公共交通の適用が困難i

な地域への適用可能性がある。需要密度が低い地域へのDRTの適用方法を、

導入する状況を踏まえて検討する。

　地域内の高齢者や障害者等の移動制約者へのモビリティを確保するために交

通システムを導入する場合は、人口密度に関係なく、需要の発生密度が相対的

に低下するため、DRTの適用可能性が考えられる（このようなサービスはスペ

シャルトランスポートサービス：STSと一般的に呼ばれる）12）。また郊外地域

や地方部の居住地域で人口密度が低く、既存バスの適用が困難な場合にDRT

の適用可能性がある。さらに、都市部では、需要の少ない時間帯や需要自体が

少ないトリップへの適用可能性がある13）。以上を踏まえ、DRTシステムの適

用地域や対象利用者を表2・3に示すように4種類に分類する。

（1）郊外や地方部で高齢者及び障害者向けに運行されるDRT

　郊外地域や都市地域で居住地域が分散し人口密度が低い地域では、在来のバ

スシステムの導入が困難となる可能性や、既存バスが運行されていたとしても、

自宅～バス停留所間のアクセス距離が長くなるため、自家用車の運転が困難な

高齢者や障害者へのモビリティの確保が困難となる。この場合DRTは上記の

人のモビリティ確保のために導入される。

（2）都市地域で高齢者及び障害者向けに運行されるDRT

　都市地域では公共交通機関が整備されている一方、高齢者や障害者にとって

は、駅やバス停までのアクセス距離や、乗換移動が抵抗となり得るため、利用

が困難になる可能性がある。この場合DRTはDoor・to・Doorの交通手段を提供

しアクセシビリティを改善できると期待できる。

（3）郊外や地方部で導入されるDRT

　郊外や地方部で居住地域が分散している地域や、低密度な居住地域では、公

共交通の需要密度が低くなるため、既存バスの利用者が少なり、運行が困難と

なる可能性がある。このような地域では、DRTが予約に応じて運行することに

より、平均乗車密度の増加や走行距離の削減を図れる可能性があるため、既存

公共交通（バス）代替交通手段や交通空白地域で既存バスネットワークを補充す

る交通機関としての適用可能性が期待できる。
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表2－3DRTシステム適用可能性のある地域の分類

対象利用者 人口密度 轍
低 郊外・地方部高齢者・障害者等移

@　動制約者 高 都市部

スペシャルトランスポートサービス

iSpechl西ansport　Se蛎e：STS）

（特に限定しない）
低 郊外・地方部

　既存公共交通代替交通手段

�ﾊ空白地域でめ公共交通提供

高 都市部 既存公共交通のニッチサービス

（4）都市部で導入されるDRTシステム

　都市部では、大量輸送機関である鉄道やその端末交通手段の公共交通が整備

されているが、需要が少なくトリップODが分散する傾向にある、夜間や観光

客向けの公共交通が整備されていない可能性がある。DRTは以上に示したよう

なトリップを対象に隙間交通（ニッチサービスを提供できる可能性がある。

2．2．4DRTの運行形態と提供サービス

　既存研究では、DRTの運行形態分類項目を、利用者の予約に応じ柔軟に路線

や時刻表を設定する点に着目し、予約に応じた路線設定方法や、DRTが行うト

リップ形態に着目して整理を行っている。予約に応じた路線設定方法の分類を

行った研究を以下に示す。

Yngveら6）らやAmbrosinoら11）は、予約に応じた運行形態が提供するサービ

スの広域性に着目し、路線設定の分類を、起終点や固定路線の有無によって行

っている。Lastucci5）は、　DRTの運行形態を、路線・停留所・時刻表の設定方

法（固定・一部固定・予約に応じ設定）に着目した分類を行っている。また、秋

山12）らは、予約に応’じた路線設定方法を、時刻表（起点及び終点の出発時刻や

到着時刻）の設定や、路線の設定方法（起終点の設定と経路の設定）により分類を

行っている。DRTのトリップに着目した研究では、Cassey14）らの、One・to－One

からMany・to・Manyまで様々なトリップ形態に分類する手法がある。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　t　しかしながら以上の研究では、DRTの路線設定の分類に留まっており、実際

にDRTが利用者に提供するサービスや運行方法に与える影響を考慮していな

い点で問題があり、予約を受付時間帯（予約締切時刻設定、任意の時間帯での予

約受付）により、路線設定方法や提供サービスが変化する点を考慮した分類を行

う必要がある。

　よって本研究ではDRTの運行形態の分類を、需要に応じた運行経路の設定

範囲と、ダイヤ設定の柔軟性、DRTが行うTripの3点に着目して表2・4のよ

うに分類し、各運行形態が提供サービスに与える影響も同時に考慮した。
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（1）Fixed方式

　Fixed方式は、既存バスと同様に路線・停留所・時刻表の設定を行うが、利

用者の運行があるときのみ、設定されたダイヤに沿い運行するシステムであり

利用者の予約状況による待ち時間や乗車時間等提供サービスは変化しない。

（2）Route　Deviation方式

　Route　Deviation方式は、既存バスとほぼ同様の運行形態をとり、基本路線・

停留所・時刻表の設定を行うが、路線の一部に予約に応じてのみ運行する迂回

経路（停留所）を設定している。すなわち迂回ルート上で予約が無い場合、基本

路線のみの運行となるため、既存バスと全く同一の運行形態を取ることとなる。

　迂回経路の区間が短い場合、予約の追加が提供サービスに与える影響が少な

いが、迂回経路数を増加させると、運行経路の設定範囲が広がるため、柔軟な

サービスが提供できる一方、予約追加による利用者提供サービスの変化が大き

くなる可能性がある。

（3）Semi－Dynamic方式

　Semi・Dynamic方式は、起点（起終点）と起点出発時刻（終点到着時刻）を設定し、

その間に予約に応じて経路を設定する路線網を設定する。乗車中に他の利用者

の予約による待ち時間や乗車時間変化を防止するため、予約締切時刻を起点の

出発時刻の前に設定する場合が多いが、任意の時刻に予約を行えない。

（4）Dynamic方式

Dyllamic方式は、経路や時刻表を利用者の予約に完全に応じた運行形態を取

るため、他利用者の予約が入った場合、待ち時間や乗車時間等の提供サS・・・…一ビス

が変化する可能性が大きい。そのためDynamic方式を導入している大半の地

域では、予約を乗車の10分～2時間前までに締め切っている5）・15）。

　以上の分類では、停留所を基準に路線網を設定する既存バス改良型のDRTシ

ステムであるが、日本で近年導入されてきているタクシー車両を利用した乗合

タクシー型のDRTシステムを以上の分類と比較すると以下のようになる。

　運行形態はSemi・Dynamic方式やDyllamic方式となるが、停留所を設定せず

対象地域内の任意の場所での乗降を認める場合や、路線網を設定せずに対象地

域の道路網全体を路線として運行するため柔軟性が高まることと、車両定員が

10人以下と平均乗車密度が低レベルの場合に対応するシステムであることが

特徴となる。
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表2・・4DRT運行形態の分類

時刻表 トリップ形態分類

酬
起終点 路線・経路

Fixed 固定 固定

　　固定

i予約が入った

ﾆきのみ運行）

One・to・One

　RI）ut冶

ce甑加n O…

固定

固定＋一部予約

ﾉ応じ運行する

o路を設定

固定 One・tD・Few

Semi・

cynamic
礁§iiiiiiii§鷲運 固定

起終点間を予約

ﾉ応じ、その都

x経路を設定

起点出発時間

i終点到着時間）

@を設定
One・tσMany

lanアtσMany

Dynamic
曇iiiii欝iiiii曇iiiiii曇畑

非固定 予約に応じ運行
予約に応じ

@設定
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　凡例

ﾙ口　噺●嚇繁㈱○蹴＿　㈱欝鮒一一

2．2．5DRT導入評価方法

　近年EU諸国及び日本では、予約処理や配車にITS技術を適用したDRTシステ

ムの適用可能性実験が各地で行われてきている。これらの適用可能性の評価に

は、2章2節3及び4に示した、導入可能性がある地域や対象利用者及びトリップ

を導入評価基準とし、適用可能性の判断することや、DRTシステムの運行形態

と提供するサービスとその効果を評価基準に設定する必要がある。

　利用者側のサービスに対する評価には、DRTは既存の公共交通と異なり利用

時に予約の必要があることや、他利用者の予約状況による提供サービス（待ち時

間や乗車時間）が変化をする可能性がある点を考慮する必要がある。KFBでは1

6）スウェーデンイエテボリで、高齢者・障害者用に導入されたDRTの利用者評

価指標として、利用者サービスである徒歩移動距離・待ち時間・所要時間や、

予約システム評価指標である、予約締切時刻・予定到着時刻・乗車時刻の連絡

等を利用者アンケートによって評価を行っている。ETTS17）では、イタリアフ

ィレンツェで導入されたDRTシステムの利用者アンケートを通し、利用時の予

約の容易さ・快適性・予約時間への満足度の評価を行っている。また金ら18）は、

高知県中村市で導入されたDRTシステムの利用者を対象にバス停までの距

離・予約制の運行等10項目に対して調査を行い評価指標を算出している。

　またDRT導入による需要数変化は、アメリカフロリダ州プロワ・一一・・Fド郡で既存

バス路線をRoute　Deviation式に変更した際に、利用者が15000人／．月より2700

0人！月に増加した例1）や、高知県中村市では既存バスをDRTに置i換え、利用者
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表2－5DRTシステムの評価指標

関連主体

提供サービスの変化（アクセス距離・待ち時間等）

利用者側
提供サービス

新しいサービスに対する満足度（予約システムに）

利用者数 導入前後の利用者数変化、自家用車からの転換

運行コスト 他モードの運行コスト比較

運行側 運行効率 平均乗車密度の変化、必要車両数、運行時間短縮

その他 環境負荷の改善

が7人／日より30人1日に増加した19）例がある。

　運行側の評価指標には、既存バスやタクシー等の他交通手段の代替交通手段

としてDRTを導入した場合の運行コスト変化が適用されている。　KFB16）では、

高齢者・障害者用の移送サービスを福祉タクシーからDRTシステムに置換えた

場合のコスト比較を行い、コスト削減効果を示している。またAmaldiら25）は、

イタリアミラノで既存のバスをDRTシステムに置き換えた場合の効果を、シミ

ュレーションによって事前評価を行い、DRTパフォーマンス指標である車両台

数や運行時間の削減効果を示している。またバス（DRT）車両走行台キロや自家

用車からの転換による自家用車走行台キロの削減による環境負荷削減も考慮す

る場合がある。

　以上のように、既存研究では利用者の予約システムや、サービス変化に対す

る受容性を評価指標に取り入れている他、DRT導入事前事後での単純な比較が

行われているが、予約システムの設計方法や、提供サービスの差が利用者の選

択状況に与える影響については分析がされていない点で問題がある。

　また、短期間で行われた実験効果や、導入事前事後のコスト変化を単純に比

較した評価指標が適用されているが、他地域への技術移転を考慮するためには、

各実験データを蓄積し、そのデータを基に対象地域・利用者や運行形態の差を

比較し、DRT導入時の基準となる指標の構築が今後必要となる。

2．3DRTシステム需要推計モデル構築方法

　本節ではDRTの需要分析方法を、（1）交通需要の分析方法、（2）DRTに需要

モデル構築に必要な調査方法への指針、（3）既存研究でのDRT需要推計方法と

その論点の3点に着目し、研究課題を提示する。
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2．3．1交通需要推計方法21）－23）

　1960年代より交通の需要分析手法として、対象地区をいくつかのゾーンに分

割し、そのゾーン単位の交通の発生量を測定する集計分析が伝統的に使用され

ている。集計分析を適用した場合、取り扱うゾーンのサイズが空間的に大きく、

利用者の交通行動はゾーン単位の平均値を使用して取り扱う。しかしながら、

DRTは地域内の個別需要に応じ、路線や時刻表をその都度変更するため、各個

人の提供サービスはそのときの予約状況により異なる。そのため、集計分析は

DRTの需要調査には適さない。

　代替的な考え方として、1970年代以降研究されている非集計分析の研究が行

われてきている。非集計分析では個人の交通行動を、個人属性（性別・年代・収

入・免許保有等）と、個人に関する交通手段のサービス変数によって説明する手

法である。以下では非集計モデルを適用したDRTの需要推計手法を検討する。

2．3．2非集計モデルの種類とDRTシステム需要推計方法の指針

（1）非集計モデルの概念

　非集計モデルでは、トリップ頻度（外出回数）・目的地・出発時刻・交通手段

選択といった交通行動を、個人レベルに着目して分析する方法であり、個人（も

しくは世帯）が利用可能な選択肢集合の中から、もっとも望ましい選択肢を合理

的に選択するという合理的な行動理論を用い、選択を行うルールには選択肢の

望ましさを表す効用を最大にする選択肢を選ぶ効用最大化基準を適用している。

（2）非集計モデルの種類と特徴整理

　（1）で示したように、非集計モデルでは交通行動の各段階を分析対象とするが、

DRTシステムの需要推計課題は2章2節5で示したように、公共交通改善状況

を需要サイドより分析できることが必要となる。具体的にはDRT導入時の公

共交通サービス改善がもたらす、外出状況の改善効果と、交通手段選択の改善

が該当する。以下では以上で示した2項目に該当するモデルの特徴整理を行う。

①交通手段選択モデルの種類と二項選択モデル

　交通手段選択モデルとして適用されている非集計モデルの種類には、自家用

車・バスや自家用車・DRT等の2種類の交通手段選択状況を示す二項選択モデ

ル、3種類以上の交通手段選択状況を占めす多項選択モデルや、アクセス交通

手段選択とアクセス駅や買物場所の複数の選択状況を段階的に推定するネステ

ィッドロジットモデル等がある。以上に示した種類のうち、2項選択モデル式

は以下に示すような形を取る。

24



第2章

　Exp（vin）

ΣExp（vin）

Pin…個人nが交通手段iを選択する確率

Vin…個人nが交通手段iを選択した場合に得られる効用（確定項）

（但し、個人nが交通手段iを選択した場合の効用をUin、この中で確率的に

変動する項をεin，変動しない部分をVinとし、　Uin＝Vin＋εinとする）

②　トリップ頻度モデルとOrdered　Logitモデル

　トリップ頻度に関する非集計モデルは、北村らが示したように効用の概念を

用いずに確率分布を直接推定するモデル（重回帰モデルやボアソン回帰モデル）、

また効用関数によるモデル（Ordered　Probit／Ordered　Logitモデル）の適用手法

がある。このうち、週当たりのトリップ回数に代表されるような選択肢の選択

結果が整i数で示せるものに対しmジットモデルを適用したモデルをOrdered

Logitモデルと呼ぶ。　Ordered　Logitモデルは、上記のようなトリップ回数を0

回／1回、1回／2回…のように、2項選択を段階的に行うことにより選択確率を

推計する手法であり、以下に示すような形となる。

　　　　　　　　　1＋Exp（Vi　－V2－一　e　i＿1）　1＋Exp（Vi－V2－m　e　i）

Pi…回答カテゴリーがi（i＝1，…5）を選択する確率

Vi…回答カテゴリーがiの時に得られる効用（確定項）

θi…カテゴリーiの閾

　その一方でモデル開発に主眼を置いている点や、意識データの閾値を適用す

る必要があるためデータ制約があることを考慮することが必要となる。

（3）DRT需要推計方法の指針

　DRTを利用者の選択肢に組み込む場合、　DRTの利用方法や提供サービスの

特徴を整理する必要がある。すなわち2章1節に示したように、DRT利用時の

予約方法や、複数利用者の予約を取りまとめて運行するため、予約してから乗

車するまでの時間や、乗車してから目的地に到着するまでの時刻がその都度変

化する可能性があることを、DRTの選択肢に関する情報や選択肢特性として組

み込む必要がある。
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2．3．3データ収集方法

　非集計モデル構築に使用するデータは、①利用者が行った交通行動の記録よ

り、交通行動分析を行う方法（行動調査：Revealed　Preference（RP）Survey）と、

②現在導入されていない交通機関の導入事前段階や、現状では行われていない

交通機関サービス改善が行われる段階で、仮想的な交通手段選択を行う利用者

選好意識調査（Stated　Preference（SP）Survey：SP）の2種類がある。

　DRTのような新しい交通サービスの需要推計を行う場合には、現状でDRT

が導入されている地域が少ないことや、変数の操作性が容易であり、提供サー

ビスに対する感度分析の容易性を考慮すると、SP調査や、　RP調査とSP調査

を統合した形での調査が望ましい。

2．3．4DRTの提供サービスと変数設定と課題

　DRTのサー一ビス変数の設定方法を、予約行為が利用者サービスに与える影響

と、既存公共交通との比較を通し以下に整理を行う。

（1）予約行為が提供サービスに与える影響

　利用時の予約行為は2章2節で示したように、①任意の時間に予約が可能な

ものや、②DRTが起点を出発する前までに予約を締め切る方法の2種類がある。

以上の2種類の予約方法が、待ち時間や乗車時間などの利用者サービスに与え

る影響を検討する。

　①の予約システムの場合、利用者が任意の時間に自由に利用できる一方、運

行中に予約を追加され経路が変更されるため、追加予約が待ち時間や乗車時間

に与える影響が大きくなる可能性があり、場合によっては利用者にとって使用

しづらいものになる可能性がある。また②のような予約システムの場合、任意

の時間に利用できない点では利便性の低下する可能性があるが、予約締め切り

後に待ち時間や乗車時間が変化する可能性は無い点で利点がある2）。

　利用者が予約を行うときの行動の考え方を、目的地到着時刻を基準に利用者

の行動を仮定した天野ら23）の研究を基に整理をすると、目的地にある時刻に到

着するためには、ある時刻までに予約を行うと言う行動を設定できる。

（2）DRTの提供サービス設定

　（1）で示した条件を基に、DRTの提供サービスを既存公共交通と同様に所要

時間を、①アクセス時間（距離）・②待ち時間・③乗車時間の3項目に分類して以

下に設定を行う。
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①アクセス距離

　アクセス距離は、停留所が設定される場合、既存バスと同様に、自宅等の出

発地から停留所までの距離となる。DRTの既存導入事例では、停留所の間隔を

300m以内に設定することや、利用者のアクセス距離を150m以内に設定する

ことで、既存バスよりアクセス距離を短縮することにより、利用者サービスの

向上を図っている。また、停留所を設定せずに、利用者に対しDoor・to・Door

のサービスを提供する可能性がある5）・20）。

②待ち時間

　既存バスの待ち時間の待ち時間は、時刻表を基準に検討を行う。簡便な方法

として、運行間隔の半分を期待待ち時間とする方法があるが、運行間隔が長い

場合に待ち時間が非常に長くなり非現実的になるため、利用者の行動データを

より運行間隔の伸びに対し、待ち時間の伸びを小さくするよう設定する方法が

ある24）。これは利用者が時刻表に沿った行動をしていることを示す。

　また、利用者の行動に即したバスのサービス指標は利用者が予め時刻表を確

認した上で停留所に向かう場合と、確認せずに乗車を行う場合が考えられる25）。

その一方でDRTの場合、行動の基準となる時刻表の設定が無いが、予約をす

ると予定乗車時刻の連絡を受けるため、その時間を基準に利用者が行動すると

仮定できる。

　以上より、予約してから実際乗車するまでの時間のうち、アクセス時間を除

いた時間を考慮し、i）利用者が乗車希望する時刻とその予約を考慮し配車を行

った結果求まる乗車予定時刻との差である予約受付希望時間差、ii－）利用者が予

約希望してから乗車するまでの時間の2種類を待ち時間の指標と設定する10）。

③乗車時間

　乗車時間は、乗車をしてから目的地に到着するまでの時間であり、既存バス

であれば渋滞が発生しない限り、時刻が一定となる一方、DRTの場合、予約の

状況により、乗車時間毎回変化する可能性があることと、乗車後に他利用者の

予約が入った場合、利用者が予測していた乗車時間より長くなる可能性がある。

2．3．5既存研究でのDRT需要推計方法

　既存研究でのDRT需要推計方法は、（1）DRT導入対象となる利用者が知覚す

る現状の公共交通の問題点を整理し、潜在需要を質的な分析方法と、（2）上記で

示したように非集計モデルを適用した量的な分析方法の2種類がある。また

DRTシステムの導入が行われている地区がまだ少なく、実際の選択行動を用い
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ることが困難なため、既存公共交通の選択状況による代用や、SP調査を適用

したDRT選択行動の調査が行われている。

（1）質的潜在利用分析方法

　既存公共交通をDRTに置き換えた場合の潜在需要推計方法は、　Jean　Gras26）

が行ったものある。この研究ではフランスパリにあるシャルル・ド・ゴール空

港勤務者及び周辺住民を対象に、既存公共交通の問題点を調査し、DRT適用可

能性を分析した。その結果、既存公共交通は運行時間・頻度・路線設定の点で

利用に難があることが分かり、DRTの導入により以上の問題点を解決する可能

性を示唆した。

（2）非集計モデルを適用した手法（量的分析）

①潜在的な需要の推計

　潜在的な需要の推計を行った研究は、杉恵ら27）による中山間地域における高

齢者に提供する公共交通システムの潜在需要の分析がある。この研究では、高

齢者の住民を対象に外出頻度・既存交通サービスレベル・サービス水準の限界

値に関するアンケート調査を行い、公共交通利用意向を示すために、以上の変

数を用い2項ロジットモデルを適用した。またこのモデルを用い、運行代替案

の1つとしてディマンド型公共交通システム（DRT）の需要推計を行っている。

②利用者数の推計

　山本ら28）は、高齢者及び障害者への新しい公共交通サービスとして、予約に

応じて運行する新しい輸送サービスに対する利用者意向調査を通し、公共輸送

サービスへの転換状況を検討した。対象とした輸送サービスは、表2・2に分類

したDRTシステムのうち、Route　Deviation方式、　Dynamic方式のDRTシス

テム及び、会員制乗り合いタクシーとした。また、Mocheら29）は、アメリカ北

カリフォルニアで導入されたDiai・A・Rideが提供するサービスが改善された場

合に起こる利用者数変化を、予約締切時刻・所要時間・乗車時刻決定時刻をダ

ミー変数として設定し、SP調査によるデータ収集を通し、非集計モデルの適

用による推定を試みた。

③DRT手段選択モデルの推計

　中村ら30）は、鉄道駅端末交通手段（自家用車・バス）の選択状況を通し、車外

時間・待ち時間が交通手段選択に与える影響を、非集計モデルの構築を通し分

析し、DRTシステムサービス変数の設定方法を示唆した。また田邊ら31）は、
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都市内に予約に応じて運行する新しいバスサービスを導入した場合の交通手段

選択状況を、変数に所要時間（共通変数）及び予約ダミー（DRT固有変数）を設定

し、非集計モデルの適用を試みた。

（3）DRT需要推計に関する分析課題

　（1）及び（2）で示したようにDRT需要推計方法には、①既存公共交通が提供す

るサービスの問題を把握し、DRTシステム導入による問題解決を質的に分析す

る方法や、②予約によるサービスが利用者の選択行動に与える影響を非集計モ

デルの適用により求める手法の2種類がある。

　このうち①の分析は、DRT対象市場を検討する際には重要となるが、予約に

よる利用のサービス変化が、利用者の選択状況に与える影響を定量的に把握す

ることが困難な点で問題がある。但し高齢者や障害者へのモビリティ確保を目

的に導入するDRTの分析では、移動機会の提供を目的とするため、所要時間

の変化に対する選好状態の変化より、予約を行えばDoor・to・Doorのサ・・・・…ビスが

提供できることに対する選好を把握することが重要となる可能性がある。

　また②の分析では、既存研究で非集計モデルのDRTサービスレベルに適用

されている変数が、所要時間や予約に関するダミー変数に留まっているが、実

際にはDRTの運行形態や予約状況により、待ち時間や乗車時間が変化する可

能性を考慮していない点で問題がある。

2．3．6DRT需要推計に関するその他の問題

（1）選択肢に関する情報及び知覚が選択行動に与える影響

　DRTの需要推計方法は、2章3節5に示した手法があるが、交通行動には、

潜在的や主観的な心理要因が影響する可能性があるため、利用者のDRT提供

サ・…一・ビス関する情報や知覚が、態度・選好状況及び交通行動に与える影響を把

握する必要がある23）。既存研究では倉内ら33）による、Dia1・A・Rideに対する利

用者の態度や知覚値が、選択状況に与える影響をLISRELモデルにより推計を

行っている。

（2）DRT導入段階を踏まえた選択肢に関する情報及び知覚の分析課題

　DRT導入初期の段階では、提供サー一ビスが既存公共交通と異なり利用時の予

約の必要性や、待ち時間・乗車時間がその都度変化することがあるため、各利

用者の主観により選択状況が著しく影響する可能性を考慮する必要がある。ま

た利用者が繰り返し利用していく場合、DRT提供サービスに対する情報や知覚

が変化する可能性があることも同時に検討課題となる。
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2．4DRT運行システムに関する既存研究

　DRT供給サイドの分析であるDRT運行システム分析では、運行に必要な運

行技術や要素によって決定される生産に掛かる費用を求めることを最終的な目

的とする。本節では、予約に応じた運行システムの設計の構成要素である配車

手法やITS技術適用手法と、運行コストの分析方法の2点を検討する。

2．4．1DRT配車方法に関する既存研究

　DRTの配車方法に関する研究は、　DRTの総移動時間を最小化する数学的な

最適化手法である巡回セールスマン問題（Tr　aveling　Salesman　Problem：以下

TSPと記述）や、利用者提供サービスと、DRT走行時間の加重和を目的関数と

し、その関数の最小にする配車方法を求める最適化の手法であるダイアル・ア・

ライド問題（Dia1・A・Ride　Problem：以下DARPと記述）がある。これらの問題点、

には、予約数の増加に応じ、最適解を求めるための計算が膨大となることがあ

るため、近似的な最適解の発見手法に主眼を置いた研究が中心となっている。

　初期のTSP及びDARP問題の研究は、　Harilaos34），森津ら35）が行ったよう

に、対象地域に任意の時間帯に発生する利用者の予約にダイナミックに応じ、

経路やスケジュールを決定する際に、利用者サ・一…｝ビス待ち時間及び乗車時間を

最小化するように変数を設定する方法や、森津36）ら行った、予め運行経路を

複数設定し、その中から予約に応じた運行ルートを探索する方法がある。

　近年では、DARPの計算手法の改良に着目した研究が行われている。道路混

雑の影響によるリンク間所要時間の変化に着目したLiping37）の研究や、予約の

受付形態（利用者の予約方法（Dynamic方式とSemi・Dynamic方式）の区別を行

い、運行シミュレーションの作成を行った、Horn38）の研究がある。また、最適

化手法の1つである遺伝アルゴリズムを適用した、内村ら39）らの研究がある。

　さらに、最適解を総当りではなく、新しく予約が加わった場合の他の利用社

に対する影響を最小化するように問題を解く、Insertion　Algorithmの適用に

よる計算負荷の解消を試みたものもある40），’42）。

　これらの研究では、複数利用者の予約を取りまとめて運行をした場合に変化

する、各利用者の待ち時間や乗車時間の変化と、その中での車両運行時間の最

小化という点のみに着目している点や、計算に使用するデータに既存公共交通

の需要発生パターンや、実際にDRTの運行されている地域の需要の発生パタ

ーンを使用しているため、DRTが提供するサービスに対する利用者の交通行動

に対する影響を示していない点で問題がある。

　実際の地域で適用されているDRTの配車手法には、新たに予約を加えたと
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きの他利用者への予定乗車時刻や目的地到着時刻等のサ…一…ビスの影響を考慮し、

その結果を基に運転者や配車係がルートを決定する方法や17）、交通エコ・モビ

リティ財団43）や、国土交通省の実証実験44）で示されているように、予約の連

絡を受け、運転者の判断による経路決定を行っている。

　また実際のDRT配車システムと最適配車の解の乖離状況を示した研究には、

森津ら45）によるDARPにより求まった配車の最適解が、実際の運行と乖離す

る問題点を考慮した上で、運行制御シミュレータを利用したオペレータのトレ

ーニングを通し、運行制御に関する知識をルール化したエキスパートシステム

の適用に関するものある。またITS技術を適用した運行では、長期的な運用実

績の蓄積を元に、配車を行うことが考えられている。

　以上より、必ずしもTSPやDARPに代表される最適化の手法が、実際の配

車や運行には有益とは限らないこととなり、DRTが提供するサービスと利用者

の行動の関係を踏まえる必要がある。

2．4．21TS技術の適用

　DRTの運行に必要な、予約受付・車両配車・車両と配車センター間の通信に

は近年ITS技術が適用されるようになり、効率的な運行が行われるようになっ

てきている。以下では（1）DRT運行に適用されているITS技術の整理と、（2）ITS

技術の分析・評価手法とその課題の2点に分類し整理をする。

（1）DRT運行に適用されるITS技術

　アメリカ連邦交通局（Federal　Transit　Administration：FTA）では、公共交通

の効率性や安全性の向上を図り、利用者に対して運行システムの情報を提供す

るITS技術である、　Advanced　Public　Transportation　systems（APTS）の中で、

公共交通運用に適用されているITS技術を車両制御・運行情報提供・電子運賃

支払の3点に分類し、その中でDRT運行に適用されているITS技術の種類と、

その適用事例を提示している14）。DRT運行に適用されている技術とその内容

を表2・6に示す。この中では配車処理や配車指示の技術だけでは無く、公共交

通全体の情報提供に関する事項も含まれ、DRTマルチモーダル施策に含まれて

いることが分かる。

（2）ITS技術の分析・評価とその課題

　ITS技術の適用による評価では、予約情報の信頼性向上や、配車効率の向上

による車両当り乗車定員の向上等の生産性指標の向上に着目している。

　Gray32）らは、オペレータによるDRTシステムの配車システムは、各利用者
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表2－6DRTの運行に適用されている技術とその内容14）

適用技術 APTSでの技術 内容

Au加ma仙c　Vehicle　L㏄a廿on

i自動車両位置取得システム）
自動的な車両位置の取得システム

A伽皿ced　Cb㎜ユa仕ons
@　　（高度情報通信）

車両～オペレーションセンター間の情報通信
　　皿eet

lanagement

@Systems
i車両制御

@システム）

西ansit　Operahon　Software

bomputer　Aided．　Dispatch

iコンピュータ配車システム）

コンピュータソフトを利用した、

@　予約に応じた配車の実行

Geoぽaphic］㎜㎜a価on　Systems

@　　（地理情報システム）

コンピュータ上での地理情報処理

@／希望利用者の位置情報管理

Automated　Trans並加b㎜atk）n

i自動公共交通情報提供システム）
車両の位置降撮や運行情報の提供　Travel

h㎡bmla伽n

@systems
f動予情報提

气Vステム）

M過㎞om皿丁卵eler　h品㎜a仕on

@　　（公共交通情報提供）
公共交通機関全体の情報提供

Automated　Fare　Payment

i自動運賃支払システム）
自動運賃収集

Elec㎞面c

oεぽment

唐凾投ﾊms

i電子支払

Vステム）

MUlt釦Ca皿ier　Fare　Integratbn

@　　（乗継運賃システム）
公共交通全体での運賃システム統合

に連絡する乗車予定時刻と実際の乗車時間の差を、コンピュータを使用した配

車システムの導入による改善できることを示している。またRobertら2）は、

DRTの利用者の予約に応じて運行するシステムに必要な技術整理を行ってい

る。また、この中でITS技術による効果（利用者数の増加、運行コスト、1マイ

ル当り運行費用、限界費用）の検討を行っている。日本においては、ITS基本戦

略委員会の方針46）による、DRTに適用するITS技術のニー・ズとして、利用者

の予約に応じた運行の実現や、利用者の待ち時間の短縮を取り上げ、今後の検

討課題としている。またLiping　47）らは、自動車両位置取得システム（AVL）によ

って得られる、リアルタイムの車両位置のデ・・・…タを用いた場合の配車効率性の

評価を、シミュレーション構築を通し試みている。

　ITS技術の導入評価手法には、　FTA48）によるITS技術の適用に関する代替案

構築と評価方法を、運行システムへのニーズ整理とそのニーズに応じたシステ

ム導入の決定方法、導入計画及びその評価方法を検討した研究がある。

　以上の研究では、国内でのDRT導入事例が少なく未だ実験段階のものが多

いため、ITS技術適用方法や評価フレームの概要整理のみに留まっている。そ

のため実験や本運行のデータ収集を通し、ITS技術適用により構築可能な運行

形態や提供サービスに対する指針や、導入費用を今後明らかにする必要がある。
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2．4．3DRT運行コスト分析方法

　DRT運行費用の分析では、他交通手段と同様に運行に必要な投入要素とその

結果得られる産出物の関係を取り扱う必要がある。すなわち、運行に必要な要

素の費用（燃料費や人件費）を導入した場合に交通事業者が得られる中間産出物

である、台トリップ・台キロ・台時間の単位や、最終生産物である旅客トリッ

プ自体を測定する。既存研究では、DRT運行コストの分析が行われていないた

め本節では、（1）バスコストの分析方法の種類を整理し、（2）バスコスト分析に

関する既存研究を整理した上で、（3）DRT運行コストの構成要素を把握して、

DRTコスト分析課題を提示する。

（1）バスコスト分析手法の種類49）

　バスの費用関数の特定方法は、一般的には、スモールら5）が示すように、①

会計学的アプローチ、②工学的アプローチ、③統計学的アプローチの3種類が

あり、通常は以上に示した3つの手法のうち2つ以上の手法が適用される。

①会計学的アブU・一一チ

　バス事業体の会計報告を利用し、バスの導入・運行に掛かる費用を特定の産

出物に起因するように処理を行う。バスコスト（TC）は施設費用を示すルート長

（RM），ピーク時投入台数を示すピーク台数（PV）、人件費に関係するハンドル時

間を示す台時間（VH）及び、主に燃料費を示す走行台キロ（VM）により示される。

TC＝c1　RM＋c2PV＋c3VH＋c4VM

②工学的アプローチ

　バスの生産過程より生産関数を統計的に求める手法であり、具体的には、バ

スの運行頻度や車両の購入費用、システム更新費用等のバスの生産過程に掛か

る費用を特定し、それらを積み上げる形で費用関数を構築する。

③統計学的アプローチ

　単一企業の長期的な費用データもしくは他企業のクロスセクションデータを

用い、費用構造を統計学的に把握する手法であり、費用関数の形状は、トラン

スログ型費用関数の推計を行う。

（2）既存バスのコスト分析方法

　バスサービスのコスト分析では、（1）で示した会計学的アプローチを用い、経
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路長・ピーク時車両台数・台キロで示される生産物を用いた費用関数の構築を

通し、バスコストモデル作成を試みたSmall49）の分析や、統計学的なアブm・一

チを用い、投入要素に車両費用・燃料費用・人件費、生産物に乗車人員を用い

ることによりTrans・10g型の費用関数の推定を行った溝上ら50）の分析がある。

　既存バス事業体の収支に着目した分析では、稲村ら51）による分析では、財務

分析をストック（賃借対照表）・フロー（損益計算表）・剰余資金処分表・運用資金

表の財務的な分析を通し、経営状態の分析を行っている。井上ら52）は、既存バ

スの営業費用と営業収入を基に、採算性を求め路線別の営業評価を行っている。

また田宮ら53）は、バス運行費用及び混雑費用を用い道路混雑による損失分を費

用換算した上でコスト算出を行っている。

（3）DRT運行コストの構成要素

①DRT費用の構成要素と分析例

　DRTの導入や運行に掛かるコストは、運行に必要な車両購入費、予約の受付

や配車に必要な配車センタ・・…の購入費、車庫等の施設費用と、DRT車両運転時

に必要な人件費・燃料費・修繕費・通信費により構成される運行費用がある。

　国土交通省道路局54）では、高知県中村市で運行されているDRTと、DRT導

入前に運行されていた既存バス運行コストの比較を、導入事前事後の走行距離

削減量、DRT運行制御に必要なシステム費用である、予約応対によるオペレー

タの勤務負担増加分や車両～配車センター間の通信費により行っている。

その一方で、運行制御に必要な配車センター導入費用や、導入対象地域や、利

用者数といった規模による費用の差については触れていない。

　またITS技術を適用した運行システムの導入コストの試算は、FTA4s）により

行われている。この研究では、新規に適用するITS技術の導入費用として、購

入費、維持費、配車係のトレーニング費用を挙げている。

②タクシー車両を利用したDRTのコスト分析指針

　タクシー車両を利用したDRTシステムのコスト構成要素の把握には、福島

県小高町で運行されている、ジャンボタクシーを利用したDRTシステムの運

行コストと巡回型バスの運行コストを比較し、タクシー車両のコスト面での優

位性を示した国土交通省東北運輸局55）の分析がある。この研究では、運行費用

内訳をタクシー借上料・人件費・システム保守量・通信費用としている。

　また、中村らは56）カナダリムスキー市で導入されている、タクシー車両を利

用した場合に掛かる費用の算出方法として、タクシー会社に対する費用補助と

いう点に着目している。
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（4）コスト分析の課題

　DRTコスト分析には、日本国内でのDRT導入事例数がごく少数であること

や、その殆どが実証実験段階であり、数ヶ月程度のコストデータしか蓄積が無

いことや、実験に掛かる費用の金額や構造が本格導入時と異なる可能性が大き

いため、（1）で示した会計学的及び統計学的アプローチによる分析が困難である。

よってDRT生産過程に掛かるコストを積上げ式工学的アプローチを適用する

ことが望ましい。

　既存バスコスト分析の改良を通したDRTコスト分析の構築手法を検討する

際の論点を以下に整理する。既存バスコスト分析では、定時定路線型路線の運

行に必要車両台数・人件費・燃料費等と基準としているが、DRTコスト分析で

は、予約に応じた運行によって運行時間や導入車両台数が変化する。よって、

予約に応じた運行形態が運行コスト（また提供サービス）に与える影響要因を把

握し、また予約発生状況により運行状況が変化する状況をシミュレーションの

構築を通しコスト分析を行うことが必要となり、また投入コストと提供サービ

スの関係も同時に把握する必要がある。

　また2章4節2でも示したように、DRT導入事例よりコストデータの収集を

行い、DRT運行コストの要因分析（バス・ジャンボタクシ・・・…等の使用車両や運

行形態・適用技術等）を今後行う必要がある。

2．5DRTの適用可能性評価に関する研究

　DRTシステムの適用可能性を評価するに当たっては、予約数に応じ変化する

提供サ・・・・・…ビスに対する利用者の交通行動（利用頻度や交通機関選択状況）と、そ

のときに必要となる車両数や運行時間によって求まるコストの双方を検討する

必要がある。すなわち、需要サイドから検討すると、DRTは予約数増加による

サービス低下がDRTの利用中止に繋がり、結果として予約数減少に繋がるこ

とと、予約数が少ない場合にはサービス水準が改善され、予約数が増加する可

能性があり、また供給サイドから検討すると、予約増加により台当たりの乗車

定員が増加すれば、利用者あたりの平均運行コストが減少するため、利益が上

がる（もしくは赤字額が減少する）可能性がある一方、利用者のサービスが低下

し、利用者数が減少する。そのためDRT適用可能性評価では、以上を踏まえ、

需要サイドと供給サイドの相互作用を考慮する必要がある。
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2．5．1予約に応じた運行の需要サイドへの影響を踏まえた適用可能性研究

　Horn57）らによる研究では、既存公共交通システムであるタクシー・バス・

LRT・鉄道に、　DRTを含めた都市交通システムのパフォーマンスの評価を、一

般化費用を用いて行っている。DRTに対する分析では、需要数の増加による

DRTサービス低下の可能性を示しているが、　DRTの提供サービスの変化によ

る、利用者の選択状況の変化やその結果起こる車両運行状況や運行コスト等の

前提条件が不明瞭である。

　また野田58）らは、DRTの運行シミュレーションモデルの構築を通し、出発

地から目的地までの所要時間による利用者選択状況とコストの関係を用いて

DRTの採算性評価を行っているが、利用者の利用可能な交通手段が、徒歩もし

くはDRTとするなど前提条件に問題がある。

2．5．2事業面からのDRTシステム評価指標の考え方

　DRT等の既存公共交通が成立する条件を検討する上では、事業採算性や補助

金の必要性を検討する必要がある。公共交通の導入・事業を評価する手法は、

以下のような手法がある。

　太田ら59）が示すように、都市間の公共交通パフォーマンス指標である、サー・一・・

ビス地域の人口特性・需要（利用者人数）・公共交通サービスの供給（車両数や人

口あたりの平均台時間や台キロ）を求め、その値を基準に収入や費用を示し、比

較の基本指標となる営業係数、1トリップや1人キロ当たりの費用を求める方

法がある。しかしながら2章4節3に示したように、国内のDRT導入事例が

未だ少数なため、基準となるパフォーマンスを示すことは困難な点を留意する

必要がある。

　公共交通の事業を評価する分析方法には、新谷ら60）が行った新しい公共交通

システムであるLRT導入施策実施の判断材料として、　LRT導入時の交通手段

の分担率や道路混雑率などの各指標の変化予測を通し、交通事業収支の判断材

料である損益分岐点算出を行った研究がある。DRT導入評価に損益分岐点を用

いる際には、DRT提供サービスに対する利用者の選好と補助金額を考慮した形

態での、収支状況に着目した形態で行う必要となる。

2．5．3既存バス路線評価手法とDRT適用可能性評価指針

　杉尾ら61）は、バス事業に対する経営改善方針策をバス路線別に行う手法を、

各路線の持つ事業環境である公共性と企業性の2点に着目し、さらにそれを素

質面と健在面の2点に着目して比較することにより、経営の改善方策を示して

いる。また溝上ら62）は、バス路線網の再編計画手法を、生産効率性指標である、

36



第2章

標準的な費用構造の分析と、顕在的なバス利用者の推計手法である路線ポテン

シャルの推計を通し、路線別の需要及び供給サイドでの実現値と推計値を比較

することにより求めている。

　以上の2研究では需要を集計的に推計しているが、2章3節に示したように

DRTの需要推計には、非集計モデルを適用することが望ましいことと、バス運

行コストを各対象地域での運行実績を基に統計的に推計しているため、新しい

輸送形態のコスト推定には適用が困難である。DRTの評価手法には、上記に示

した項目に関する改善が必要となる。

　また、既存バス代替交通手段の各手段別の比較および評価行う手法は、清水

ら63）が行った、代替バスや乗合タクシーを運行している地域での実態調査を

通し運行コストや採算性を比較があるが、各代替交通手段の運行方式の特徴を

踏まえたコスト比較は行っていない。

　以上より、上記で示した既存公共交通評価との比較を通しDRT適用可能性

を検討及び評価する方法は以下のように整理される。まず、対象地域における、

既存バスの問題点を把握し行い、2章3節に示したようなDRTシステムの利用

者選好意識調査を通し需要推計することと、2章4節で整理したように運行特

性を考慮したDRT運行コストを分析する。また需給両サイドの分析結果を利

用して、DRTパフォーマンス評価及び採算性分析を行うこととする。

2．6既存研究の問題点及び本研究の意義

　以上に示してきたDRTに関する既存研究を踏まえ、既存研究の問題点と、

本研究の意義を以下に示す。

　既存研究におけるDRT需要サイド分析では、潜在需要分析・トリップ頻度

やDRTを含めた交通手段選択に関する研究が取り組まれているが、非集計モ

デルを適用したDRTシステムの需要推計モデルでは、変数に所要時間や予約

ダミーのみを適用しており、予約状況によって変化する待ち時間や乗車時間の

変化が示されていない点で問題がある。DRT供給サイドの分析では、近年発達

してきたITS技術適用手法とその評価や、数学的な配車最適手法に関する研究

があるが、予約に応じた運行形態の特性を踏まえたコスト分析は行われていな

い。また適用可能性評価では、予約に応じた運行形態が需要と供給双方のサイ

ドへの影響を踏まえた分析がされていない点で問題がある。

　さらにDRT分析を行う上では、分析の前提条件となる指標や評価項目を実

際の導入事例より検討を行う必要があるが、既存研究では各地域もしくは各プ

ロジェクト単位の範囲でのみ整理が行われているのみである。
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　以上を踏まえ本研究の意義を以下に示す。

　まず、近年各国で導入されているDRT導入事例整理を通し評価手法に必要

な指標や評価項目を抽出する。DRT需要分析では、予約に応じた運行形態が利

用者の待ち時間や乗車時間に与える影響を整理した上で、仮想的な状態の交通

手段選択状況を調べる利用者選好意識調査（SP調査）を行う。また運行形態が利

用者サービスやコストに与える影響を整理し、予約に応じた運行状況をシミュ

レーションにより表現した形でコストを分析し、DRTのコスト面での優位性を

既存バス撤退後の代替公共交通手段との比較を通し立証する。

　さらにDRTの適用可能性評価方法として、　DRT提供サービスへの選好意識

調査を通し得られる需要推計モデルを確立と、DRTが提供するサービスとコス

トの関係を示す運行シミュレーションを構築した上で、双方の統合を行う。
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第3章DRTシステムの導入事例整理と計画手法の検討

3．1導入

　DRTシステムは、北米では1960年代より、ヨーロッパ諸国及び日本では1970

年より既存公共交通システムの適用が困難な地域やトリップを対象に導入が行

われてきている。初期のDRTの導入課題には、予約に応じた運行システムの

開発という技術的な側面1）や、利用者当りの費用等、運行コストの問題2）が指

摘されていたが、後者の問題は近年のITS技術の発達により、運行管理技術

（Tr　avel　Dispatch　Center：TDC）、車両位置取得システム（Automated　Vehicle

Location：AVL）等が適用されるようになり解決されてきている3）。その一方で

前者の問題点に対する整理は、DRTの導入市場とその市場環境に対する問題点、

運行形態特徴と技術適用方法の整理や、交通政策面での論点整理という点で十

分にされていない。

　本章では、北米・ヨーロッパ・日本におけるDRTの導入事例の整理を、①

初期のDRT導入背景および目的その運行技術と問題点、②現在導入されてい

るDRTの技術面、制度面、政策面の課題　③現在導入されているDRTの事例

を導入背景目的、運行形態の特徴、ITS技術による運行、評価指標を整理し、

また以上の総括として、実務面また研究面からの課題設定を行った。

初期のDRT導入事例整理と問題点抽出

現在のDRTの導入施策の整理と各国間の比較

技術面（ITS技術） 制度面（規制・補助金）　　　都市交通政策

　　　　DRT運行システム概要

ﾎ象地域・運行形態・配車方法・評価指標

各国での導入事例整理と評価

実務面・研究面よりDRT分析課題の設定

図3－1DRT導入事例分析のフレーム
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3．2初期のDRT導入整理と課題

本節では1960年代から1970年代にかけて導入された初期のDRTシステムの

事例を整理し、その問題点の整理を行う。

3．2．1各地域での導入背景と目的

　北米では1960年代に土地利用の変化により居住地や勤務地が郊外へ移動す

る傾向が起こり、その結果在来のバス路線を従来の都市内のみではなく郊外地

域へ延長する一方、公共交通需要の少ない郊外地域での公共交通サービスの整

備と、都市内に残る自家用車利用が不可能な高齢者・障害者及び低所得層へ公

共交通を提供する必要が出てきた。また都市内での既存公共交通の利用者減少

と、赤字幅の増大にといった問題を抱えており、そのような背景の中既存バス

の代替交通や公共交通空白地域での新しい交通で、高品質なサービスを提供す

るモビリティとして、また既存バスとタクシー（exclusive　taxi）のモビリティギャ

ップを補充する交通機関としてDRTの導入がされ、1960年代末には約100地

域でDRTの導入がされた2）－4）。

　日本では、1972年大阪府能豊郡能勢町でDRTが導入され、その後鬼怒川温

泉（栃木）、間谷（大阪府豊中市）、等々力、深沢地区（東京都世田谷区）の4地域で

導入され、1980年代末までに東京及び横浜4地域で導入された。それらの導入

目的は、既存バス代替交通手段としての導入、既存バスが導入されていない地

域への新しいバスシステム導入、観光地での送迎用システムとしての導入があ

る。このうち能勢町では人口減少と自家用車利用率の増大によるバス採算性の

悪化という背景の中、利用者増加・コスト削減・受益者負担の3点を目的に、

間谷ではバス採算性及び、バス運行による住環境悪化（騒音・排気・事故）の問

題を目的に導入されている。鬼怒川では各宿泊施設による独自のマイクロバス

の運行による交通事故の危険性・駅前広場混雑といった問題の解決を目的とし

ている。東京及び横浜では既存バスネットワークの整備されていない地区に補

充する形で導入されている5）・6）。

　ヨ…一一一Lロッパ諸国では、1970年にエメン（オランダ）でバクシーが導入されたが

1972年に廃止された、その一方でイギリスでは、1972年にOxfordでDRTシ

ステムの導入が行われて以来、既存公共交通の少ない地域や高齢者障害者等の

特定利用者に対する公共交通システムとしてロンドン、マンチェスター、レニ

ングで導入がされている7），8）。
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3．2．2運行上の特徴整理

（1）導入対象地域とシステム規模

　北米で1960年代に導入された地域では、既存公共交通の整備がされていな

く、人口規模が2万人以下の小規模な地域で、車両数10台以下の導入がなさ

れている一方、1970年代になり導入車両数が10台以上、人口規模で1万～10

万程度と規模の拡大が図られ、また既存バスや鉄道との接続が図られるよう・に

なった。その一方で日本では導入事例数と少ないが、既存代替交通手段として

導入された能勢町を代表例に挙げると、導入車両数4台、人口規模約1万人と

同様の範囲となっている。

（2）事業者

　2章表2・1に示したように、DRTは公営及び民営事業者による運行であり、

北米での事業者は主に連邦政府からの補助金を受け公営事業者による運行が中

心となる一方、日本では在来の大型バスの運行が困難な地域による運行が困難

な地域への民間事業者による新規規事業開拓や、需要が少なく採算性の悪い地

域への採算性改善を民間バス事業者が自主的に行うようになっている。

（3）運行形態

　各地域で導入されたDRTの運行形態を予約に応じた路線設定方法に着目す

ると、対象地域内の需要に応じ自由に路線設定を行う方法（Dy皿amic方式）、対

象地域内の需要に応じ部分的に予約に応じる方法（Semi・Dynamic方式）、公共

施設等特定の1～数停留所のみで予約に応じ迂回する方法（Route・Deviation方

式）に分類され、運行方法の決定は対象とする地域のトリップに依存する。

（4）予約受付の処理と配車方法

　利用者の予約は、電話，起点などの固定停留所からの乗車時に運転者に口頭で

されている。また予約受付やダイヤ作成は手動で行っていた。そのため、利用者が予

約をしてからトリップを決定するまでに、数時間・1日程度かかることもあるが、リアルタイム

での電話受付に対応する方法もある。この場合には、電話での予約時での予約時刻と

実際の到着時刻に差が発生する可能性があり、利用者に対する信頼性低下に繋がる

可能性がある。

　また、固定路線に部分的に予約に応じる区間を設定するRoute・Deviation方式や、

予め路線を設定しその部分を予約が入ったときのみに運行するシステムでは、予約によ

る配車を行う必要が無いため、停留所での予約を行いその結果を運転者に伝える方式

がとれ、その方式には、無線や微弱無線により運転者に指示を行っている。
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（5）運賃設定

　運賃の設定は、既存バスと同様に設定する場合と既存バス運賃より高く設定

する場合があり、高い運賃を設定する理由には冷暖房完備、座席の改良などに

よる車両サービスの向上、利用者の予約に応じた運行システムによるサービス

向上や、路線・設定に対する受益者負担がある。また同一の運行地域でも、停留

所間・停留所～戸口間・戸口～戸口間といったサービスレベルの差により運賃

を変更する場合がある。

（6）導入車両規模

　DRTの車両サイズは、既存バスより低需要な地域での運行なため、北米地地

域では5名～20名、イギリスでは平均で16人、日本では定員が20～40名程度

で小規模なサイズの車両を使用している。また生産性と言う観点から平均乗車

人数と車両サイズを比較すると、北米の6都市（ハドンフィールド、ダウエンポ

ート、バタヴィア、レジナ、ベイリッジス、アンアーバー）では、台時間当たり

6～20人程度であり、車両規模とほぼ一致する。また、運行形態と比較すると、

Route　Deviation方式では、車両定員が10～20人、　Dynamic方式では5～10

人と、運行方式による需要規模を推測することが出来る。

3．2．3評価指標と問題点の整理

（1）生産性に関する問題

　上記で示したように、DRTは公共交通需要が低い地域に導入されるため、既

存バスの代替交通手段として適用し、公共交通サービスの改善が図られ、利用

者数が増加したとしても、生産性はかなり低いものとなる。DRTと既存バスの

生産性を1トリップ当り、台マイルあたり、人マイルあたりの単位で比較する

と、1トリップ当り・人マイル当りの費用はそれぞれ4倍、6倍となる一方、

台キロ当たりの費用は既存バスの方が2倍程度となる。その一方営業台キロ、

営業運行時間当たりのトリップ数はそれぞれ既存バス方が14倍、12倍程度と

なり、生産性が非常に低い2）。このため北米では1970年代に一般利用者を対

象としたDRTが導入されていたが、1980年代には殆どが運行を中止した。ま

たイギリスでは、高齢者及び障害者のみに限定したサービスとして現在（ロンド

ン、マンチェスター、レニングでの導入が行われている）

（2）配車技術の問題点

　前節で述べたように、初期のDRTは配車係による手動の配車であったため、

リアルタイム（もしくはそれに準ずるタイミングでの）予約が困難であり、利用
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の前日までに予約を締め切る必要性があったことや、配車係による乗車予定時

刻と実際の乗車時刻の差が大きくなる可能性があった。またシステム規模が大

規模になると、配車が複雑になるため導入が困難であった。

（3）その他導入上の問題点

　（1）ではDRTの生産性の低さを問題点に取り上げたが、運行コスト面から考

えたDRTの問題点は、予約に応じた運行によるコスト削減の効果となる。日本

で初期に導入されたDRTの事例を通し、問題点を示す。予約に応じた運行によ

るコスト削減効果が薄れたことや、②システム更新に掛かる費用の問題がある。

DRTの運行コストに関する問題としては、予約に応じた運行に必要となる施設

に掛かるコストの増加分と、固定路線・時刻表で運行される既存バスと運行コ

ストを比較した場合に運行コストがどのように変化するかといった面に着目す

る必要がある。また運賃収入では、予約に応じた運行形態や運賃の値上げが利

用者に受け入れられ、その結果利用者数が増加（もしくは減少）するのか、とい

った面に着目する必要がある。

　また、DRTの導入市場の環境に対する問題点には、規制面や既存事業との調

整といった点があった。日本ではDRTを一般バスとしてでは無く、貸切バス事

業の一環として導入され、また、ヨーロッパでは在来のタクシー事業者との市

場調整が課題となったことがある。

（4）初期DRT導入事例の総括

　初期に導入されたDRT導入背景は、土地利用の変化や自家用車利用の増大に

よる公共交通需要の低密度化及び分散化にあり、その結果需要が相対的に低い

地域に適用されてきたバスシステムでは採算面で問題があった。そのため、需

要が少なく在来の交通システムの導入が困難な地域や、既存の公共交通の運行

が困難な地域への補充的な公共交通システムの必要性が出てきたため、DRTシ

ステムが、既存公共交通の代替交通手段として、また既存公共交通を補充する

交通手段として、利用者の予約に応じて運行し効率性を向上することを目的に

導入された。

　その一一方で、公共交通需要の少ない地域に適用されたため、運行面での効率

性はある程度限定されていたことや、配車技術面もITS技術が十分に発達して

いなかったために、利用者への情報の信頼性で問題があった。また、法規制面

では既存事業との調整といった面で問題点があり、DRTの導入市場環境が十分

に整備されていなかった点がある。
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表3－1初期のDR丁導入事例

北米 ヨーロツパ 日本

導入背景・目的

●既存バス赤字解消

恪x外部の人口が低密度な地

@域への公共交通確保

恣s市部での高齢者・障害者・

@低所得層への公共交通提供

●郊外の人口密度が低

@い地域のモビリティ

h●高齢者・障害者へのモ

@ビリティ確保

●過疎地域での公共交

@通確保
恣s市郊外部でのバス

@サービス提供

怺ﾏ光用の送迎バス

導入年代 1960年代～ 1970年代～ 1970年代～

主な導入都市

ハドンフイールド

_ウエンポート

oタヴィア

激Wナ

xイリッジス

Aンアーバー

エメン（オランタ）

Iックスフオード

鴻塔hン・レニング

iイギリス）

能勢町伏阪）

ﾔ谷伏阪）

｢田谷（東京）

S怒川（栃木）

i他東京及び神奈川

S地域）

導入地域特性 地方部での導入 都市・郊外地域 過疎地域・郊外居住地域

運行上特徴

使用車両規模：5～20人

iタクシー車両を利用する場合

烽?閨j

Rンピュータを使用した配車

Vステムの導入

電話による予約

ｽ均定員人員16人

Rンピュータによる配

ﾔシステム

電話・コールポールによ

髣¥約

ﾔ両規模20－40人

oスロケーションシス

eムによる配車

主に公営事業者 公営事業者 民間事業者

導入上の問題点

ﾆ現状

低生産性

w諶ﾒ及び障害者への公共交

ﾊ手段としてのParatrans批

低生産性

i限定された地域で残る）

ｨ路線の固定化

運行コストの削減効果

Vステム更新費用

ｨ在来のバスに置換え

3．2．4初期のDRTの導入事例整理

　3章2節3までは、1960～1970年代に各国で導入された初期のDRT導入事

例の整理を通し、その導入状況と問題点を整理したが、具体的な導入事例と運

行上の特徴を取りまとめる。

（1）日本におけるDRT導入事例5）・7）・9）

　日本では既存バス代替交通手段や既存バスを補充する交通手段としてDRT

が1970～80年代に、大都市郊外地域、過疎地域及び、観光地に導入された。導

入事例を表3・2、運行形態の特徴を表3・3に示す。これらの導入事例のうち、

東京・神奈川・大阪では、通信システム更新時のコストの問題や、運行効率が

改善されなかった既存バスによる運行に戻されているが、東武ダイヤルバスで

は、既存バスやマイクロバスによる運行よりもDRTの方が効率的であると判

断され、現在でも運行が続けられている。

49



第3章

表3－2日本における初期のDRrシステム

名称 導入年 廃止年
導入対象地域 畝目的

繊 郊外 地
能勢町

i大阪府豊能郡）

能勢町

fマンドバス
1972 1997 ○ R

鬼怒川

i栃木県塩谷郡）

東武ダイヤル

mくス
1974 一 ○ R

齢（大阪府豊中市） 問谷コール

a[ビル
1975 1985 ○ R

駒沢（東京都世田谷区） 1975 2000 ○ S

鷺沼㈱奈川県川崎市） 1979 2000 ○ S

青葉台榊奈川県横浜市） 東急コーチ 1981 2001 ○ S

二子玉川（東京都世田谷区） 1987 2001 ○ S

市ヶ尾（神奈川県横浜市） 1987 2001 ○ S

備考R・・既存バス置換S…既存公共交通補充

表3－3日本における初期のDFrrの運行形態特徴整理

地区 運行形態粕
輌定員1台数 予約システム

台鍵 定員 謙 コールポール※3

能勢町（大阪府豊能醐 D 4 28 ○

　鬼怒川
i栃木県塩谷郡）

S
　6－　一　工　一　■■　一　鰺　一　一　●　忍

@3
　　23●　一　一　ロ　ー　一　■■　一　’　一　一　一　一

@　46
○ ○

間宮（大阪府豊中市） S 3 46 ○

駒沢（東京都世田谷区） R 6 42 ○

鷺沼（神奈川県川崎市） R 一 49 ○

青葉台榊奈川県横浜市） R 一 56 ○

二子玉川（東京都世田谷区） R 一 45 ○

市ヶ尾榊奈川県横浜市） R 一 56 ○

※1運行形態、D：pynamlc，　S：Semi’DynamiC，　R；Route　DeViation

※2車両台数を営業所単位で集計したため、DRT専用車両台数は不明

※3予約ボタンが設定されている停留所の名称

（2）ヨーロッパ諸国

　ヨーロッパ諸国の導入事例を①高齢者・障害者向けのシステムと②一般旅客

向けの公共交通システムの2種類に分けて整理する。

①高齢者及び障害者用のDRTシステム

　イギリスでは、1972年にオックスフォードでDRTシステムの導入が行われ

て以来、公共交通需要の少ない地域に適用された。小型バス（平均座席数16人）

によるサービスを提供し、無線管理センターにより利用者の電話予約の制御や、
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コンピュ・・一タを利用したリアルタイムの最短経路配車を行っている。しかしな

がら、上記で示したようにDRTは、生産性が非常に低く一般の公共交通とし

ての適用が困難であるため、現在イギリスでは高齢者及び障害者向けのサービ

スとしてレニング，マンチエェスター，ロンドンで運行されている。ロンドンで

は行政区からの補助を受け，朝ピーク時を除いたすべての時間帯に高齢者及び

障害者の既存公共交通手段へのアクセス手段として、マンチェスターではBury

地区でSemi・Dynamic形式のDRTシステムが運行されている。ドイツではベ

ルリンで、障害者向けのDoor・to・Doorのサービスを提供する交通手段として

DRT（TELEBUS）が導入されている。100台のバンを利用し、朝5時～深夜1

時まで運行され、利用者数は1000～1500人／日程度となっている11）。

②需要密度が低い地域のDRTシステム

　ヨーロッパ諸国で日中時間帯や人口密度の低い地域に、既存公共交通の代替

交通手段や補充的な交通手段として導入されたDRTシステムを運行形態毎に

分類し、表3－4に示す。

　導入対象地域の規模は、中規模の市街地から、地方部での運行及び郡内の数

個の町までと範囲に差があり、運行時間帯も対象とするトリップ別に異なる。

Prontobusでは午前中の買い物目的のトリップを対象とする場合一方、夕方及

び夜間のサー・・ビスを改善するために運行する（Tobingen，　Linz）場合や、24時間

運行の利用などがある。車両サイズは低需要な地域であるため、座席数が8～25

席の車両が適用されている、また時間帯毎の需要変化に対応できるよう、車両

サイズを変更する場合がある。運賃は、DRTが既存公共交通より高いサービス

を提供することから、一般的に既存公共交通より高く設定されている。また

地域によっては、現状の4倍の運賃でも利用者の約半数は利用する意思がある。

いる。平均乗車密度は約2人であり、地域によっては車両サイズが需要に対し

大すぎる可能性があることが指摘されている。また運賃収入は運行コストの

10％～50％となっているが、既存交通の運行コストを削減できた地域は、表3・4

で示した12地域のうち5地域となり、その削減率はLinzでは70～go％とな

っている。コストの削減可能性は、利用者増加を行うことによる利用者当りコ

ストの削減、需要密度に見合った小型車両の導入や、必ずしも必要としないサ

ービス（例えば無料電話等の廃止）を行う点がある。
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表3－4＋ロッパ諸国での導入事例と運行形態IX

停留所間 停留所～戸口 戸口間

運行スケジュ

@ール有

R－Bus　WUnsto㎡（ドイツ）

sAXI皿IB（フランス）

@LIET　Be正n（駅着）

@　　　（ドイツ）

　Shared　T㎞d　Hu式

@　　（ドイツ）

@Shared恥d　L工nz

@　（オーストリア）

k工ET（駅発）（ドイツ）

Swed旭h斑hool　taxi

@　（スウェーデン）

maCht・SAM宜bmgen
@　　（ドイツ）

運行スケジュ

@ール無し
　　AUTOPI刀S
ka　R泌he皿e（フランス）

亜血ta】d（オランタ）

Pmntobus～祉Nuエe
@　（アイルランド）

`㎜丑）us　Leer（ドイツ）

（3）北米

　北米では、1960年代にマサチューセッッエ科大学、フォード及びGMの研究

所によって実験的な導入が行われ、1970年代には本格的な運行の実施が行われ

るようになった。代表的な導入事例を表3・5に示す。対象需要は、地区内移動

の交通手段や、既存公共交通（鉄道及びバス）端末輸送として、需要に応じ柔軟

なトリップ形態を取る。また運行時間は12時間～24時間と、1日を通しサv・・一・

表3－5北米での1970年代のDRr導入事例整理13）

都市名
　ハドン

tイールド

ダウェン

|ート
バタヴィア レジナ

舟リッジズ 　アン

Aーバー一

所有形態 公営 民営 公営 蛸 蛸 館
人口（万人） 275 a85 18 18 1a7 17

主な

Tービ

X地域

面積（㎞2） 21 51．8 11．1 73 34 62
人口密度

i千人ノkm2）
1．3 1．9 1．6 25 3－9 27

平日運行時間 24時間 24時間 12時間 17時間 195時間 且5時間
←ビス

ピーク※ Mさ0（S） M｝O（S）

オフピーク※
M－M M－M M－M（S）

M三F M三F
M三F

車両数 12 23 5 6 5 3

座席数 17 7 23／10 14／23／42
・　11

10

設備 ピーク

ﾔ両数
12 15～20 5 6 4 3

オフピーク

ﾔ両数
4 12～16 3 3 2 3

配車方法 マニュアル

その他
競合輸送機関 皆 バス 口 ■● 一 バス

他モードとの
鉄道端末 領 一 バス端末 鉄道端末 一

※M－M：Many・t（MMany，　Maty－to，few，］imy－to・ctne（one・to、MatiY），　s：予約サービス
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ビスを提供する場合も含まれる。導入車両台数は3～23台と日本の事例と比べ

大規模となるものも含まれ、運行の規模にある程度の幅が魅される傾向にある。

利用水準は、台時間当たり5～15人程度であるが、既存バスでの運行時に比べ

が250～800％規模の増加をしている。また利用者特性は、低～中所得層もしく

は自家用車を持たない世帯となっている。

　運賃設定は、既存バスに比べ上昇している場合が多い一方、提供サービスの

向上が原因となり、利用者が増加している。　運行コストは、車両サイズによ

る違い（定員が8～12人のバンの場合運行コストが低下する）がある一方その原

因は事業者の性質による。（タクシー事業者は運用面の経験があるため、運行コ

ストを低レベルに抑えられる性質がある。）

3．3近年におけるDRT導入背景

　初期のDRTには以上に示したように、運行システムやコスト面に関する問

題点があった一方、1章に示したように近年北米、日本、EU諸国ではDRTシ

ステムの導入／適用可能性実験及び、本格導入が行われてきている。本節では各

国における導入背景を、（1）技術的な背景、（2）制度上の問題、（3）政策面での展

開状況を整理し、各国での導入事例の整理を行う。

3．3．1技術的な背景

　初期に導入されたDRTシステムの配車は、配車係による手作業によって行

われていたため、前節で示したように予定乗車時刻と実際の乗車時刻のずれが

大きくなる等、信頼性と言う面で問題があったが、近年では、ITS技術の適用

が行われてきている。

（1）北米

　北米では、1991年より、アメリカ連邦交通局（FTA）が主体となり、公共交通

にとって有益となる先駆的な技術の適用方法を調査・開発するためのプログラ

ムであり、公共交通運行者がシステム適用に関する意思決定や運行を効率化す

ることと、利用者の快適性を向上することを最終目標とした、APTS（Advanced

Public　Transportation　Systems：APTS）が出版された。この中でDRTに適用

される技術については、運行管理ソフトの概要と導入に際しての問題点（ソフト

価格、開発会社、補助金の問題）を取り上げて、また先駆的な導入事例の紹介を

行っている3）。
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（2）EU諸国

　EU諸国では、EU委員会が主体となり1995年～1999年の間に行われたDRT

システムの導入及び適用可能性の実験であるSAMPO（Systems　for　Advallced

Management　of　Public　Organization）において、　DRTの運行に重要な役割を

占めるITS技術の適用方法の整理とその評価を行っている14）。

（3）日本

　日本では、1996年7．月にITSに関連する5省庁（当時）（警察庁、通商産業省、

運輸省、郵政省、建設省）による「高度道路交通システム（ITS）推進に関す

る全体構想」が策定され、地域に定着させるためのITSモデル実験への取り組

みが行われた。この中で、1997年から1999年地域の事情に即したITSの検討

の必要性が提起され、ITSモデル地区実験構想がVERTIS（道路・交通車両イン

テリジェント化推進協議会）に委託され、開始された。このプロジェクトの1つ

として、2000年4月よりDRTシステムの実証実験が高知県中村市で行われた。

　またITS　Japan（旧VERTIS）のITS基本戦略委員会のワークグループでは、

ITSビジネスをユーザーニーズである、マーケティング視点から課題調査・分

析して、短期的な事業の拡大が行われるビジネス分野の抽出と課題を示してい

る。具体的には、ITS技術に対するニーズを洗い出し、その中で順位付けを行

うことと、利用者、事業者側の双方が利益を得られるような仕組みを策定する

ことを目標としている。

　この中でDRT（ディマンドバス）のニーズの立場を、バス利用者・システム管

理者及び省庁の3つに分類し、利用者側のニーズを公共交通の効率的な利用や

予約に応じた利用による時間待ちの削減、システム管理者のニーズをオンディ

マンド運行の実現や、高効率な運転による事業効率の向上、省庁側のニーズを

自家用車交通の削減による社会経済効果を高めることや、運送業サービスや事

業採算の向上を図り、その結果として実現する渋滞緩和、事故率低下、環境改

善の明快化を目標としている。

　DRTへの課題を、利用者が目的地に時間内に到着することに対するニーズが

高い都市部での運行は、施策に考慮が必要であることと、地方部での赤字路線

におけるニーズが高いが、同時に自家用車へ依存度が高いため、相当なインセ

ンティブが必要となること、乗合タクシーとの差別化について法律の整備が必

要不可欠である。また、費用対効果、通信費用負担の問題、柔軟な勤務体系の

導入も課題として取り上げている15），16）。
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表3－6DRTに適用するrS技術施策の整理

繊 ヨーロツパ（EU諸勘 北米 日本

実施主体 EU委員会 連邦交通局（FTA ITS　Ja脚（VER皿S）

名称
SAMPO1SAMP］刀S

@　　P呵㏄t

Advanced　PUbhc

@西an寧poれ

@　Systems

rrsモデル実験

@　構想

皿S基本戦略

@委員会

開始時期 1995～1999 1991～ 1996～1997 2003～

プロジェクト

@　目的
DRTシステム実験

公共交通運行への

MS技術適用

各地域に応じた

MS技術適用

ITSビジネスモデ

@ル戦略提案

DRT実験内容
DRTシステムの導入

ﾀ験と適用可能性評価

DRTシステムへの

MS技術導入推進

過疎地域におけ

骭�､交通改善

皿S技術を適用し

ｽDRTシステムの
@位置づけ整理

糎
実験対象地域における

cRT実証実験及び適

@　用可能性評価

rrs技術導入問題

_の把握と先駆的

ﾈ導入事例整理

DRT導入実験
ﾌ実行（高知県

@中村市）

問題点の抽出とビ

Wネスモラうレ提案

表3－7Dr（r導入計画におけるπS技術の位置付け整理と各国間の比較

ヨーロツパ（EU諸国） 北米 日本

プロジェクト名称 SAMPO侶AMPLUS
@　　P呵㏄t

Advanced　PUbhc

NanSP（航Systems
］TS基本戦略委員会

ITS適用環境
複数導入事例の実証実験／

@　適用可能性評価

DRT導入が進み、利用

蜻ﾌは整理されている

皿S技術の適用例の一環

ﾆしてのDR！rシステム

関連主体

バス事業者

@行政
dU委員会

　バス事業者

f璽行者・運営者）

Vステム開発者

　　　バス利用者・

Vステム開発者・関連省庁

運行形態の整理 有り 無し 無し

使用技術整理 有（各技術の役割整理） 各技術の役割整理 無し

導入事例の整理
実験内で行われたP］吻㏄t

@　　　噸

各導入事例での

K用手法の提示
無し

柵
rrs技術のDRTに対する

@　適用可能性評価

ITS技術によるパフォ

@　ーマンス向上

具体的な評価施策は整理

@　されていない

3．3．2制度的な背景

　DRT導入の制度面には、市場参入に対する規制面及び運行補助に対する制度

の2点を各国の状況を踏まえ整理する。

（1）アメリカ

　アメリカでは1964年に都市大量輸送法（Urban　Mass　Transportation　Act：
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後の連邦交通法）成立し、連邦政府と州から地方自治体に対する補助金の制度が

整備され、既存公共交通機関とそれを補充するCarpoo1やVanpool等に対する

補助制度が確立された。然しながら1980年には公共交通利用者の減少による

赤字増大による補助金支出額の増大が問題となり、UMTA（Urban　Mass

Tr　ansit　Administration）の提案により競争入札制の導入が図られた4）。

　また、地方部の人口規模が小さい（概ね1～2．5万人規模）地域における公共交

通導入に対する補助金制度は、FTAにより定められており、地方部における公

共交通のプuグラム（Section18：Public　Transportation　for　No　urbanized

Area8　Program17）と、地方部での高齢者と障害者向け交通に関するプログラム

（Section16：for　meeting　the　special　needs　of　the　elderly　and　disabled．）18）によ

り設定されている。Sectin18は現時点で約1200地域に適用され、　DRTやその

他路線のバス等地域のモビリティ確保に役立っている。

　アメリカでは、1982年に都市間バスの規制緩和がされ、運賃設定、事業の進

入及び退出に対する規制緩和がされた一方、地域内バスは都市交通政策の重要

施策として位置づけられ、参入、価格面での規制は維持されている19）。

（2）ヨーロッパ（EU）諸国

　EU諸国では各国によって政策の状況が異なるため、　DRTの適用可能性の状

態が各国により統一されていない部分が多い。その一方で各国の交通政策のフ

レームが、EU諸国全体の交通政策（Com皿on　European　Transport　Policy）を遵

守する必要性と、今後のDRT導入計画に対するフレームの構築が必要となる。

　表3・8にSAMPLUS　Project実施国の市場環境及びDRT運行事業者を整理

する。強い規制が行われている国では、DRT導入対象地域で既存バス事業を行

っている事業者による運行が中心となる一方、規制の地域では、フランチャイ

ズ制（契約運行）の導入が行われている。

　SAMPLUS　Projectでは、導入実験と適用可能性評価を目的としていたため、

補助金額や補助方法については具体的な方策が示されていないが、ヨ・一一Uッパ

諸国で一般乗合輸送に使用されているDRTの運行コストに対する運賃収入の

割合は10％～50％となり、DRT導入のフレN・・…一ムを検討する際には、補助金制

度の整備や活用方法検討が必要となる。また、DRT導入時の問題点として、既

存公共交通事業との調整に関する問題点が挙げられる。具体的には、利用者の

希望に直接応じて運行するタクシーシステムとの競合が発生する可能性があ

り、運賃面や路線設定での調整に関する政策が必要な場合が考えられる。
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表3－8SAMMUS　Projec　t参加地域の市場環境比較

市場環境 DRT導入の状態

ベルギー
事業規模・地域内の路線を独占

@　計画的な強い規制
地域内バス事業者によるDRT運行

フィンランド
オープンアクセス方式（参入、各路線の事業者

@　数への規制無し）、運賃規制あり

社会的なサービスであるDRrは非営

ﾑ1」運行、フランチャイズ製の導入

イタリア
事業規模・地域内の路線を独占

@監督官庁による路線配分

地域内の公営バス事業者（鯉！AF）によ

@　　　るDRT運行

スウェーデン
　フランチャイズシステム方式

ﾄ督官庁による路線配分、運賃規制有
（公営事業者）

アイルランド
州所有のバス運行会社による路線所有

Bによる路線計画設定及び免許の発行
州所有のバス事事業者による運行

イギリス
規制なし（Open　A㏄ess），個々の路線毎に免許

@　を発行（但し複数路線運行が必要》
（地域事業者）

（3）日本におけるバス規制と補助金制度

　1章で示したように、臼本の大半のバス事業者が赤字事業者である一方生活

交通確保の観点から、バス事業者に対する運行補助金（第2種、第3種生活維持

路線に対する）が支出されている。また従来型の規制下では、バス事業者の事業

参入は免許制で地域内のバス事業者が単一事業者であり、不採算路線に対する

補助は、各事業者による内部補助という形で行われてきた。

　バス事業に関する規制緩和策には、2002．月2月に施行された改正道路運送

法があり、乗合バス事業の需給規制が撤廃され、事業参入については、需給調

整規制を前提とした免許制から運送の安全確保等に関する資格要件をチェッ

クする許可制へ移行することとなった。そのため、利用者にニーズに合った新

しい形態のバスサービスの提供が期待される。その一方で乗合バス事業や路線

廃止に関する退出規制については、6ヶ．月前の事前届出制とし、地域の生活交

通確保のための具体的な協議に必要な機関を設定することとなった。また需給

規制撤廃の撤廃により、赤字路線への内部補助が困難となる点が問題となる20）。

　その一方で近年では、バス利用促進や生活交通の確保に向けた様々な施策が

導入されている。この中で、既存の公共交通の適用が困難な地域向けの公共交

通として、路線や停留所を詳細に設定し利用者サービスの向上を図ることや、

既存バス撤退後の代替バスとして導入されてきているコミュニティバスや、既

存バス撤退後の代替交通手段や、深夜帯・空港への少人数での乗合を行う、乗

合タクシーの導入が行われてきている。コミュニティバスの導入が普及してき

ているが、その中での運行形態の特徴には、契約による運行など、様々な形式

の運行がされる一方、補助金に関しても様々な種類の補助金が示されてる。
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（4）各国におけるDRT導入に関する制度

　DRTの運行制度は、①1地域～数地域単位での導入実験の制度　②適用可能

性の実験や分析を踏まえた導入実験の制度　③本運行のための運行制度の3種

類に分類される。

　アメリカで連邦交通局によって整理された、FTA　Section18では本運行によ

る制度分類となっており、導入計画のフレームが整備されている。

　EU諸国では前節にも示したように、ITS技術を適用したDRTの実証実験で

あるSAMPO（Systems　for　Advanced　Management　for　Public　Operator）

Projectが、EU委員会が主体となり1995年～1996年に5力国で実施され、実

験終了後には、実験地域の増加と、適用可能性評価を加えたSAMPLUS　Project

が1997～1999年の間に実施された。

　またイギリスでは、SAMPLUS　ProjectでDRTの実証実験や適用可能性の評

価後、環境交通省（DETR：Department　of　Environment　Transportation　and

Region）が他地域での適用可能性を、エネルギL…一・問題や公共交通に対する補助

金の変化に着目して検討した。運行計画は、Transport　Operations　Re8earch

Group（TORG）が主体となり、2001年10月より3都市（Lincolnshire、Surrey、

Northumberland）で実験を行った21）。

　これらの導入目的は都市間バスのフィーターサービス、高齢者・障害者用の

交通システムとされている。運行技術にはテレマティクス技術である、配車セ

ンターにおける（Travel　Dispatch　Center：TDCs）や、車両運用管理・配車・予

約受付，車両位置情報（Automated　Vehicle　Location：AVL）等を適用した。以上

の実験によるDRTシステムの利点を、交通事業運営費の削減・モビリティの

改善や促進・モビリティ確保・移動制約者のバリア撤去・自家用車利用の抑制

の5点とした一方、既存公共交通との住み分け・TDCの所有と運営・通信費用、

車両やTDCの購入補助金の支出を問題としている。またDRTを需要が少ない

地域に対応できる、ニッチサービスやスペシャルトランスポ…‘一トサービスの1

つと位置づけ、またインターモーダル政策の一環として導入し、シームレスな

ネットワーク形成をする交通システムの1つと位置づけた。

　日本におけるDRTシステムの実験は、前節でのITSの実証実験の他に、2001

年9月には、国土交通省が主体となり「交通不便者のシビルミニマム確保のた

めのデマンド交通システムのモデル実験事業」として、情報技術を適用した

DRTシステムやタクシーを利用した交通システムの実験対象地域5地域（福島

県小高町、埼玉県上尾市、神奈川県横須賀市、大阪府岬町、徳島県井川町）が選

定され、その後の実験実施に移った22）。この背景には、第1章に述べたように

改正道路運送の実施より、バス事業の廃止が許可制から事前届出制になったた
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め、交通不便地域での必要最低限の公共交通を提供することが今後必要となる

ことがある。

（5）福祉的な制度によるDRT運行2），23）’26）

　高齢者及び障害者への移動円滑化に関する政策概要には、高齢者・及び障害

者が健常者と同様に公共交通機関を利用できることを目的とした、（1）既存公共

交通の改良（乗降設備の改良、駅施設やバスステップ）と（2）アクセス性が高く

Door’to・Doorのサービスが提供できる公共交通の導入の2種類がある。このう

ちDRTは（2）の施策に含まれる。

　北米では、1990年にアメリカ障害者法（Americans　with　Disabilities　Act　of

1990）が制定され、障害者に対する雇用、公的サービス、民間事業者が運営す

る公共的施設、サービス等面での差別禁止を明示している。このうち、交通は

公的サービスに含まれ、障害者のアクセスを容易にするための交通手段として

のDRT導入の方針が示されている。

　日本では、2000年11．月には、「高齢者、身体障害者等の公共交通機関を利

用した移動の円滑化の促進に関する法律（交通バリアフリー法）」の付帯決議

として、高齢者及び障害者への個別もしくはそれに近い形のサービスを充実す

るために、地域福祉交通であるSpecial　Transport　Service（STS）やタクシーの

導入を図ることが取り上げられている。

　EU諸国では、高齢者及び障害者に対する施策の一環としてアクセス性の高

い公共交通手段の導入及び適用がなされており、3章2節で示したようなDRT

システムの導入が行われている地区がある。

（6）DRTに関連した制度のまとめ

　以上で示した、各国におけるDRTの導入施策を各地域の比較を通し以下に

まとめる。北米では規制市場下で地域内の公営事業者により、公共交通の輸送

計画が設定され、必要に応じDRTの導入が行われてきている。また前節でも

示したように、DRTの生産性が低く、1トリップ当り平均運賃収入が＄1．83に

対しコストは＄13、47なので、補助金は＄11．64となり補助金の比率は86％とな

っているため、運行補助の制度が必要不可欠であり、連邦交通局による補助金

制度が整備されている。ヨーロッパでは、一般公共交通としてDRTシステム

が数地域のみで適用されていたが、1990年代に行われたDRT実証実験及び適

用可能性実験を通し、DRT導入の方法論が確立されると共に、　ITS技術の適用

に関する整備も同時に行われ、本格導入や、各国の実情に応じた導入実験や適

用手法も整理されてきている。その一方で実証実験、技術移転が行われている
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段階であり、本格的な導入に当たっては補助金制度の整備や、既存公共交通と

の住み分け等の課題がある。

　その一方日本では、バス市場規制の緩和により、導入の可能性が高まる、新

しいバス輸送形態であるDRTシステムや、公共交通の需要が少ない地方部や

過疎地域における、既存事業者の撤退による公共交通整備の整備という問題点

に対応する公共交通システムとして、DRTシステムが位置付けられる。国土交

通省による実証実験が行われてきている一方、本運行に対する制度や導入上の

課題の整理が始まったばかりであり、今後実証実験の継続や、他地域への技術

移転に必要となるノウハウの整理や、導入制度の整備が必要となる。

3．3．3都市交通政策面でのDRTの位置づけ

　都市交通政策面でのDRTシステムの位置づけを、各国の都市圏計画制度や、

その他都市交通政策制度での位置づけに着目して整理をする。

　北米では、ADAに示されているように高齢者及び障害者に対し、アクセス性

の高い公共交通を提供してモビリティを確保する必要性が示されているが、そ

の一方で一般乗合輸送としては高コストになる可能性が大きいため、一般の公

共交通としての適用可能性は低く、空港への乗合輸送や高齢者及び障害者等へ

の特定輸送機関としての位置づけがされる。また3章3節2で示したFTA
Section18では、人口規模が小さく、公共交通サ・一・・一ビスが提供されていない地

域や、サービスレベルの低い公共交通が提供されている地域のモビリティ改善

を導入目的としている。

　日本では、3章2節に示したように初期に導入されたDRTはその殆どが廃

止されたが、近年では、既存バスの代替交通手段や、既存公共交通を補間する

公共交通としてDRTが着目され、市町村レベルのマスタープランで導入の検

討を図っている地区がある。

　ヨーロッパ諸国では、3章2節で示したようにイギリス・ドイツの大都市で

高齢者及び障害者用の交通手段としてDRT（Dial・A・Ride）の導入が行われてい

る一方、一般乗合輸送機関として本導入が行われている地区は、既存バス代替

交通手段や、既存バスの補充的な交通手段として各国1〔2地域のみで導入され

ている。また他地域では、SAMPO　Projectに代表されるように、　ITS技術を適

用した実験導入・適用可能性評価やその延長上での導入が行われている。
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3．4運行形態の特徴整理

3．4．1運行形態とその決定方法

　2章2節で述べたように、DRTの運行形態では、需要に応じて運行する路線

の対象範囲、時刻設定の柔軟性及びDRTのトリップ形態の3点に着目して分

類をしたが、本節では導入計画上の問題点をEU諸国及びアメリカでの例を基

に表3・9に整i理する。このうちEU諸国では、各運行形態を導入の容易さを考

慮した形で導入対象地域を分類し、DRTの導入実績がない地域では、予約に応

じる時空間的な範囲が狭いRoute　Deviation方式の適用を勧めている。

3．4．2予約方法と提供サー一一ビスの設定

　予約方法には、（1）事前に予約を締め切る方法、（2）任意の時間帯に予約を受

け付ける方法があるが、2章2節に示したように運行形態や提供サービスに影

響するため、以下に2種類の予約がサービスに与える影響を整理する。

（1）予約を前もって締め切る場合

　DRT車両のトリップパターンが日々異なる場合で、対象地域の需要密度が低

い場合やODが分散している場合、また迂回による平均乗車密度の上昇により、

利用者当りの運行コストを低下させる場合に適用可能性がある。利用者にとっ

ては、任意の時刻に利用できないが、乗車前に運行経路が決定されるため、乗

表3－9各運行形態の導入上課題

　　EU諸国
fAMPO／SAMPLUS）

アメリカ（1理AS㏄tk皿⑧

導入対象地域 導入対象地域 その他特徴

Route

cev伍tbn

既存公共交通が存在し

ﾈい地域

全路線に対し迂回路線が相対

Iに短く、オプションとして設

閨x時間価値が低い利用者への

Tービス提供

部分的にDo。r－trDo。rサー

rス提供するが、路線が固定

ｳれているため、利用者は事

O予約を行わずに利用可能

Semi・

oynam記

都市内で公共交通網が

ﾝ定されているが、部分

Iに低需要密度な地戎

Route　De∨滅on方式に比べ予

�ﾉ応じる範囲が広いため、ト

潟bプが分散している郊外地

謔ﾖの適用可能性

予約に応じてのみ運行する

謚ﾔが中心となるため、予約

窿Rールバックが必要

Pynam記

既存交通路線が整備さ

黷ﾄいるが、運行頻度が

痰ｭ、路線網を再整備す

髟K要がある地域

対象利用者のトリップパター

唐ｪある程度固定されている

ｪ低頻度で需要が少なく定時

陂H線型の運行が困難な地或

事前利用登録が必要
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車前に乗車時刻や目的地到着時刻の情報を得られる。また運行側は、出発後に

新たな予約を追加する必要が無く、配車や配車指示が容易になる利点がある。

　予約締切り時刻は、起点出発時刻より短い時間が好まれるが、予約後の他利

用者の予約受付による経路設定の変更及び、予約取り消し等の変化を考慮する

と、ある程度の余裕を持った設定を行う必要がある。

　SAMPLUS　Projectにおける予約締切り時刻を図3・2に示す。このうちイタ

リア（Campi，　Porta　Romana，　Florence）及びスウェー・一デン（Gothenburg）では、

予約締切り時刻が10分～15分となっているが、他地域では概ね1時間以上と

なっている。また日本では、Se皿i・Dynamic方式の場合30分（福島県小高町等）

となっているが、Route・Deviation方式のように複雑な配車形態を取らなく、

時刻表が設定されている場合、出発の30分前～停留所到着の5分前と予約締

切時刻を短く設定することができる。また車載機を設置しないで運行を行う場

合には、運転者に迂回指示を出せる範囲に限定され、利用日の前日までに予約

を締め切る場合がある（青森県弘前市）。

（2）リアルタイムでの予約の場合

　リアルタイムでの予約受付の場合には、Door’to・Doorのサービス形態が必要

であり、対象地域内のODは分散しているが固定パターンが少ない場合、また

対象地域内の需要密度がある程度の高さを持っている一方個々のトリップ距

離が余り長くない場合に適用可能性がある。
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　利用者は任意の時間に予約が出来るが、任意の時間帯に発生する予約に応じ

た運行をするため、他利用者の予約により乗車時間が変化することが大きい可

能性があることと、配車システムが複雑になる可能性がある。実際の導入事例

には、高知県中村市（中村まちバス）、けいはんな学研都市（けいはんなDバス）

がある。

3．4．31TS技術の適用と配車システム

　近年導入されているDRTにはITS技術が適用されているが、具体的には2

章に示したように、利用者の予約に応じて運行計画を立て、配車や運行指示を

行う配車センター（Trave1　Dispatch　Center：以下TDCと表記）を中心に、車両

～TDC間の通信、車両位置取得、利用者位置管理等に適用されている。本節で

は、配車技術に適用されるTDCと予約方法の設定を整理する。

（1）TDCと予約方法

　3章2節に示したように、初期のDRTでは、配車係による手動配車であっ

たため、利用者に対する信頼性が低下する問題があったが、ITS技術を適用す

ることにより、以上問題の解決を試みている。配車手法の具体的な分類では、

利用者の予約に応じた配車の受付と、運行経路の決定方法であり、SAMPLUS

Projectで適用されているITS技術概要を＄Z　3・10に導入状況を表3・11に示す。

表3－10rTS配車技術概要（SAMPLUS　Project）14）

使用技術 腰
IVRS（血6e頑鴨Voi㏄R臼ponse　Sy舗em） 配車係が不要の自動配車システム

TDC（Tピavd　D畑atCh　C㎝t∂ 予約受付・配車センター（配車係による手動管理）

　　　　　　　　GSM
iG］6ba1　Syst㎝血MObne　Commu㎜㊥

車両皿）C間の通信システム

AyL低吻matedV輌㎞tbn）
GPSのビーコンをべ一スにした

@　自動配車取得システム

表3－11配車使用技徹SAMPLUS　Projectli4）

配車方法 導入事例

TDC（ManuaD
　フィンランド2繊Fbrence（イタリア）、

larsta（スウェーデン）、　West　Sussex（イギリス）

TDC（M｝mua］）＋運転者 Cam画Po血Romana（イタリア）、アイルランド

運転者＋TDC（M翻M㎞血aD ベルギー3地域、Gothenbu㎎（スウェーデン）
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　利用者の予約受け付けには、配車係が不要であるIVRSがベルギー及びスウ

ェーデンで試験的に適用されている。また配車方法は、TDC単独で行う方法と、

TDCと運転者の判断の双方を適用する場合があるが、具体的な経路設定は、運

転者や配車係に依存していることが分かる。

（2）配車方法の整理

　2章4節に示した配車の数学的最適化手法では、配車の解析手法は利用者所

要時間と運行コストを最小化するように配車ルールを設定しているが、実際の

導入地域では、予約優先順位と乗車時刻や目的地到着時刻に示される利用者サ

ー・一 rスを配車の判断基準としている。配車方法の例を表3・12に示す。

　日本で運行されているDRTのうち、　Semi－Dynamic方式及びDynamic方式

の配車方法は、予約順を配車し、経路設定は運転者による判断やTDCによる

配車結果を中心にする2種類がある。また運転者の判断を基準にする場合には、

対象運行地域の範囲が十分に狭い場合や、予め設定した経路に対し予約を追加

する手法（がある。またSAMPLUS　Projectの事例では、乗車時刻・降車時刻・

他交通手段との乗継等を基準に配車を行っている。

表3－12配車方法の整理

臓
配車順序 配車の判断基準

高知県中村市（日本） 予約順

蹴
（運転者の経験）

けいはんな学研都市

@　（日本）
予約順

QPera血on　Center

@（自動）
他利用者の乗車時刻への影響

福島県小高町（日本） 予約順 運転者 （運転者の経駒

大阪府岬町（日本） 予約順
Operatbn　Center

@利用者

他利用者の乗車時間

ﾅ定路線バスの乗車時刻

ベルギー 予約順
Qpera伽n　Center

@運転者

　乗車時刻を優先した配車

i但し乗継を考慮する場合、降車

檮潤A町への到着時刻を優先）

フィンランド 予約順 Opera岱m　center
乗車時刻、降車時刻のうち利用者の

@　指定したもののみ使用

Ca⑳i（イタリア） 予約順
　運転者
nPera雄on　Center

目的地到着時刻を優先

Gothenburg

iスウェーデン）

複数予約を

謔閧ﾜとめ後

　運転者
nPera伽n　Center

複数利用者の予約を取りまとめて

@　　　縫

アイルランド 予約順
　運転者
ppera日on　Center

乗車時刻を優先（天気の蹴
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（3）ITS技術適用上の課題

　以上に示したように、DRT運行にはITS技術が適用されているが、　ITS技

術導入上の課題には、①ITS導入による費用便益、②ITS技術管理者の決定方

法の2点がある。

①費用便益分析

　ITS技術費用には、初期費用である配車センター（TDC）の設備や配車ソフト

の費用、車載機購入費用があり、運営費用にはTDCの使用費用、通信費用や、

システムの修理費用及び、配車係の訓練に掛かる費用がある。また便益には、

車両位置情報システム（AVL）の導入による配車効率向上や、平均乗車人員向上

があり、配車エラV・…一一の減少による信頼性の向上、電子デ・・・・…タを使用することに

よってデータ紛失を防止し（回復性向上）、またそれらの効果によりパフォーマ

ンスの向上を図ることができる。（表3・・13参照）

　各地域の運行形態や提供サービスにより必要な技術やそのパフォーマンス

異なることや、予算制約上導入できる技術が限定される場合があるため、ITS

技術導入時には、ある予算制約下で各技術の導入案の採択を、費用便益分析を

通し実行することが望ましい。

②ITS技術管理者の設定

　DRTの運行管理を行うTDCの管理には、単独地域の場合にはその地域の運

行事業者や自治体が管理するが、複数地域に跨り運行される場合や、TDC導入

及び運営費用の削減を目的に、複数地域のDRTの運行を単独のTDCで処理す

る場合があるが、複数の主体が関わる場合には、管理者および費用負担のルー

ルを決定する必要性がある。

表3－131TS技術導入時の効果27）

費用 便益

導入費用 キャパシティ

修理費用 信頼性

運行費用 回復性

配車係の訓練 パフオーマンス向上
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3．5導入代替案と評価指標の整理

　3章3節で示したDRT導入施策の背景と、3章4節で示した近年の運行シス

テムの状況を整理し、DRT導入代替案の検討と評価指標の考え方を以下に示す。

3．5．1導入背景及びその目的

　DRTの導入背景には、人口密度及び需要密度が低く、在来のバスの導入や運

行継続が困難な地域が中心である。また導入目的は、そのような地域での公共

交通手段確保であり、具体的には、既存バスの代替交通手段（既存バスの置換え

や、需要密度が低く在来のバスの導入が困難な地域）や、既存バスではカバーで

きない地域への公共交通手段提供、また高齢者及び障害者等特定利用者に対す

る公共交通手段の確保を目的に導入されている。

　また具体的に導入されている地域のうち、日本（実験導入を含む全域）・

EU（SAMPLUS　Project対象地域）・北米（Section18導入例）を取り上げ、図3’2

に整理する。対象となる地区の面積規模及び人口規模はかなり分散しているこ

とが分かる。またCampi（イタリア）、　Jarvenpaa（フィンランド）のように都市

部で既存バスのサービスを提供できない地域や、都市～郊外部間の既存バスサ

ービスを置換える目的で運行されている。また人口密度の低い地域に導入され

たDRTは、郊外及び地方部での公共交通手段確保を目的に導入されている。

2
五

0000

◆郊外・地方型．一般乗合

■郊外・地方型：特定乗合

■都市型：特定乗合
Campi　Bise

zio

0000

J註rv 韻

◆ 村（高知）

0000

H69 b。　◆保原町（ 畠島） 平賀（青森）

（Gothe burg）
◆

Surrey Swi祠oki0000
P
rta　　岬町（ 阪府） Tuuau｜a
R
ma［a

C
yof　Soledad
System

0000
◆◆■ @◆志雄　　　　　（石1 　｝　　，　1’ 、

井川町

@　Ma

徳島）◆
煤A（St。、kh。lm）◆ ◆掛合町（島根）

◆　　　　ノ 高町（福島）
0

0　　　　　　　　　100　　　　　　　　200　　　　　　　　300　　　　　　　　400

　　　　　　　　　　面積lkm2）

　　図3－3DRT導入対象地域面積及び人ロ

500
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3．5．2対象となる需要及びその形態

　DRTの導入対象となる地域及びトリップは、郊外地域の鉄道端末輸送や、郊

外地域でのモビリティ確保、また中心市街地、病院等の公共施設へのアクセス

交通手段として導入されている。運行時間は10時間～12時間程度、始発時刻

は午前7時から10時、最終便は午後5時から7時程度と、主に日中の移動を

対象にしていることがわかる。

3．5．3他の公共交通手段との組み合わせ

　地方部の低人口密度の地域では、DRTのみで公共交通サ・・…ビスを提供するが、

実際には、対象地域に導入するDRTを他の公共交通と組み合わせて運行する

場合がある。表3・14にアメリカで導入されているDRTと他交通手段の組み合

わせの例を示す。以上の導入事例のDRTでは、福祉的な目的でDoor・to・Door

のサービスを行うもの、日中需要が少ない場合に既存バスをRoute－Deviation

方式の運行に変更してアクセス性の向上を行うものや、既存公共交通として補

充的な運行形態を取るものには、毎日運行で無いものがあり、運行形態も多様

表3－14DR丁及び他交通手段との組み合わせ（FTA　SeCtion18）17）

　　Cent副VOrmont

s㎞卿吐a蜘nA－on
mown＆Cou⇒y　T…

G㎡sHa加r
s蜘鴎tAuthα吻

　　　　　　　幽
�ﾊ手段

Was㎞吻n！0㎜ge。o㎜ty
Chenεmgo血Nowich，

@　Newyork

C㌦’sH舳or

@Coun旬

バス

漸繊 商業地の回廊に沿い

Q市街地間の運行

居住地域へ都譜6

@　都心部
地域内サービス

蹄喘 平日：6：00～19：00

x日：9：∞～17：00

朝（都b方向）・午後（居住地方向）

s心部：9：30～17：30（1時間間隔）

平日：5100～21：30

x日：8：00～20：00

DRT（Route

cθ舳愈

節繊
都心部～医療センター間

i迂回運行部分：起点の

s心部／医療センター付近）

日中の公共交通サービス

ﾊ院者向けサービス

地域内サービス（バ

Xサービスの補充）

漸喘
7：30～16：30 （1日前までに予約）

平日：8：00～15：00

x日11：00～17：00

漸繊 通院者の病院への輸送

i社会福祉的なサービス）

地方部地域内移動

i利用者を限定せず）

地域内移動向けサ』

@　　ビス
　　DRT
ｯ』㎡・Pyn舳

@工沙na㎡c）
漸喘

（運行時間設定無し）
　　10：00～14：00

i日により運行地域変更）
8：30～16：30

節繊 者⑪部から地方部への

@　　サービス

DoortrDoorの利用者

@　向けサービスSUb卿t㊤n

@Ser丙ce 漸喘 　　9：00～17：∞

i日により運行地域変更）
一
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性を持っ。また日本では、バスネットワークの一部路線をRoute－Deviation方

式のDRTとして運行する場合や、地区内の移動をDRTに地域間の移動には鉄

道もしくは既存のバスと役割分担を行う場合がある。

3．5．4DRT導入の評価と移転可能性

　DRT導入評価項目については導入目的により評価項目が異なるが、一般的に

は2章5節で示したような利用者側指標及び供給側指標に分類されるようにな

る。3章3節に示した、近年のDRT導入実験の評価項目を以下に整理する。

　SAMPLUS　Projectでは、　ITS技術を適用したDRTの適用可能性と、各地域

が抱える交通の問題点を解消することとなっている。具体的にはシステムと評

価の目的（赤字額を増加させずに利用者サー一一・vビス向上・平均乗車密度の増加及び

コスト効率性向上・公共交通アクセス性向上（頻度・サービス近接性・信頼性）

と、評価閾値と期待する効果（ITS技術の導入によるコスト効率性改善、車両運

行効率性。対象地域の交通問題の改善）としている。評価項目を表3・15に示す。

SAMPLUS　Projectで導入実験評価の特徴は、各地域の実験期間が19ヶ月と長

期間に渡り実施されたこと、またSAMPO　Projectから継続した地域では概ね

表3－15SAMPLUS　Prdectでの評価項目14）

評価項目 撒
内容

運行コスト コスト／台時間・コスト！人，コスト／㎞

皿）Cコスト コスト／人

経済性 車両回転率 車両の運行時間

路線の直接性 潜在利用者の推計基準

利用率 台当り利用者

対象利用者基礎1青報 年齢・性別・自家用車利用可能性

トリップ目的 業務・買物等のトリップ目的とその頻度

オペレーター指標 利用者側の行動によるトリップ取りまとめ

サービス指針 サービス適用範囲 運行時間に対する満足度

サービス信頼性 乗車時刻、目的地至帽時刻への満足

予約の容易性 予約システムの使いやすさ

利用者快適性 車両の快適性

システムパフォーマンス 利用者の配車への信頼性、配車係の操作性

技術パフォーマンス
システム処理能力

�ﾝ利用者LOSS

予約締切時刻、予約に必要な時間、

¥約キャンセル

データ信頼性 予約処理能力の問題

市場計画 倶体的な指標は提案されていない）
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表3－16導入実験評価項目（日本：交通不便者のシビルミニマム確保のためのデマンド型交通モデル実験芦

評価頃目 酪
実験体制・スケジュール（開発・モデル実験・評価）

利用者
利用状況・予約システム評価・運行形態評価

@　　　（エリア設定・運行時間等）

システム運用者 車載機・配車機器の操作性評価と課題抽出

実施内容 行政（地方自治体） 地域に与える影響の評価（商店活性化）、システム評価

システム設計・開発 コスト構造分析・システム信頼性

運行者（事業者）評価
利用者数変化・運行効率（コスト・車両稼動状況・サービス変化）

@　　　　　　　　運営事業者競争力

4年程実験が継続され、運行上の課題整理と対策が十分に行われたことや、実

験結果のFeedbackにより柔軟にシステムの改善が行えた点がある。

　日本では近年各地でDRT（デマンド型交通システム）の実験が行われているが、

そのうち、2001年～2002年の間に実施された「交通不便者シビルミニマム確

保のためのデマンド交通のモデル実験」での評価を例に表3・16にまとめる。

　実験の背景及び目的には、地方中核都市や中山間地域での既存公共交通のサ
・・… rスの低下や大都市郊外地域での交通空白地域があるため、それらの地域に

おける主に高齢者を対象にしたデマンド型交通システム（DRT）の適用可能性を

目的として、実証実験計画自身の評価及び、実験内容の評価を行っているが、

DRTに適用するITS技術の評価項目には、開発・操作に対する項目が含まれ

ている。

3．5．5導入地域における評価指標の整理

　DRTの導入指標には、2章2節に示したような、予約に応じた運行形態の特

徴を把握するものや、3章5節4に示したような導入実験を評価する指標を取

り上げたが、DRTの導入数は近年増加傾向にあるものの、　EU及び日本では本

運行をしている事例が少なく、また本運行の実施期間が短いため、定量的なデ

ータに偏りがある。

　よって本節では、（1）導入実験に対する目的を具体的に示すような評価指標及

び（2）DRTを導入地域別や他公共交通機関と比較する際に使用するパフォ…一一bマ

ンス指標（FTA　Section18）における、評価指標に着目して以下に整理する。
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（1）導入効果指標

　導入効果を示す指標を利用者側及び運行側から整理する。運行側（もしくは運

営側）の指標として、DRTと既存バスの運行コストを比較した例である、福島

県相馬郡小高町で導入されたDRT運行費用と、同地域で福祉バスの各運行方

式（自治体直轄・運行委託・運営運行全委託）の費用試算値と、実際に適用され

たDRTの運行費用を表3・17に示す。このうちDRTの運行コストの内訳はタ

クシー借り上げ料が大半を示すが、バス運行時に掛かる人件費に比べ低額なる

ため総経費が削減できる可能性が分かる。

表3－17バス・DRTコスト比較（福島県小高町）tS）

纐 バス運行費用（推計値）　　　　　DRT運行費用（実績値）

バス運行方式 町直営
　　車両は町

^行は事業者委託
全事業者委託

撒
27136 23136 32990 17650

走行経費 240 240 240 一

車両費 2496 2496 3000 一

タクシ』借上料 一 一 一 12000

システム保守樋信料 一 一 一 1600

繍
12000 10000 12500 280

人件費 運行管理費 6000 5000 5000 一

6000 5000 5000 一

整備費用 姻 400 400 一

その他費用 一 一 一 830

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：千円

（2）DRTのパフォーマンス指標

　DRTやその他公共交通の運行状況を比較に使用するパフォーマンス指標は、

台キロ・運行時間・トリップ当りの費用で示されるコスト有効性、利用者、台

キロ・運行時間当たりの利用者数によって示されるサービス効率性と、需要及

び供給側の結果を取りまとめたコスト効果の3点により構成される。

　アメリカ連邦交通局（FTA）Section18の補助金対象地域を対象にし、導入状況

概要を表3－18に示す。導入地域全体の各指標の傾向は、平均値より最頻地の

方が小さい値を取る。これは平均値が大規模導入地域の値の影響を受けている

傾向があるためである。また利用者数は日平均約100人で需要密度の低い地域

で運行されていることが分かる、またトリップ当りの運行費用が平均値7ドル

／トリップ、最頻値が3．5ドル／トリップであるが、DRTの運賃は0．5～2．5ドル

となるため、運行状況によっては補助金の額が増大になる可能性がある。
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　また表3・19にFTASecti⑰18導入地域の導入地域基礎データを，表3・20にパ

フ2b・一一マンス指標を示す。

　FTA　Section18の導入事例では、DRTは約7割の地域で導入されている一方、

DRTが単独で導入されている地域も約4割の地域ある。表3・14に示したよう

に、DRTと他の公共交通システムが導入されている地域では、　DRTが補充的

な公共交通として福祉的な公共交通となっていることがある。

　導入台数はFIXEDが導入されている地域が多いが、年間利用者の平均値で

はDRT＋FIXEDが導入されている地域が最大であり、最頻値ではFIXEDが些

最大値を取る、これは、FIXEDシステムを運行できる地区での需要規模が大き

いことを表している。また各輸送システムの輸送量を示す、年間1台当りのト

リップ数では、FIXEDシステムが一番高く、これも、需要規模の大きさが要因

となる。またトリップ当りのコストは、全体の平均値で検討した場合には、平

均値は7ドル／トリップであるが、他交通機関の適用されている地区の平均値に

比べ値が大きいが、この理由には乗合タクシi・・一・一、介護車両の平均乗車密度が他

輸送システムに比べ低レベルなことが原因の1っとして考えられる。

　またパフォーマンス指標については、DRTとFIXEDシステムを比較すると、

トリップ当り、km当りの運行コストはDRTの方が高い傾向があるが、運行時

間当りのコストはDRTの方が低い傾向にある。これは、上記で示したように

DRTの需要規模が低いことが原因と考えられるが、その一方で雇用形態の工

夫等によって、ハンドル時間当りの支出額を抑える傾向が分かる。

表3－18運行側評価指標（FTA　Secti。n18）t7）

平均 最頻値

車両台数（台） 11 6

利用者数（人ノ年） 52196 33274

年間予算（ドルノ年） 315700 153500

トリップノ台　（トリップノ年1台） 7875 5385

台当り年間予算　（ドルノ年ノ台） 31500 25000

費用／トリップ　（ドル／トリップ） 7 4．62

3．6各国でのDRT導入事例整理

　本節では現在各国で導入されているDRTの導入状況の事例を取り上げ、導

入地域、運行形態を整理し、その中で特徴のある事例を個別に整理する。
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第3章

3．6．1日本におけるDRTの導入事例整理

　日本では、3章4節に示したように技術面や施策面でのDRT導入状況が整

理され、2001年以降には実証実験や正式運行の地域数が増加傾向にある。導入

地域及び導入年の特徴を表3・21に、運行形態上の特徴を表3・22に示す。

（1）導入目的と対象地域

　DRTの導入対象地域は、表2・3に示したように大都市都市部、地方中核都市

や、過疎地域等様々な種類がある。都市部では既存バスサービスが提供されて

いない居住地域への新しい公共交通サY・・一・ビスの提供（東京都渋谷区）や、工業地

域での需要が少ない日中の既存バスサービス向上を目的とした導入（大阪市南

港）がなされている。また大都市郊外地域や地方部主要都市では、既存バスサ

表3－21近年の日本におけるDRTの導入状況

導入地域（県名） 運行状況畑 導入（実験）年 導入目的戦

渋谷（東京） 業務・市街地～駅 P 1998～ S

都市 南港（大阪） 業務地域～駅 D 2001 R
高知（高知） 市街地～駅 D 2000 S

鎌倉（神奈川） 駅～居住地 P 1995～ S

下芥身（岐阜） 居住地～駅 D 2000 S

稲城（東京） 居住地～駅 P 2001～ S

鳴門（徳島） 居住地～駅 P 2001～ S

郊外 上尾（埼玉） 居住地～駅 D→P 2001～ S

けいはんな学研都市

i京都・大阪・奈良）

居住地～

�､施設・駅
D

2002

Q003
S

名護（沖縄） 市街地～居住地 D 2002～2003 S

宇都宮（栃木県）

蹴 D 2003 S

中村（高知） 市街地・居住地 D→P 2∞0～ R
平賀（青森） 居住地～駅 D 2001～ S

小高町（福島） 居住地～市街地 D→P 2001～ S

岬町（大阪府）
　居住地～

�､施設・駅
D 2002 R

搬 浦川原・牧村（新潟） 居住地～駅 D 2002～ S

井川町（徳島） 居住地～駅 D 2002 S

掛合町（島根） 居住地～市街地 D→P 2002～ S

保原町（福島） 居住地～市街地 D→P 2002～ S

志雄町（石川） 居住地～市役所 D→P 2002～ R
備考※1D…実証実験、　P…正式運行※2　S…既存バス補充、　R…既存バス代替交通手段
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一ビスが提供されていない団地や公共施設の前へ停留所を設定し、バスサービ

スの向上を図る場合（栃木県宇都宮、埼玉県上尾市）や、居住地域～駅・商業施

設問などで既存バスでは乗換えが必要な区間への補充的なサービスを提供する

目的で導入されている（けいはんな学研都市、京都府・大阪府・奈良県）。

その他の小規模な地方都市や、山間部の集落では、在来のバスが運行されてい

ない地域での新しい公共交通サービスの提供を目的とした導入（福島県相馬郡

小高町）、運行本数が1日数本程度と少ない地域でのバスサービス改善を目的と

した導入や（Door・to・Doorのサービス提供、利用者の予約に応ーじた運行）、運行

本数が少ない既存バスの代替交通手段としてのDRTの導入（高知県中村

　　　　　　　表3－22運行特性（車両、予約システム、運行形態）

予約システム糎 運行形態（路線設定）

導入地域（県名）
棚車轡1

輌傲（台）

蹟ω
繍切時刻 ㎝蹴 飾齢 漸喘 鰯粧

B 5 26 5 × R 12：00 ○’

都市

南港（大阪） B 4 鯛 T × R 7：00 ○

高知（高知） B 1 （NA） T × R 7：00 ○

稲城（東京） B 3 35 T × R 13：50 ○

鎌倉（神奈川） B 6 39 5 × R 17：00 ○

下芥身（岐阜） B 1 44 T （NA） R 7：00 ○

鳴門（徳島） B 22 55・72 10 × R 8：00 ○
郊外

上尾（埼玉） B 6 26・49 T × R 10：00 ○

けいはんな学研都市

i京都・大阪・奈良）
B 3 35 F × D 11：00 ○

名護（沖縄） B 5 25 T × R 13：00 ○

宇都宮（栃木） B 32 29・61 T × R 14：00 ○

中村（高知） B 2 24 F ○ D 9：30 ○

平賀（青森） B 1 40・50 前日 × R 10：00 ○

小高町（福島） T 3 9 30 ○ S 9：00 ×

岬町（大阪） T 2 7 F × D 5：00 ○

地方

浦川原村・牧村
B 1 29 前日 × R 7：00 ○

井川町（徳島） Bπ 8 3 T × S 6：15 ○

掛合町（島根） T 2 （N鋤 30 × S 8：30 ×

保原町幅島） 班 5 3～8 30 ○ S 8：30 ×

志雄町（石川） M 5 4～9 30 × S 10：20 ×

※lB…バス輌、T…タクシin輌，鞄T…嚇俵を麟、F…臆の馴
※3R…R（me　DeViatieq　s…senri－Dynmric　D…1）ymmic（NA）…該当データ無し

74



第3章

市）がなされている。また地域内で利用者の少ない集落への迂回路線の設定（青

森県黒石市）、集落内から既存バスまでのまでの距離が長い場合の端末交通とし

てのDRTシステムの導入（徳島県三好郡井川町）としての導入方法がある。

（2）対象トリップ

　DRTが対象とするトリップは、第2章で示したように、対象地域内の分散し

たトリップを取りまとめて運行することが可能である。表3－21及び（1）で示し

た導入対象地域から整理を行うと、居住地域内や居住地域から商業施設や公共

施設への移動や、鉄道駅へのアクセス交通手段としての導入がなされているの

で、買物目的や通院等の私事目的の外出を対象としていることが分かる。

　運行時間帯に着目すると、始発時間が朝8時から9時、最終便の運行時間が

18時から20時程度が中心であるため、日中のトリップを対象としていること

が分かる。またその一方で団地等を対象とした路線では、通勤及び通学のトリ

ップを検討していることが分かる。　　　　　　　　　　　　・

（3）運行形態

　運行形態は、2章2節で示したように、Fixed方式、　Route　Deviation方式、

Semi・Dynamic方式Dynamic方式の4種類がある。

　Route　Deviation方式は、病院等の公共施設の正面に迂回路線のバス停を設

置して公共施設へのアクセス性を改善する場合や、在来のバスが導入されてい

ない団地や居住地等への迂回路線設定によるバスサービスの改善を図る場合に

導入されている。

　Semi・Dynamic方式では、起点を出発する時刻を設定し、その前までに受け

付けた予約に応じその都度経路の設定を行うシステムで、対象地域内に分散し

たトリップに対応できる可能性がある。現在Semi・Dynamic方式は、人口密度

が低く在来のバスが導入されていない地域（福島県相馬郡小高町）や、従来のバ

スでは対応できないトリップへの対応（福島県伊達郡保原町）、既存バスの代替

交通手段としてサービスを改善するといった目的で導入されている。また、既

存バスのFeeder路線としての導入で、既存バスのダイヤに合わせた運行をす

る地域もある（徳島県三好郡井川町・石川県志雄町）

　Dynamic方式はSemi・Dynamic方式と同様、対象地域内に分散したトリップ

を取りまとめ、経路を短縮できる可能性のあるシステムであるが、利用者の予

約に完全応じて経路や時刻表を設定して運行する点で異なる。Dynamic方式は、

中村まちバス（高知県中村市）や、けいはんなDバス（けいはんな学研都市）にて

適用され、地域内に分散したTripに応じて運行されている。

75



第3章

　停留所の設定方法は、既存のバスと同様の停留所を使用する方法、利用者の

予約に応’じた区間に新しい停留所を設定する方法、予約に応じ対象地域にきめ

細かく停留所を提供する方法や、停留所を設置せずにDoor・to・Doorのサービス

を提供する方法がある。

（4）予約受付形態

　DRTの予約には、初期のDRTより適用されていた電話やコールポール（予約

ボタンのついた停留所）を使用する他に、近年ではFAX、メール、インター一・・ネ

ットのホームページを使用したものがあるが、導入地域のうち大半が電話によ

る予約受付を行っている一方、予約に応じて運行する箇所が少ないRoute

Deviation方式では、迂回部分のみにコールポールを設定し、コールポールの

みで予約を受け付ける場合が多い。また予約受付時間は、表3－23に示したよ

うに車両の出発前に予約を締め切る場合と、任意の時間帯に予約を受け付け，6

場合の2種類がある。Semi・Dynamic方式のDRTは、起点出発の時刻を基準

に予約を締め切り、現在日本で導入されているSemi・Dynamic方式のDRTで

は、起点の30分前までに予約を締め切ってelt・る。　Route　Deviation方式では、

利用（予約）するバスが起点を出発する前（30分～5分）までとなっている。

Dynamic方式では、利用者の予約に完全に対応して時刻表や経路を運行するた

め、予約締切時間を設定せず、任意の時間に予約を受け付ける場合がある。

（5）使用車両

　DRTの運行に使用されている車両は、バス車両を使用する場合と、タクシー

車両を利用する場合がある。バス車両を利用している地域では、短期的に行わ

れる実証実験を行っている地区での導入や、既存バス路線を改良し、迂回ルー

トを設定した場合の導入がされている。その一方で人口密度の低い地方都市部

や過疎地域では、ジャンボタクシーや既存タクシー車両を利用したサ・・…一ビスも

提供されている。

（6）運賃設定

　既存バスを補充した形で導入されているDRTの運賃は、既存バスと同様に

運賃設定がされている場合が多いが、一部地域では、運賃を安く設定している

場合がある。また過疎地域では、導入時に既存タクシー運賃と比較しているが、

実際に設定されている運賃は300円程度と、タクシ・・一・・利用時より低額に設定さ

れている
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（7）近年の日本における導入事例紹介

①　東急トランセ

　1998年に東急バスの子会社である東急トランセが、渋谷駅（東京都渋谷区）を

中心に循環型路線を導入した。このシステムは路線の一部に迂回ルートを設置

した、Route　Deviation方式のDRTである。利用者が迂回路線上の停留所を利

用する場合、停留所に設置されている予約ボタンを押すことにより予約を行い

（図3－4下部）、停留所から予約があった場合は、微弱電波を利用し、迂回路線

の手前（鉢山町交番）に設置されているコーナーポストを点灯させ、運転者に予

約を連絡する。また迂回ルート上で降車する場合は、利用時に口頭で運転者に

連絡する。

遠．

”＝蹴数劇．

　　500m
図3－4東急トランセ路線図3°，

蹴

嘉
’・1㍗

図3－5デマンドルートバス停

図3－6東急トランセ車両
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②中村まちバス

　高知県中村市に2000年4月より導入されたシステムであり、利用率の低い

市内循環バスの代替交通手段として、中心市街地である3km四方の路線網を、

予約に応じて運行を行うDy皿amic方式のDRTシステムが導入されたe路線の

決定方法としては、利用者の予約にその都度応じ、予約の入った順に経路を決

定して行く方式を取り、その中で最短経路を探索する方式をとる。

　既存の市内循環型バス路線は、目的地まで運行されていたため、目的地まで

の迂回が多くなることや、導入車両台数も限られていたため、利用者の待ち時

間や乗車時間が長くなる傾向にあった（既存バスの運行間隔は0．5本1時）。予約

に応じて経路を設定した場合には、経路長を短く設定でき、待ち時間や乗車時

間を短縮することが可能となった。利用者が電話・FAX・パソコン・キオスク

端末を利用しオペレーションセンターに利用希望時刻・目的地を連絡し、オペ

レータが配車を行い、その結果得られた可能な運行計画を利用者に連絡する。

また予約に応じた運行スケジュールを車載機に連絡し、運行指示を行っている。

臼畠

昌量 容顯

璽

99・

膨遷

・葡目観蹴

一綱

目闘力與

武⊇

㎜雫

サンリバー田5十萌

　　FMfiE
v『一u砲‖■胆甲

図3－7中村まちバス路線図32） 輪

図3－8中村まちバス車両33）
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③けいはんなデマンドバス（D・Bus）

　京都・大阪・奈良3県に跨り、現在開発が行われている関西学園都市内のう

ち、精華西木津地区、高山地区、正常相楽地区の3地区で、既存バスの運行さ

れていないODを対象に（鉄道駅・居住地域・病院・商業施設、研究施設）事

件的に運行されたシステムである。2002年10月～12月と2003年7月～11

月の問に、として運行された。運行形態は、利用者の予約に応じて運行する

Dynamic方式であり、利用者の予約が入った順に予約を受け付けて運行する形

態をとる。また停留所の設定は、約200m間隔と既存バスより短く行っている。

／

ノ

　図3－9けいはんなDバス車両

　　　　　　　　かしのき宛
　　　　　　　地域福祉センター｝
「t〃s女

　　　　　　　記念公固

　還
国金園書館

無

旬川白

灘

　　　　　　　　　　　’虫軽ケ丘θ　　　　　　　　　　　　　　　矯小
　　　　　　　　　回L－
　（C）Shobunsha　Publications，lnc．2000　　　　　　　　　　■■［＝■■【＝コ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　250m

　　　　　　　　　図3－10けいはんなDバス路線図
　　（路線図を基に著者作成、太字は居住地・施設が集積し停留所が密な区間、
　　点線は施設アクセス・他方面バス乗換用停留所が中心に設定されている区閲）
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④おだかeまちタクシー

　福島県小高町では、市内に運行されているバスの路線数と本数の双方が少な

く、居住地域と市街地間の移動は、自家用車に依存してきた。免許非保有者は、

自宅から病院や商店街のある中心市街地に自家用車での送迎やタクシーを利用

せざるを得ない。

　そのため、2002年4月に導入されたシステムであり、既存バス路線が導入さ

れていない地域に、導入されたSemi・Dynamic方式のシステムである。小高町

の東部・西部・まちなかの3区域に分割して、基本路線を設定し、予約に応じ

て運行する経路をその都度設定する。時刻表は、駅付近の中心市街地付近の通

過時刻を基準として、利用者の予約を受付け、決定をしている。また停留所は

設定されておらず、利用者の予約に応じ、自宅前、中心市街地にある病院や商

店等の前で乗降が可能なDoor・to・Doorのサービスを提供している。

　利用者は利用の30分前までにオペレーションセンターに電話を行い、予約

希望を連絡する。オペレーションセンターでは、利用者の予約を受け付け、配

車を行い、利用者に乗車時刻及び待ち時間の概算値を連絡する。またGPSを利

用した管理サーバーにより、車両の位置情報や、利用者の乗降状況を把握する

ことが出来る。

　配車を行う場合、利用者の予約の入った順番に乗車を行えるように配車し、

経路は運転者の判断によって決定される。また、予約が集中する場合や、利用

者の待ち時間が長すぎる場合に予約が不成立する場合がある。

　運営費用は、小高町商工会がタクシーの空車時間分を借り上げて、その分の

コストを支払う形で賄う形式を取っている。

図3－11おだかeまちタクシー路線概要図

80



第3章

．＿一一d’、．

〔　篤肋2

図3－12おだかeまちタクシー車両

3．6．2ヨーロッパ諸国におけるDRTの導入状況と事例整理

　3章3節～5節に示したようにEU加盟国でEU加盟国である4力国5地域で

（スウェーデン、イタリア、ベルギー、フィンランド）で近年発達してきた通信

情報技術を用い利用者の需要に応じて運行する交通手段であるDRT　Systemの

導入実験が1995’－96年の間に行われた。（SAMPO：Systems　for　Advanced

Manage皿ent　of　Public　Operator　project）また、　SAMPO　Project終了後には、

アイルランド、イギリスでの実験を加えたSAMPLUS　Projectが6力国9地域

で行われ、各地域での実験の継続や適用可能性の評価が行われた。

表3－23SAMPULS　Projectでの導入状況

国名 都市名 導入対象地域 対象利用者

㎞bourg
ベルギー W－F㎞de玲 郊外部での公共交通端末 一般乗合

E－F㎞ders

フィンランド

Keshi・UuSimaa

iTuuaul軋Kerava

@J融venp副

地方部での公共交通端末

s市部低需要地域での運行

　　一般乗合

iタクシー車両は

w諶ﾒ・障害者用）

Swi璃oki 郊外地域 一般乗合

Campi　Bisenzio 郊外部から都L部のアクセス 一般乗合

イタリア Porta　Romana 都市部
Florence 都市部

高齢者・障害者

恥gsbo（Gothenb、㎏｝ 都市部 高齢者・障害者
スウェーデン

M勘sta（St㏄khohn）

酬
一般乗合

アイルランド K皿ζe㎜y 繊
一般乗合

イギリス
West　Sussex 郊外部 一般乗合

Suロey 都市～地方部間 高齢者・障害者
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これらの実験では、上記で示したITS技術のDRTに対する適用可能性を示す

と共に、都市部及び郊外部での特定利用者（高齢者・障害者）向けのDoor・to・Door

の公共交通開発や、需要が低密度な地域や分散している地域での旅客輸送期間

の適用化可能性を導入目的としている。

（1）導入対象地域

　SAMPO及びSAMPLUS　Projectでの導入対象地域を地域特性及び対象利用

者の2点に分類し表3・23に示す。地方部の一般利用者を対象としたDRTは、

既存公共交通の端末交通手段（ベルギー、フィンランド）、郊外から都心部への

交通手段（イタリア）、その他地域内の移動を対象としている。また都心部で運

行されているDRTは高齢者・障害者の移動の他、都市内の低需要な地域を対

象に運行を行っている。

（2）対象利用者及びトリップ

　導入対象地域により異なるが、特定利用者を対象とした公共交通機関では、

高齢者及び障害者の日常の移動（買い物や私事目的）を対象にしている。またそ

　これらの実験では、上記で示したITS技術のDRTに対する適用可能性を示

すと共に、都市部及び郊外部での特定利用者（高齢者・障害者）向けの

Door・to・Doorの公共交通開発や、需要が低密度な地域や分散している地域での

旅客輸送機関の適用可能性を導入目的としている。

　　　　　　　　　表3－24SAMPLUS　Project各地域の運行状況

車両台数ΦRD 撒国名 都市地域洛
DRT タクシー

撒
運行時間

ベルギー
1」血bourg 20 一 21

月一金曜日13－5

@土曜日：12

W・Flahde品E・F㎞1de鵬 5
一 6 月一金曜日13：5

フィンランド

Tuuau1〆Jarvenpa狐erava

@　　（Swi㎜司okD
2 30 1

平日13－5

x目75

Swm勾oki 2 30 2 12．5（平日3日〉

アイルランド 圃ke㎜y／CavarLei血 7 一 4 1日2～3回

Campi　Bisenガo 4 一
1 14

イタリア Porta　Romana 2
一

1 14

Florence 5
一

1 16

H㎎sbo（G・七henb⇒ 4 轍
1 8

スウェーデン
Marsta（Stockho㎞） 1

一
1 8

West　Sussex 2 一
1 NA

イギリス
Su皿ey NA 一

1 NA
備考NA…参照データ無し）
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表3r25　SAMPLUS　Prpiect運行形態の整理

　　留所設定

^行形態

あり 部分的に設定 無し

Semi－

cynam正

West　Sussex（イギリス）

P」血bo㎎，W＆E・Fkanders

@　　　（ベルギー）

ﾙsta（スウェーデン），

oo蛇a　Lomana（イタリア）

Go七henburg

iスウェーデン）

Cavan・Leit亘m

CFermanagh

iアイルランド）

Dyna面c

TUuau］砺axvenp醐Kerava
@　　（ブインランド），

@　Campi（イタリア）

Swi画oki
iフィンランド）

Florence

iイタリア）

（3）運行形態上の特徴

　表3・24に各実験地域でのDRT運行の基礎的な情報である、導入車両台数、

路線数及び運行時間を示し、表3・26に路線設定状況を示す。導入車両台数は

Limbourg（ベルギー）を除き1～7台と少数に留まっているが、　Limbourgでは複

数路線を分割し設定していることを考慮すると、他地域での導入台数と一致す

る。また各地域の運行時間は概ね12時程度であるが、アイルランドでは、1日

3回のみとかなり限定されていることやSwinaj　oki（フィンランド）のように毎

日運行で無い地域があり、これらの地域では既存公共交通を補充する形での導

入や、社会的に必要最低限の公共交通の導入がされていることが分かる。

（4）導入評価指標整理

　SAMPLUS　Projectの導入評価指標は、表3－15に示したように①経済性，

②サービス指針、③技術パフォーマンス、④市場計画の4点に着目されている

が、各実験地域での評価項目のうち、特色ある指標を表3・26に整理する。

①経済性指標

　経済性の評価指標のうち、ベルギーの例ではトリップあたりの運行コストは

既存バスに比べ約2倍程度と非常に高い値を取るが、営業時間当りの運行費用

にっいては、複数地域で比較を行うと、営業時間当りの運行費用は地域によっ

てばらつきがあるが、この理由はコストの算出方法（計画段階のコストを利用、

また契約運行に掛かる費用のみを算出）が原因となっている。また台キロ当りの

運行費用も同様に差がある。また利用者1人当りの配車センター（TDC）コスト

は、0．6～4．5Euro／Passengerと非常にばらっきがあるが、利用者数によってこ

の値の大小が決定されるため、導入時にある程度の乗客数が確保される必要が
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ある。運行指標のうち車両回転率が4～8割と地域毎に差がある原因は、タクシ
・・・… ﾔ両を利用したサービス提供を行っている地区でのDRT車両稼働率が低い

ことがあり、その他の地域では、概ね7～8割と高水準となっている。

　また、複数利用者の予約取りまとめによる迂回の発生状況を示す、目的地へ

の直接性は、最短経路と比較して7％の増加と比較的低水準になっている。

②サービス指針

　対象となる利用者の属性は、対象地域の属性によって異なるが、郊外地域の

鉄道端末輸送機関として導入されているベルギーでは利用者の8割は女性が占

めることや、買い物トリップを中心にしている、また自家用車利用可能性の無

い公共交通Captive層が9割を占めている。また、導入地域のサ…一・・一ビスは詳細

を示すが、運行時間帯は平日12～14時前後、土曜及び休日は平日より短いもし

くは運行されない場合が多いため、現在運行されていない時間帯への希望が多

い。配車のサービスに対する信頼性指標では、前もって予定乗車時刻の誤差幅

基準を設定（10～15分）を設定し、その満足度を設定するようにしているが、そ

の満足度は概ね6割程度となっている。また所要時間はDRTの対象地域規模

が大きくなるにつれ、予約受付数が増大し迂回が増加する可能性があり、利用

者満足度が減少する傾向にあり、また車外時間と車内時間を比較した場合には、

同時間であっても車外時間の方を拒否する傾向にある。またアクセス時間は、

2分程度であれぱ』8割以上の利用者が満足している一方、10分以上になると頻

度の低下に繋がる可能性がある。

　また予約システムに対する満足度は概ねよいが、操作性の問題や予約締切後

に最終的に確定した乗車時刻を連絡するCall　Backの問題点として、CaU　Back

の連絡前に利用者が自宅を出てしまうので、連絡ができない点がある。

②　技術面

　TDCによる配車信頼性は非常に高く、配車のミスは2％しか起こらないが、

システムの信頼性低下が起こる一方、システムの処理能力等が原因となる。

　また予約締切時刻は、10～120分と幅があるが、配車処理の観点から見ると

締切時刻が長いほうが余裕が持てる。またTDCのエラー（予約を行おうとして

も応答が無い）によって、一部利用者が利用を中止するために、潜在的な利用者

の喪失が10％弱発生している点が問題となる。
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表3・26　DRT評価指標の代表例22）

代表的な値／内容 備考／問題点

トリップ当り（E旺o／Trip） 144（フィンランド） 既存バスは7臥1m㎎以下

営業時間当り（Euro／hour） 58～105 コスト算出方法による差

漸コスト 人当り（Eum1km） 0．85～25

擬性
　TDCコスト

iE園bassengeD
0．6～4．5

実験期間中利用者数増加 11～14％

35～78％ タクシー輌の利用による変化
節撒

目的地直接性 迂回による距離増加7％

利用率W車両・時） 4～36 地域の需要密度による差

利用者属性 女性：80％（ベルギー）

自家用車利用可能性 公共交通（畑tive90％（ベルギー）

15歳以下（フィンランド）個人

ｮ性 1ξテ30（Campi　Porta　Roma〔na）

年齢（最頻働
31・450孤omn。e）

学生、主婦、高齢者が中心であ

驍ｪ、対象地域により依存』

44（ベルギー）

トリップ目的 買い物嚇1V皿ts／業務 対象地域に依存する

サービス適用範囲
休日サービス提供・運行時間延

@長、24時間サービス提供
予約不成立の発生（1～1（蹄

サー

rス

w針

Ti脈Window設定 80％が満足（ベルギー）

サービス

15分以上のずれを

@遅れと定義

発生率11％，64％の利用者は

@　満足（フィンランド）

TDCシステムによる改善

予約の容易さ 満足度45略5％ 人間工学的な問題（イエテボリ）

所要時間満足度 40～62％
所要時間へお満足度は運行エリ

@ア規模の増加により低下。

運賃満足度 72～90％
利用者

?ﾖ性
徒歩時間満足度 82％【90％

徒歩時間が2分以内、10分以上

ﾅは利用頻度の減少に繋がる

@　　　（ベルギー）

Ca皿BaCk CaU　Back時の利用者の問題

システムパ

tオーマン

@ス

配車信頼性 配車ミス鍋
改善点：スケジューリング設定の

@改善、運行形態による影響

技術

ﾊ

システム

Lヤパシ

@テイ

予約締切時間 10～120分
予約締日寺間力輩きいとi運東茸者・配

@　　車係の負担軽減

Ca皿Ba汰 到着の15～30分前 導入する必要は必ずしもない

潜在利用者の喪失 4～12％ TDCの処理能力の問題

データ信頼性 （データ欠損等）
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（5）ヨーロッパ諸国でのDRT導入事例

①Personal　Bus（Campi：イタリア）

　Firenze郊外地域に導入されたDRTシステムで、　Dynamic方式の運行形態

を取るDRTシステムであり、約30kmの範囲を9台の車両（一般利用者用5台、

高齢者及び障害者用4台）と、利用者の予約に応じ、その都度路線設定を行って

運行するシステムである。また図3・2でも示したが、予約は乗車の10分前ま

でに行うためほぼリアルタイムでの運行を行っている。

〈Fia

く言c

Lむ

図3－13Personal　Bus路線図・車両34）

86



第3章

図3－14Flex　Route路線図（Gothenburg）35）

②Flex　Route，（Gothenburg：スウェーデン）

　1996年にSwedenの市街地（約7k㎡）に導入したシステムである。高齢者や

障害者の都市地域内での移動を目的に導入したシステムであり、市街地の端2

箇所にある起点より、30分もしくは60分間隔で出発し、市街地内の路線網を

利用者の予約に受付け運行を行うFlexible方式のDRTシステムである。利用

者は電話やインターネットを通し予約を行う。

③ALLOBus（Paris：フランス）

　既存公共交通の適用が困難な特定のトリップを対象としたDRTシステムに

は、1998年にパリ、シャルル・ド・ゴール空港勤務者の通勤交通手段として導

入されたAllobusがある。既存公共交通の運行時間帯外に空港勤務者が通勤帰

宅を行うため、空港勤務者の通勤トリップに占める公共交通利用率6．5％と、空

港利用者の25％に対して低く、空港勤務者の需要に応じた公共交通整備が課題

となっていた点や、空港付近の非就業者に対してモビリティを提供することに
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より、就業機会を与えることが導入のきっかけとなった。

　運行システムは、電話受付によるシステム出発希望時刻の1時間前までに予

約し、30分間隔での運転を基本とするシステムが導入された36）。

r蠕旦ぺ e『：・J二’

昏A

図3－16　ALLOBUS車両36）

3．6．3北米での導入状況

（1）DRT導入状況概要

　3章2節に示したように、北米では1960年代にDRTの開発及び導入が進み、

70年代に各地で導入が進み、コンピュータを使用した配車技術の開発が進んだ

一方、生産性の低さ等が原因となり、福祉目的や空港アクセスの旅客輸送機関

と特定なトリップを対象としたシステムとなった。その一方で、一般公共交通

としての導入は、FTA　Section18のプログラムで示したように、需要密度が低

く従来型の路線の導入が困難な地域へも適用されている。表3－28にFTA

Section18で適用されている旅客輸送機関の運行形態とその導入地域数を示し、

表3・29に代表的な導入事例を示す。

　導入地域では、地方の都市部及び郡部で適用されているが、対象地域の人口

密度は、1～1300人程度とばらつきがあるが、概ね低密度である。運行形態の

うち、路線当りの導入車両台数は、Venangを除き1～6台程度となっている。

また、対象利用者は一般の利用者を含む場合もある一方、高齢者・障害者の通

院や日常の移動を中心にしている。

　運行上の特徴を整理すると、運行時間は平日日中を中心にしているが、Cu皿ty

Senior　Citizensのように、週1回のみの運行に留まる地域もある。また予約締

切時間については、リアルタイムでの利用が可能なものがCity　of　Soledad

System，　City　ofAlmaで適用されている一方、他地域では、利用前日までにっ

約を締め切る形態をとる。
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（2）北米での具体的な導入事例

①Flex　Route：Minnesota　valley

　アメリカミネソタ州ミネソタバレーに導入されているDRTシステムであり、

既存バスネットワークの一部を補充するシステムである。図3－17に示すよう

に、固定の路線及び停留所が設定され、予約に応じてのみ運行するDeviation

Areaが路線の周り1．2kmに設定されている。予約は利用の2日前までに行う

必要があり、運賃は固定ルート上＄1．25である一方Deviation　Area上が＄1．75

と運賃が高めに設定され、高度なサービスを提供する場合にはそれに見合った

運賃を利用客に対し支払う仕組みになっている。

党

alaxte

LΦr

　　　05ω酬㎏鯵駒古

　　　　　謡声

　u円淀rl4，
Ceunt’財42

　　nms　ge．㍑町
145恐肥鋪く瓢bξ

　　　　　　　｝
Trans6t　Station

　　図3－17Flex　R。ute（Minnesota　valley）路線図as｝

②Taxi　busカナダケベック州

　1996年にカナダのケベック州の過疎地域に導入されたシステムであり、既存

バスの代替交通手段にタクシー車両を利用した運行を行っている。既存のバス

路線と同様に固定された路線を設定し、停留所に時刻表を提示しているFixed

方式であるが、利用者の予約が入らない時刻は運行しないようになっている。

　利用者が利用する際には、予約の1時間前までに運行センターに利用を連絡

する。タクシーを運行する会社は、利用者からバスを利用した場合と同額の運

賃を徴収する一方、行政からは、運行したタクシーで運行した場合の運賃と、

バスで運行した場合の運賃の差額を運行会社に支払う。
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3．7DRT検討課題の整理

　以上で示したDRTの導入に関する取りまとめを　運営・事業としての課題と、

研究上の課題の2点に分類し、以下に整理する。

3．7．1運営者・事業者側の検討課題整理

①制度面の課題
　アメリカ及びEU諸国でのバス事業に対する規制とDRTの導入状況を比較

する。強い規制下においては、地域内のバス事業者によりDRTが運行されて

いる。またオープンアクセス方式及びフランチャイズ方式が適用されている規

制緩和が行われている地域でのDRTには、　DRTを社会的に必要なサービスと

位置づけた、非営利的な運行がなされている。

　DRTは既存バスとタクシv－・・の中間に位置づけられる公共交通機関であり、導

入する際には、既存のバス及びタクシー事業者との調整が必要となる場合もあ

る。また交通政策上の課題も同時に検討すると、地域内の交通計画上どのよう

にDRTシステムの地域内での位置づけを整理することと、運営及び運行主体

を設定する方法の整理と決定方法が必要となる場合がある。

　さらにDRT運行コストの問題には、　ITS技術の導入や運行には数百万の費

用が掛かることや、需要が低密度な地域で導入するために運賃収入が低くなる

可能性があるため、補助金適用や、運行コスト削減に対する工夫が必要となる。

②ITS技術の適用方法とその課題整理

　2000年以降ITS技術を適用したDRTの導入実験が日本各地で行われてきて

いる一方、技術の導入課題及び評価の整理が行われていない点がある。①でも

示したように、ITS技術の導入及び運営には費用が掛かることや、運行管理技

術が今までに無いものであるため、配車係のトレーニングの時間及び費用が必

要となる。

　ITS技術の導入については、適用しない場合の問題点の把握と、ITS技術に

よる問題解決方法と効果の整理が必要となる。具体的には3章5節で示したよ

うに、新しい地域で導入する場合の課題には、ITS技術の導入に対する評価の

整理を行う必要性がある。DRTに使用されるITS技術の個々の特徴整理と導

入費用及びその効果を整理し、カスタマイズを行う方式、また導入した場合の

便益を解くがある。その一方では、日本における過疎地域の導入事例で示した

ように、運行形態が複雑でない場合には、ITS技術を用いない単純なシステム

導入も考えられる。
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③DRT導入計画上の課題

　DRT導入計画フレームの策定を既存バスの計画に基づき整理すると、対象と

なる地域の公共交通計画主体や、運営及び運行に関する行政（自治体）と事業者

の役割分担の枠組みの中32）で、DRTがどのように導入されることが望ましい

のかを以下に整理する。

　DRTの導入計画段階では、中村まちバス（高知県中村市）等のように、地域内

の唯一の公共交通手段としてDRTを導入する場合には、予約に応じた運行形

態（路線設定やサービス内容）を決定し、利用者のサービスに対する受容性への

調査を、導入事前に対象利用者に対し十分に説明を行ったうえで実施すること

や、また実験期間中や実験事後に、実験結果のFeed　Backをする必要がある。

また既存バスとの運行コスト面や提供サービス面の比較を行い、DRTが利用者、

運行者、自治体にとって本当に有効な交通システムかを分析し、導入計画を進

めていく必要がある。

　その一方で、既存バス路線網が設定されている地域では、Campi（イタリア）

のように既存バス代替交通手段として地域内の全路線をDRTに置き換える場

合や、また表3・12のFTA　Section18の事例で示したように、既存バスネット

ワークの補充手段としての導入や、特定のトリップに対応した交通手段として

のみ導入する場合等、DRTの導入状態が多少変化する可能性があるが、公共交

通網計画の上でDRTをどのように位置づけるかという点も重要となる。また、

DRT導入地域の市場環境にもよるが、運営や運行の主体と役割の整理を十分に

行う必要がある。

3．7．2研究側からの課題整理

　DRTの需要側分析には、運行上の特徴である、利用者の予約に応じた運行形

態に対する利用者の受容性や、DRTの提供サv・…一ビスに対する利用者交通行動の

変化に着目した需要の分析方法の構築が必要となる。またこれらは第2章で示

したように、需要を対象地域の平均値として捕らえるのでは無く、個人の交通

行動に与える影響とその行動を元に作成される非集計モデルを適用することが

望ましい。

　また、DRTの供給側分析として、運行形態を踏まえた運行コストの分析手法

確立と運行形態作成手法の決定を行うことが必要となる。具体的にはDRT導

入時の運行コストと提供サービスの関係を示すコスト分析手法の確立と、運行

形態の特徴整理を通した運行導入代替案の作成手法を確立し、他交通手段によ

る運行代替案との比較も同時に必要となる。またDRTの運行コストを分析す

る際には、利用者の予約受付状況により、運行時間・必要台数・走行時間が変
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化し、それらがコストへ影響を与えるため、経路をダイナミックに変更できる

形式をとるDRTの運行シミュレーションを構築する必要がある。

　更には、対象地域にDRTを導入した場合の代替案評価手法の確立が必要と

なる。この時に必要となる構成要素には、DRT需要予測に必要となるモデル、

運行コスト及び提供サービスの算出する供給側の分析を統合する必要がある。
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第4章DRTシステムの需要推計

4．1DRT需要推計の概要

　Demand　Responsive　Transport（DRT）システムは、利用者の需要に応じ、そ

の都度時刻表や経路を設定して運行することができるため、既存の公共交通需

要の少ない地域で公共交通サービスを提供できる可能性があるシステムとし

て期待される。その一方、複数利用者の予約を取りまとめて運行を行うため、

各利用者の待ち時間や乗車時間が、予約を受け付ける人数等によって変化する

可能性がある。そのため、DRTの適用可能性を需要側から推計する場合には、

各利用者の予約によって変化する乗車時刻、目的地到着時刻や所要時間に対す

る、利用者評価を把握する必要がある。またその結果を踏まえ、DRTを導入し

たときの需要推計を行う必要がある。

　以上より、本章では予約を受け付けて運行を行うDRTの利用者評価指標を

設定し、需要推計に必要なサ・・・・…ビス変数を整理する。またその結果を踏まえ、

郊外地域を対象とした、DRTを導入した場合の利用者選好意識調査（SP調査）

を通し、需要モデルを推計しDRTを需要推計手法の確立を試みた。

4．2DRTの提供サービスと評価指標の検討

4．2。1運行方法と提供サービスの概念

　DRTを利用する場合、利用者は、希望乗車時刻と乗車場所をオペレーション

センターに電話やインターネットで連絡し予約する。オペレーションセンター

では、その予約をもとに路線設定やダイヤ設定を設定し、各利用者のトリップ

を決定し、各利用者の乗車予定時刻と乗車場所に折り返し連絡する。利用者は

その連絡内容をもとに、乗車を行い目的地に向かう。また複数利用者のトリッ

プを取りまとめて運行を行うため、必ずしも利用者の希望通りに予約を受け付

けられないことや、他の利用者の予約によって、各利用者が予想した到着時刻

より、実際には遅く目的地に到着することがある。

　1960年代に導入された初期のDRTでは、予約受付やダイヤ作成は手動で行っ

ていたため、利用者が予約をしてからトリップを決定するまでに、数時間・1日

程度かかることもあり、利用の前日までに予約を行う必要があったが3）、現在

ではITS技術の進展によりリアルタイムで予約受付、路線、ダイヤ決定、各利

用者のトリップ決定を行えるようになってきている4）。
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4．2．2運行形態と提供サービス

　上記に示したように、DRTは利用者の予約に応じたサービスを提供するが、

2章2節の運行形態分類方法及び、3章5節の運行形態の特徴で示したように、

サービスの内容は運行状態によって変化し、またそれによって利用者の予約行

為に対する認識も変化する可能性がある。

　Route　Deviation方式の場合には、基本路線と迂回経路の双方で時刻表を設

定されていることが多く、利用者は予約をすることによって迂回経路上での乗

車時刻及び目的地到着時刻を予測することが出来る。その一方で、予約に利用

により、迂回経路の下流側にいる他の利用者に対しては、車両が停留所に到着

する時刻が遅れ、上流側の利用者は乗車時間が増加する。奥村ら5）は、Route・

Deviation方式のDRTシステムの予約による遅れの不効用が利用者の選択行動

に対する影響を検討し、在来のバスシステムとDRTシステムの比較を行うこと

と、情報提供による効果の検討を試みている。

　然しながら、3章5節に示したように、Route　Deviationシステムは、ある程

度の予約による遅れを前提としている場合があることや、予約がほぼ毎回発生

する場合には、迂回が発生した場合のサービスを前提に利用する可能性がある。

更に、迂回の有無による待ち時間や乗車時間の変化が離散的になる可能性があ

り、変数の幅が設定しにくい可能性があることや、迂回経路上から乗車する人

は、乗車時間を予め知っているため、待ち時間の変動を示しにくいことや、迂

回経路が1箇所の場合には、乗車時間や目的地到着時刻が変化しないため、予

約行為が変数に取り込むにくい。

　その一方で、Semi・Dynamic方式や、　Dynamic方式は、　Route・Deviation方式

に比べ経路設定や時刻表設定に柔軟性があるため、予約行為がサービスに与え

る影響を変数に取り込みやすい。利用者は予約を行い、その結果DRTの乗車時

刻及び所要時間が決定する。

　これらのサービスが提供する内容には、任意の時間（Semi・Dynamic方式の場

合には、起点を出発する前までに）予約を行うと、ある時刻までに乗車が出来る。

また、他の利用者の予約が加わった場合には、運行経路を再度設定するため、

乗車時刻や所要時間（目的地到着時刻）がその都度変化する可能性がある6）。

4．2．3利用者評価指標

　DRTは、利用者の乗車場所や目的地に合わせて経路を設定することができる

ので、アクセス時間を短縮することができる。その一方、予約の受付数や各利

用者の希望するトリップのODや時間帯によって、運行するダイヤを変更する

ため、各利用者の待ち時間や乗車時間が変化する可能性がある。よって、予約
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をしてから乗車するまでの時間や乗車時間の変化、アクセス距離の変化を評価

指標にする必要がある。

4．2．4DRTが提供するサービスの整理

　2章3節で示したように、DRTシステムの提供するサー・・d－・一ビス変数は従来のバス

システムと異なり、利用者の予約に応じ変化する可能性がある。4章2節2に示

したようにDoorto・Doorのサービスを提供できる可能性がある一方、利用者が

受けるサービスには変化がある。ここで、利用者に提供するサービスを、運行

形態の特徴を考慮し、また予約の流れに沿って以下に検討をする。図4－1にD

RT利用者の所要時間の概念図を示す。

　利用者は乗車前に予約を行う必要があるが、3章4節に示したように、既存

乗車前（もしくは起点出発時刻の前）までに予約を行い、その際に予定乗車時刻

が決定するが、この後に他の利用者の予約に応じた場合に運行経路及びダイヤ

が変更される可能性があるため、この場合予定していた乗車時刻が変化するが、

Semi・Dynamic方式の場合には、Yngve　6）らが示したようにCall　B　ackによる正

確な乗車時刻を提示することが出来る。その一方で3章6節に示したように、配

車システムでは、各利用者の乗車時刻のずれを前提に予約順に配車を行ってい

ることや、利用者が上記のサ・・・・…ビスに対しある程度満足していることがあり、

またCall・Backシステムは利用者にとって必ずしも便利でないことを検討する

と、変数の設定に必要となる検討項目から外し、ある程度の変化を与えること

にした。

　待ち時間については、図4・1に示したように、予約をしてから乗車をするまで

の時間と、予定乗車時刻と実際の乗車時刻の差の2種類考えられるが、利用者

の予約時間の任意性と、複数利用者の予約取りまとめによる希望乗車時刻との

待ち時間（1）

待ち時間（2）　　　乗車時間

迂回による遅延

時刻丁

予約申込 実際の乗車時刻

実際の目的地

@到着時刻

予定到着時刻　　　　　　　目的地到着

@　　　　　　　　　　　（利用者予測）

図4－1各利用者のDRT所要時間に関する概念図
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実際の乗車時刻のずれを考慮して、予約希望時刻と乗車時刻の差を待ち時間と

した。また、予約してから乗車するまでの時刻は、繰り返し利用していく間に

利用者が経験的に行動パターンを決定する可能性があるが、適用可能性を把握

する上では、初期の状態を設定し、提供されるサービスに対する利用者の受容

性を調査することが望ましい。よって本研究では、利用者の予約を受け付けた

後にすぐに配車を行い、乗車時刻を決定することができ、任意の時間に予約が

可能であるシステムと前提条件を設定する。また乗車時間は、他の利用者の予

約が加わることによって変化することを考慮した。以上をまとめ、DRTが提供

するサ・・…ビスの利用者意向調査に必要な変数を検討した。交通手段の選択要因

は、所要時間に関する変数、費用で示される選択肢別属性や個人属性がある。

DRTの属性を予約による所要時間変化に着目して表4・1に示すように整理した。

4。3利用者選好意識調査概要

4．3．1DRTシステム対象地域及び対象トリップ

　2章で示したように、DRTは公共交通の需要が少なく、既存公共交通の適用

が困難な地域に適用されている。このうち高齢者や障害者の特定利用者を対象

とする場合は、対象地域の人口密度に関係なく、需要規模が小さくなる。その

一方で、利用者を限定しない場合、対象地域の需要密度が分散する、郊外地域

や過疎地域が対象となる。また、郊外地域の場合、朝夕の通勤交通手段は、既

存の公共交通が確保されている。しかしながら、日中に行われる買物や私事が

目的の移動は、通勤・通学の移動に比べ少ない可能性がある。以上より、郊外

地域で起こる日中の移動を対象とした。

　郊外地域で平日日中に起こる交通行動は、自家用車の利用が中心となる一方、

既存バス路線は運行間隔が長く不便である可能性がある。そこで、既存バスを

DRTに置き換えた場合に、　DRTの選択可能性を推計するため、自家用車とDRT

の比較を行うこととした。また郊外地域では、駅前やその周辺に商業施設があ

ることを仮定し、自宅から駅前までの日中の買物トリップを対象とした。

　　　　　　　　　　　表4・1DRTが提供するサinビス変数

サービス変数 DRTのサービスに関する変数

車外時間
アクセス時問

既存バスより短縮でき、Doαrto・Doαrの

@　サービスの提供可能性がある。所要

條ﾔ 待ち時間 予約から乗車するまでの時間

車内時間 乗車時間 他利用者予約により起こる迂回による遅延

その他 免許保有、自家用車保有等の個人属性
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4．3．2DRTの提供するサービスと選択肢の設定

　4章2節3に示したように、DRTが提供するサービス変数は、予約をしてか

ら乗車する時間と、乗車してから目的地に到着するまでの時間とし、乗用車は

目的地までの車内時間を設定した。1対比較に使用する選択肢の組み合わせは、

自家用車所要時間2通りに対し、DRTのサービスレベルが23で8通りであり、

合計16通りとなるが、実験計画法で使用する直交表Lsを参照し（表4・2）、交互

作用が同一となる代替案の片方を外し、自家用車の所要時間毎にDRTサービ

スレベルを4通り設定し、選択肢を8通りとした7）・8）。

　各変数の値の設定には、大都市郊外地域での居住地域～駅間でバスと自家用

車の分担率が高いと考えられる地域であることと、既存のDRTが提供するサ
ー一・・‘ rスを基準に出来ることの2点を考慮した。バス・自家用車の分担率の高い

地域を検討すると、駅を中心とした場合に5km距離の距離であるので、駅か

ら5km離れた駅前まで平日日中に買い物に行くという条件を設定し、乗車時

間を表4・3に示す、既存DRTのサービスを基準し表4・4のように設定した。’

　また、日常の交通行動が選択行動に与える影響を検討するために、普段日中

駅前まで利用している交通手段と、その所要時間、また日中の自宅付近のバス

運行間隔を個人属性として質問内容に組み込んだ。

表4・2　SP調査に使用したDRT変数の設定方法（直行表L8）

代替案
属性 2因子交互作用 3因子

�ﾝ作用
予約条件
i待ち時間）

乗車

條ﾔ
遅延

條ﾔ
待ちx
謗ﾔ
待ちx
x延
乗車x
x延
乗車x待ちx
@　遅延

1 1 1　， 2

2 1 1 1 1 1 1 1

3 1 2 2 2 2 1 1

診　ぴ　　　㌢

@4
念％

@　1
幼ず ⇔献鰻グ

i劉灘㌦郷 パ　　　ヴ@2
灘1 〆・　　　　㌣　　舞　織　灘

@　　1
5 1 1 1 1 2 1 2

灘2ぷ綴 ・1・灘 灘　　得
・麟　　∫翻　　“ 紗　　繍 灘　ハ　ξ撤， 診　灘　・　　　ぷ

7　騎 日／ 2・ 彩灘欝餓 繍　　　　　㌔灘

8 1 2 2 2 1 1 2

※　灰色の行は複数因子の交互作用を無視した場合に消去できる。
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表4Y3　D即「が提供するサービス指標制）

地区名 予約希望時間差 待ち時間 乗車時間

高知県中村市（日本） 11．8 95

大阪市南港地区（β本） 1a4

正園do㎡b］d（アメリカ） 一2．1 12．6 99

Dav㎝Pαt（アメリカ） 10～20 10～12

Batavia（アメリカ） 10～15 11

AmA吻㎡アメリカ） 108 126

単位：分

表4－4調査項目

項目 自家用車　　　　　　　　　　　DRT

アクセス時間 自宅の前から利用が可能

予約の条件僑ち時勧 一 乗車の10分・15分前までに予約する。

車内時間 10分・15分
　　　15分、20分
圏?p者の予約による遅れ：0分10分）

個人属性

●　性別・年代・免許保有・駅までのアクセス（交通手段・所要時間）

怐@自宅付近のバス運行間隔

怐@DRT（ディマンドバス）の認知度

4．3．3調査方法

　大都市郊外地域である神奈川県県央部で、平成14年2月15日に実施された、

都市交通に関するシンポジウム参加者を対象に、日中駅前までの買い物トリッ

プを対象にしたDRTの利用者選好意識調査を行った。シンポジウム参加者に

対し、予めDRTシステムの利用方法を紹介し、　DRTの利用者選好意識調査を

回答者にプレゼンテーション形式で1対比較の質問を提示し、予め配布した回

答用紙に選択する交通機関を記入して頂く方式で実施した。

4．4DRT利用者選好意識調査結果

　回答者のうち、免許を保有し、また自宅付近にバスが運行されているため、

自宅からバス及び自家用車が選択可能性のあるトリップを行う回答者を有効

票とした。以下に回答者の個人属性やDRTの選択状況を集計する。また調査デ

ータよりDRT選択モデルを構築する。
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4．4．1SP調査回答者の属性

　図4・2に回答者個人属性、図4・3及び図4・4に回答者の普段の交通行動とDRT

の選択状況の比較を集計した結果を示す。シンポジウム参加者の年代は40代

程度が際頻地であり、性別では男性の回答者が大半を示す。回答者の普段の交

通行動に関する指標に着目すると、日中のバス運行間隔が20分以上の場合に

はDRTを利用しない傾向にある（図4・3）。また普段の移動に自家用車を利用し

ている利用者の方がDRTを選択する傾向にある（図4・4）

14

12

　10
ミ

碁8

細6
回

　4
2

0

7磯

縦

50％

蒙　40s

姦

柘3磯

2眺

10％

国男性　　■女性　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　！

・’

w　　　　i
@　　　　　　‘］　　　　　　　i　　　　　　　‘　　　　「

@　　　　　　　1
@　　　　　　　　　　　：　　　　　　　．1　　　　　　　1　　　　　　　　’

：

20代 30代　年代　40代

図4－2回答者属性（年代・性別）

50代

i

四非選択層

｡選択層

1

1

’

～9分 10分～20分　　21分～30分

　日中バス運行間隔

図4－3バス運行間隔と選択状況

3i分～
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70％

60％

50％

40％

30％

20％

10％

O％

非選択層 選択層

ロ自家用車利用

■自家用車非利用

図4－4自家用車の利用状況と選択状況

表4－5判別分析結果

自家用車利用（dummy＝1）

的中率：63．1％（0．10）

（0．12）

0内　有意確率

4．4．2DRT非選択「層の要因特定

　以上の結果よりDRTのサービス水準が変化しても、自家用車のみを選択する

回答者（非選択層）が存在することが分かった。そこでバスの利便性がDRT選択

に与える要因を調べるために、被説明変数を選択層及び非選択層のダミー変数

（非選択層ダミー＝1）とし、判別分析を行った。結果を表4・5に示す。これより、

日常の交通行動が、DRT選択に影響を与えていることが分かる。

4．4．3自家用車、DRT選択需要モデルの推定

　有効サンプルのうち、選択層のデータを使用して、自家用車とDRTの選択状

況を推計する2項ロジットモデルを適用し、DRTの利用者数を推定した。ある

個人nが交通手段iを選択する確率Pinは、式（1）のようになる。

　モデルの推定結果を表4・6に示す。DRTの変数は、予約してから乗車するま

での時間と車内時間の2っを使用した。このうちDRTの車内時間は、遅れ時間

を含んだ値を適用した。他の利用者の予約遅れによる変動による選択状況が
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表4．6非集計モデル推定結果

交通手段 自家用車 DRT
予約してから乗車するまでの時間（車外時問）

一
一〇12（一工64》

車内時間 一α34（－473） 一α16（－a4カ

一68．0

P』0、18

的中率 73％

サンフ馳数 N＝120

0内t値

　　　　　　　　助（Vin）

　　　　　　　瑳1鋤侮）

　　　Pin・eeある個人nが交通手段iを選択する確率

Vin・φ・ある個人皿が交通手段iを選択したときに得られる効用

　　　　　　Uin…　　確定項，εi皿…確率項

に対して抵抗が大きかったため、尤度比が0．18と低めの値であるが、各変数のt

値及び的中率は概ね良好であった。

このモデルを使用し、DRTが提供するサービスが変化したときの利用者の選択

状況を推計することができる。

4．5DRTのサービスレベルと選択状況

　4。4で構築したモデルを使用して、神奈川県県央部で、居住地域～駅前間

のDRTシステムの導入を行った場合を想定し、予約してから乗車までの時間や、

迂回による車内時間を変化させた場合の選択状況を推計する。

4．5．1対象地域の設定条件

　神奈川県県央部の駅前から、団地等の居住地区が終点になっているバス路線

のうち、DRTの予約受付から乗車までの時間や車内時間の変化による選択状況

の変化を比較できるように、駅からのバス路線距離が概ね3・4kmの区間を選択
　　　　　　　　　　　　　1し、既存バスをDRTに置き換えた場合のDRTの選択確率を推計した。また自家

用車及びDRTの走行経路・路線及び、速度は表4・7に示すように設定し、手段

別の駅から対象地域距離を表4・8に示す。また対象地域概略図を図4・5に示す。
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表4－7自家用車及びDRT設定条件

自家用車 DRT

経路・路線 最短経路を選択
既存バス路線と同様の路線を設定し予約

@　　　　　　により迂回

走行速度 18km∫h 12km／h

表4－8対象地域の駅からの距離

地区名 最寄駅
駅からの距離（km）

自家用車 DRT

緑ケ丘 本厚木 3 3

松連寺 本厚木 4 4

国分寺台 海老名 3 4

毛利台団地 本厚木 3．5 4．5

緑ケ丘
家用車．夙パス：紮●

毛利台団地
自家用車：3．5㎞」パス：4，5㎞

／

　松蓮寺
自家用車4㎞パス4㎞

海老名駅’

t一
a．三・

／／

　国分寺台
自家用車：3㎞，バス：4㎞

　　　　　　　〆

（C）Sh。bunsh；PCbli6、ti。．，，Tnc．．2000

　　　　　　　凡例　バス路線一　起点口　　終点0
■■■
　1km

図4－6対象地域概略図‘2）
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4．5．2DRT選択確率の変化

　予約してから乗車するまでの時間を、10分・20分・30分と変化した場合を図

4・7に、車内時間を既存バスと同様に迂回しない場合、迂回により経路長が1、5

倍及び2倍と変化させた場合の結果を図4・8に示す。

　予約してから乗車するまでの時間（図4・7）と車内時間が長くなった場合（図4・

8）は、駅までの距離に関係なく、DRTの選択確率が大きく下がっている。この

うち、図4・7に示ず自家用車とDRTを利用した場合の居住地域から駅までの距

離が同様の地区である緑ヶ丘（駅～居住地：3km）と松連寺（駅～居住地：4km）

を比較すると、距離が長い正連寺の方が予約から乗車までの時間に関係なく、

DRTの選択確率が高い、この理由は表4・6に示したように、　DRTの車内時間効

用の係数が自家用車の車内時間の係数より小さいため、乗車時間（距離）が長く

なった場合にDRTの効用が相対的に大きくなるためである、

　その一方で、図4・8に示すように迂回を行い経路長が長くなった場合には、各

地域共に駅までの距離が長くなるにっれ、迂回の経路が長くなり、DRTの乗車’

時間の効用が自家用車と比較した場合に相対的に低下するため、DRTの選択確

率は低下していることがわかる。また自家用車を利用した方がDRTを利用した

場合より駅までの距離が短い場合も、上記と同様の選択確率の変化が見られる。

　さらに、自家用車を利用した場合の駅までの距離がDRTを利用した場合より

短くなる場合である国分寺台と毛利台団地でのDRTの選択確率は、両手段の駅

までの距離が同様となる緑ヶ丘や松連寺に比べ、半分程度となっていることが

分かる。

　以上より、DRTは提供するサービスの変化により、選択確率が大きく変化す

ることが分かった。また需要側から判断したDRTの適用可能性がある地域の条

件は、予約受付から乗車までの時間の変化や車内時間の変化が少なくなるよう

な、利用者の需要が空間的にまとまっている地区で、予約を受け付けたときの

路線の迂回が短くなるように道路が整備されている地区となる。上記で設定し

た路線の条件を踏まえると、終点付近の利用者居住地域付近や、駅付近の商業

地域で、利用者の予約を受け付け運行できるように路線を設定する必要がある。
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一◆一一緑ケ丘

一h・国分寺台

一＋松連寺
一一｣・毛利台団地

　　　　0．60

　　象
　　Si　O・40

　　塁

　　製0．20
　　注
　　a

　　　　O．00

　　　　　　　　　10分　　　　　20分　　　　　30分

　　　　　　　　　予約してから乗車までの時間（分）

図4－7DRT選択確率変化（予約してから乗車するまでの時間が変化した場合）
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4．6まとめ

　本章では予約を受け付けて運行を行うDRTの利用者評価指標を設定した上

で、需要推計に必要なサs・…一・ビス変数を整理した。またその結果を踏まえ、DRT

を導入した場合のSP調査を通し需要モデルを推計し、DRTの需要側からの適用

可能性の評価を行った。

　DRTが利用者に提供するサービスの指標は、予約を受け付けた場合に起こる、

所要時間の変化を踏まえる必要があり、需要の推計を行う場合にも上記の点を

考慮する必要がある。また、DRTが提供するサービスが変化することにより、

選択確率が大きく変化するため、DRTの適用可能性のある地域は、利用者の需

要が空間的にまとまっている地区で、予約を受け付けたときの路線の迂回が短

くなるように道路が整備されている地区となる。
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第5章運行特性を踏まえたDRTシステムのコスト分析

5．1導入

　1章で述べたようにDRTは、利用者の需要に応じた運行方式を取るため、

交通の需要が少なく、従来の公共交通機関の整備が困難な地区に適した交通シ

ステムとして期待される一方で、需要に応じ運行するため、1台あたりの利用

者数が増加した場合、運行時間が長くなり、各利用者の所要時間の増加や、そ

れによる利用者の利用敬遠が起こる可能性があり、場合によっては一部利用者

の予約を拒否せざるを得ない場合がある。また上記の問題を解決するために、

導入車両数を増茄させると、運行にコストが増大する可能性がある。以上より

DRTの運行を計画するには、需要に応じた運行方式を整理した上で、運行に

必要なコストを分析し、利用者に提供するサ・…一一ビスの推定を行う必要がある。

また、本当にDRTがコスト面で地域に適切なシステムかどうかを評価するた

めには、DRTを他の代替するシステムと比較する必要がある。

　以上を踏まえ、本章ではDRTの利用者の予約に応じた運行方式の特徴を整

理し、DRTのコスト分析を行うことと、　DRTIを含めた既存バス撤退後の代

替的公共交通システムに着目し、コスト面から評価検討をすることとした。

5．2DRT運行方式の整理とコストの分析方法

5．2．1遮用可能性のある対象地域とトリップ

2章で述べたように、対象地域内での公共交通に対する需要が少なく、既存

公共交通の適用が困難な場合にDRTの適用可能性がある。これを対象利用者

と人口密度の2項目に着目し表5・1に整理する。利用者を移動制約者に限定

した場合、対象地域の人口密度に関係無く、需要密度が低下するため、DRT

の適用可能性が期待できる。具体的には、病院等の施設巡回型のDRTが考え

られる。一方で利用者を限定しない場合で人口密度が低い地域では、需要密度

が低く、既存バスの運行が困難となり、代替交通手段としてDRTの適用が期

待できる。また人口密度が高く、利用者を限定しないときには、対象地域の人

口密度は高くなるが、路線を詳細に設定した場合路線当りの需要密度が低くな

り、都市部で高密度なサー・一・一・・ビスを提供する、DRTの適用可能性が考えられる。
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表5・・1DRTの適用可能性のある地域とトリップ

　　　　　　人口密度

ﾎ象利用者
高 低

高齢者・障害者等の

@　移動制約者

都市部で福祉目的の交通として導

?ｳれるDRT（あ）

郊外・地方部で福祉目的の交通

ﾆして導入されるDRT（しう

限定しない
都市部で高密度なサービスを提供

ｷるDRT（う）

既存バス代替交通手段として導

?ｳれるDRT（え）

5．2．2運行形態によるDRTの分類と整理

　2章に示したように、DRTは地域内の様々な場所から、任意の時刻に発生

する利用者の需要を取りまとめて、経路やダイヤを決定する運行方式を取る。

そのためDRTの運行方式を分類するには、需要に応じた運行経路の設定範囲

と、ダイヤ設定の柔軟性の2点を踏まえた分類方法が望ましい。以上を踏ま

え、運行方式の分類と運行形態を以下に示す。

（1）Route　Deviation方式

　既存バス路線と同様に基本路線を設定し、路線の一部に予約に応じて運行す

る迂回経路を追加した路線設定を行う。この場合路線の一部区間（停留所）のみ

で予約に応じるため、予約に応じられる範囲は一部地域となる。また基本路線

にはダイヤの設定を行い、迂回経路の予約が入った場合のみダイヤを変更する。

（2）Semi・Dynamic方式

　起終点を設定し、その間の経路を予約に応じ決定する。起点を出発する前ま

でに利用者の予約を締切り（以下予約締切時刻と記述）、運行経路を決定するた

め、各利用者の乗車後に経路や乗車時刻の変化は起こらない。またダイヤは、

起点の出発時刻を基準に等間隔に運行するよう設定されている。（以下起点出

発間隔と記述）

（3）Dynamic方式

　対象地域内に路線網を設定し、利用者の予約に完全に対応をした運行方式を

取る。利用者は任意の時刻に予約を行うことが出来る一方、運行中に予約を受

付けるため、各利用者の待ち時間や乗車時間の変化が起こる。’ ﾜた少ない車両

数で運行する場合、運転者の休息時間やシフト等の勤務形態によって、運行時

間が制約される可能性がある。
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5．2．3コスト面からみたDRT運行方式の着目点

　DRT運行に必要なコストを、既存バスと同様に施設費用と運営費用に分類

し検討する。施設費用は車両購入費や、配車に必要となるオペレーションセン

ター、車庫等の施設購入費がある。運営費用はDRT車両運転時に必要な運転

者の人件費や燃料費、車両の修繕費や減価償却費が含まれる。DRT運行のコ

スト分析では、1章に示したように需要に応じた運行により運行時間や導入車

両台数が変化するため、運行形態を整理しコスト変化に着目する必要がある。

　5章2節2で示した運行方式を、表5・1で示した適用可能性のある地域と対

応させ、コスト分析の課題を以下に示す。

　都市、郊外及び地方部で対象地域に高齢者・障害者向けに導入されるDRT

は（表5・1（あ）、（い）に対応）、移動機会を与えることを目的としているため、待

ち時間や乗車時間の変化よりも、利用機会の有無が利用者の選択要因となる可

能性が高い。よって、運行中に予約に応じ各利用者の待ち時間や乗車時間に対

する変化の影響が大きくなる可能性があるDynamic方式の適用可能と考えら

れる。またコストを分析する上では、対象地域内の移動のみを目的とするため、

車両の運行時間を中心に行う必要がある。

　都市部で対象利用者を限定せずに運行するDRTや（表5・1（う）に対応）、郊

外地域で沿線の一部に需要が少ない地域がある郊外地域に運行するDRT（表5・

1（え）に対応）は、基本路線に対し，利用の少ない一部区間に迂回経路を追加する

Route　Deviation方式の適用可能性がある。　Route　Deviation方式は、迂回経

路の運行を前提に、ダイヤの設定を行い、経路長や、必要車両台数の設定を行

うと、予約数の変化によるコストの影響が少ないと考えられるが。予約の発生

数や運行形態とコストの関係を分析する必要がある。

　郊外地域で利用者を限定せずに運行するDRTは（表5・1（え）に対応）、対象地

域の居住地が散らばっていた場合、複数箇所から発生する予約を取りまとめて

運行する必要ある。その一方で、利用者の待ち時間や乗車時間が大きく変化す

る可能性があるため、起点の出発前までに予約を取りまとめ、その予約に応じ

経路を設定して運行する、Semi・Dynamic方式の適用可能性がある。コストを

分析する上では、起終点間で予約に応じた経路やダイヤの変化に応じ、利用者

の待ち時間や乗車時間の変化や、コストの分析を考慮する必要がある。

　以上の運行形態のうち、高齢者及び障害者を対象としたDRTは、本研究の

目的としている利用者サービスとコストの関連性が少ないため、分析対象から

外した。よって、平日朝夕は、通勤及び通学交通のトリップが多く、需要が多

いが、平日日中の需要が相対的に少ない、郊外地域におけるRoute　Deviation

方式（3節）とSemi・Dynamic方式（4節）の運行システムを分析対象とした。
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5．3Route　Deviation方式のコスト分析

　本節では、Route　Deviation方式の運行コストを算出し、予約に応じた運行

形態がコストに与える影響を分析する。

5．3．1条件設定

（1）路線・ダイヤの設定

　対象地域を既存の公共交通でバス・自家用車の分担率の高い地域とすると、

駅を中心とした郊外地域の場合、距離は4・5km程度となるので、駅を中心と

して5kmの路線長とする。また固定路線に加え、路線の中間部に利用者の予

約に応じて運行する迂回経路を設定する。路線概要図を図5・1に運行ダイを、

表5・2に示すように設定する。

（2）費用構造と運行費用設定

　DRTの導入及び運行に掛かる費用には、導入時に掛かる資本費用と運行時

に必要となる運営費用、修繕費用及び管理費用により構成される。具体的には

初期投資に必要な車両購入費用やその他運行に必要な費用、運行時に掛かる人

件費や燃料費用、また車両修繕やシステム更新に掛かる費用がある。本節では、

予約に応じた運行費用の変化に着目し、車両の運行に掛かる人件費や燃料費な

どを表5－3に示す。

表5－2　運行ダイヤ設定項目

設定項目 設定値

路線長 基本路線＝5km，迂回路線＝1km

運行速度 12km

運転間隔 15，30，60分

運行時間 10時間

折り返し時間 最低折り返し時間＝5分

迂回経路予約発生頻度 ボアソン分布に従うと仮定（平均値30，60，120分）

表5・・3運行費用原単位

コスト分類 費用（円／台km）

人件費 314．7

運送費 燃料費 21．6

修繕費 17．3

一般管理費 人件費 20．9
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図5－1Route　Deviation方式概念図

5．3．2運行コスト算出

　運転間隔や迂回経路の予約発生頻度が変化した場合の運行時間や必要車両台

数等の運行状況変化や、運行コストを算出する。

（1）運行状況

　予約発生確率及び運転間隔を変化させた場合、DRTの1日当りの総運行時

間（折返時間と走行時間の総和）を図5・2に、必要車両台数を表5・4に示す。

　総走行時間は予約発生頻度に応じ削減可能だが、必要車両台数は短時間に予

約が集中した場合、最大限車両が必要となるため、車両数削減は期待出来ない。

　運転間隔に着目した場合、総運転時間は全運行で予約に応じると、予約を受

付けた運行を行わず運転間隔を半分にした場合と同様になる。必要車両台数は

予約発生頻度に関係なく、予約に応じ運行をした場合、予約受付を行わず運転

間隔を半分にした場合と同様の車両数が必要になる。

（2）コスト計算

　表5・3で示した運行費用と、初期投資に必要な施設費用となる車両購入費用

を用い、年間運行コストを算出する。導入車両は中型バスで購入費用を1000

万円／台とするe図5－3より運転間隔が短い場合予約発生頻度の減少に伴いコ

ストが減少するが，運転間隔が長い場合は変化が無い。図5・4に費用の内訳を

示す。施設費用は変化の少ない車両購入費が4割程度占めているが運行コスト

は予約に応じた走行時間の変化により削減できる。運行時間の内訳を図5－5

に示す。これより折返時間変化がコストに影響を与えていることが分かる。
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表5－4運行頻度・予約発生頻度別導入台数（単位：台）

平均予約発生間隔（分）
導入台数（台）

全迂回 30 60 120 迂回無し
15 6 6 6 6 4
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（3）ダイヤ設定が運行に与える影響

　上記の計算では、迂回経路を運行する場合としない場合で、1往復に掛かる

時間（走行時間＋折返し時間）が変化する場合を検討した、ここでは迂回経路の

運行に関わらず、1往復に掛かる時間が変化しない場合を検討する。表5－－2の

条件のうち基本路線長を4km・運転間隔が15分と設定した場合の総運行時間

を図5・6に示す。この場合、総運行時間及び必要台数は、予約発生頻度に関係

なく一定となり、コストも同様に一定となる。

5．3．3運行コストと予約受付けの関連

　予約が集中する場合に、一部の予約を拒否した場合の導入台数とコスト変化

の関係を検討する。導入台数を1台削減し，運行コストを削減した場合の予約

の拒否率と予約を拒否した場合のコスト削減率の関係を図5－　7に示す。予約

を拒否することにより、走行時間や導入車両台数を削減でき、コストが1～2

割程度削減される。

5．3．4Route　Deviation方式運行コストまとめ

　Route　Deviation方式のDRTシステムでは、時間的に変動する需要に応

じコストを検討する必要があり、既存バスのように平均的にコストを検討せず、

確率的にコストを算出する方法が望ましい。

　利用者予約が短時間に需要が集中した場合は、最大限のコストが掛かり、迂

回経路を固定路線の一部として運行する場合とコストに違いが見られないこと、

またダイヤ設定にコストが影響されることをRoute　Deviation方式導入時に

考慮する必要がある。

1．1

冊1　・0

璽

rcO．9
☆

「TO．8

0．7

｝　　　　　　　　”

◇

◇　　◆

◇

0 O．1 0．2　　　　　　　　α3　　　　　　　　0．4

予約受付拒否の割合

0．5

図5－7予約拒否と：】ストの関係（路線長5km）
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5．4Semi－Dynamic方式DRT運行コスト分析

　本節では、需要の発生状況によって、運行時間や必要車両台数が変化するこ

とを考慮した、Semi・Dynamic方式のDRTの運行シミュレーションの構築を

通し、運行コストの分析を行う。

5．4．1Semi－Dynamic方式の運行方式整理

　5章2節で示したように、Se皿i・Dynamic方式の運行方式では、起点を基準

に起点出発時刻と、予約締切り時刻の設定を行う。そのため、利用者は、乗車

後に他利用者の予約による乗車時間の変化を受けないので、予約する時間帯別

の目的地到着時刻を判断できる。また運行側は、各便で受付ける予約の時間帯

が分かる。

5．4．2需要の変化が利用者及び運行側に与える影響

（1）利用者に与える影響

　利用者が目的地に到着するまでの交通行動を、DRTの予約行為を含めて検

討を行う。利用者は目的地への到着時刻を予測し、その予定到着時刻に到着で

きる時間帯で、希望乗車時刻を検討し予約を行う。また利用希望時刻に運行し

ている便が、他の利用者の利用が多く、経路長が増加し、終点到着時刻が遅延

してしまう場合、利用者は次の便の利用を求められる。この場合目的地の到着

時刻が予定の希望時刻より遅れるため、利用者は利用を中止する可能性がある。

（2）運行側に与える影響

　運行側では、目的地を一定間隔で運行する各便への予約を、予約締切り時刻

まで、予約の入った順に、基本経路に迂回する形で受付ける。また、予約締切

り時間まで予約を受付けると、需要が増加した場合や需要が短時間に集中した

表5唱需要の変化による各指標の影響

利用者側指標

酬 運行方法
1台当り路線長 導入車両台数 コスト 利用者サービス

（変化無o ノ 7 ＼
増力日 運行本数増加 ／ ズ

予約拒否 ＼
（変【ヒ無し） 、 メ

勘 運行本数削減 、 ＼
凡例　増加：7r減少：N変化無し：≒〉
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場合に、各便の路線長が増加し、利用者サービスの低下やコストが増加する可

能性がある。また、そのような状況に対応するために予備車両を準備すると、

導入車両台数も増加する可能性がある。この場合、起点出発間隔の短縮をして、

前もって需要が集中した場合を想定して起点出発時刻を短くした場合や、需要

が短期間に集中した場合には予約の拒否を行うことにより、路線長の増加を防

ぐことができるが、起点出発時間を短縮する場合には、導入車両台数とコスト

が増加する可能性があり、予約を拒否した場合には、予約できなかった人の利

用者サービスが低下する可能性がある。

　また利用者数が減少した場合、各便が受付ける予約数が減少するため起点出

発間隔を延長できるが、平均乗車密度が増加するため、待ち時間や乗車時間が

長くなり、利用者サービスが低下する可能性がある。以上を踏まえ、需要の変

化による影響を表5・5に整理する。また、予約が成立しない条件を整理すると、

運行側による予約拒否の原因は、経路長の増加や他利用者サービスへの影響と

なり、利用者側からの利用中止は待ち時間や乗車時間の増加や、その結果起こ

る到着時間の遅延が原因となる。

5．4．3評価指標の考え方

（1）利用者サービス指標

　利用者に提供するサービスは予約に応じた運行により変化するため、既存の

バスと比較して評価指標を以下に整理する。

①待ち時間

　既存バスでは時刻表をもとに、待ち時間を検討できるが、DRTでは、利用

者は予約受付け時に、乗車時刻を確認する（以下予定乗車時刻と記述）。この時

刻を時刻表に提示されている時刻と考え予定乗車時刻と実際に乗車する時刻と

の差を待ち時間と考える。また予約締切り後に最終的な乗車予定時刻をもう一

度連絡した場合（CaU　Back）、渋滞等の遅延が無い限り予定乗車時刻と実際に

乗車する時刻が一致する。

②乗車時間

　乗車時間は、実際に乗車してから目的地に到着するまでの時間であるので、

既存交通と同様となる。他の利用者を受け付けた場合は、経路が変更されるた

め、各利用者が予約を行ったときに確定した、予定乗車時間が変化するが、利

用者の予約は起点出発時刻より前に締め切るため、利用者が乗車した後は乗車

時間の変化は無い。
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③所要時間

　所要時間は、利用者が予約を行ってから目的地に到着するまでの時間の和で

あるので、待ち時間、乗車時間の他に予約を行ってから実際に乗車するまでの

時間を考慮する必要がある。

④LOS指標
　他利用者の予約を受け付け、運行する場合の所要時間と、利用者が予約を行

って直ぐに乗車ができ、各利用者に対し、最短経路で運行を行った場合の所要

時間を比較する指標を検討する。

　利用者が予約を行ってから、目的地に到着するまでの所要時間を検討した場

合には、LOS指標は（1）式に示される。この指標は、上記で示した、待ち時間、

乗車時間の指標の他、利用者が予約を行ってから乗車するまでの時間を含むた

め、利用者が任意の時間に予約を行う場合のサービスが検討できる。一方で、

予約したときに決まる乗車時刻を時刻表を調べる行為と同様に考えると、予定

乗車時刻から到着時刻の差が所要時間となり、LOS指標は（2）式のようになる。

（2）DRT運行評価指標

　DRTの運行側評価指標には、コストの影響要因となる、必要車両台数と走

行時間を検討し、運行に必要なコストを検討する必要がある。また、需要に応

じた運行により発生する迂回状況を把握する必要がある。さらに利用者の需要

に応じた状況を把握するために、輸送人員や、利用を中止した人数を評価指標

として取り込む必要がある。以上を踏まえ表5・6に運行側評価指標を整理した。

　　　　　　　　　　　LOS指標式

（目的地到着時刻一予約時刻）　　　　　　　＿（待ち時間＋乗車時間）

表5－6運行側評価指標

分類項目 評価指標

運行状況把握 運行時間・必要車両台数・迂回状況（運行時間比較）

コスト 運行コスト

輸送人員 利用者数・予約不成立の人数
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5．4．4シミュレーション前提条件

（1）対象地域

　対象地域を平日日中の公共交通需要が低い郊外地域として、既存バス代替交

通手段、であるDRTの導入を検討する。　DRTの利用が中心となる移動距離は、

徒歩や自転車による移動が困難な地域であると仮定し、既存バスや自家用車と

比較を行う。既存バス及び自家用車の端末交通分担率が高い地域は、駅を中心

に4～5kmの地域である11）ので、　DRTも同様の距離と仮定できる。また既存

DRTの導入地域規模は、10km2～30km24）12）程度だが、対象地域が広範囲に

及ぶ場合、既存バスとの競合や、複数路線の設定も検討する必要があり、予約

行為以外の条件を検討する必要がある。よって、対象地域に単独路線のDRT

システムを導入することとし、対象地域の規模及び形状を縦4km，横2．5kmで

面積10k皿2の長方形とした。また対象地域の片側に駅を設定し、対象地域内

では任意の方向に移動が出来ることとする。（図5・8参照）

（2）対象地域需要及びトリップ

　DRT利用者のトリップは対象地域の任意の場所から、乗車し、降車場所は

駅前とする。需要発生の分布系は、希事象の発生を示すボアソン分布を使用し

た。また需要が発生するメッシュの大きさは、DRTに乗車するまでのアクセ

ス距離を100m程度と考慮して乗降位置の間隔を考慮し、200m間隔とした。

設定したバス路線が通る道路密度は10km／km2となる。これは、典型的な郊

外地域では、15～20km／km2であることを考えれば、実現可能な設定値であ

ると考えられる。

炉国ロ→〉醐団旨■噸声旨「

2．5km

4km

凡例：基本路線ロー■・　巡回方向→

図5－8対象地域概略図
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（3）DRTシステム運行条件’

　Semi・Dyna皿ic方式のDRT運行方式では、5章2節で整理したように、起

点の出発間隔や、予約受付方法の設定が必要となる。DRT運行方式設定条件

を、表5・7に整理する。DRTの運行速度は平日日中の渋滞が起こらない時間

帯に運行することを考慮し、12k皿∫時とした。また配車方法を整理する上では、

予約が利用者及び運行側に与える影響を整理する必要がある。利用者は希望す

る便への予約が路線長の制約より行えない場合、次の便へ配車される。この場

合、利用希望時刻と乗車予定時刻の差が大きくなるにつれ、利用者は利用中止

する可能性が大きくなる。利用希望時刻と乗車予定時刻の差と予約成立の関係

を図5・9に、予約受付のフローを図5・10に示す。

表5－7運行設定条件

熔
路線設定 駅を中心に巡回型の路線を設定し、予約に応じて経路を変更

起点出発間隔 等間隔に設定（5分一120分）

走行速度 12km血1⑳

起点での待機時間 最小待蜘寺間5分

予約蹄切時刻 起点出発15分前まで
予約受付方法

予約受付内容 予約時に連絡

起点に近い順に予約受付
配車方法

各便の路線長制限 目的雌蹴刻の」銀を持たせ、蹴長を最大8㎞と設定

1

0．8

虫

肺0．6e

窯0．4

0．2

0

◆

◆

◆　◆　　◆ y＝1．1431e－o・1397x

@R2＝0．7968

◆

◆

◆　◆

◆

0　　　　10　　　　20　　　　30　　　　40　　　　50　　　　60　　　　70　　　　80　　　90

　　　　　利用希望時刻と乗車予定時刻の差（分）

図5－9利用者希望時刻のずれと予約成立の関係12）
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予約追加後
は路線長制
約以内か？

乗車時刻が
利用希望の範
囲以内か？

　予約受付
（次の便を利用）

図5－10予約受付のフロー

（4）DRT運行コスト

　DRT運行コストを、資本費用である車両購入費と、運行費用に分類して検

討する。車両購入費用の減価償却費は、購入費用を1000万円、耐用年数10

年として定額法で減価償却費を算出し、1年目の減価償却費は90万円となっ

た。また運行費用を、表5・3に示した値を求めた

（5）計算の手順

　以上で示した前提条件をもとに、平均需要密度を0．1～10．0人，km2・時と変

化させ、運行時間を1日10時間と設定し、予約を受付けた運行を行った。ま

た利用者の予約をすべて受付けられるよう、十分な車両台数が準備できるとい

う条件を設定し計算を行った。

5．4．5Semi－Dynamic方式計算結果

（1）需要密度と運行コストの関係

　図5・11に需要密度と利用者1トリップあたりの平均運行コストの関係を示

す。需要が増加した場合には、必要車両台数や走行距離が増加する一方、1台

当りの利用者数が増加するため、平均コストは減少傾向にある。
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（2）利用者サービスとコストの関係

　図5・12及び図5・13に平均コストと利用者サービス（平均待ち時間・平均乗

車時間・平均所要時間）の関係を示す。待ち時間、乗車時間、所要時間共に増

加するにっれ、平均コストが低下傾向にある。また（1）で示したように、平均

コストが高い場合には、需要が低い場合なので、他利用者の予約による影響を

受けずに運行を行えていることがわかる。

（3）LOS指標とコストの関係

　図5・14にLOS指標と平均コストの関係を示す。　LOS（a）、　LOS（b）共に、平

均コストが増加するにつれ、減少する。これより、利用者サービスとコストの

関係と同様に、需要が低下し、コストが増加した場合に、他利用者の予約の影

響を受けず、各利用者の予約に直接応じて運行していることがわかる。また予

約をしてから乗車をするまでの時間を考慮して計算したLOS（a）は、利用者数

が少ない場合でも、最短経路の移動時間に比べ、非常に大きくなっていること

が分かる。

3500
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二～2500

　
匡　2000

L
K1500
n

貢1000

　500
0

　　　　　　　　導入台数

◆3台筒4台◇6台△7台▲9台●13口

■　　ri一 ▲

0 2
　　4　　　　　6
需要密度（人／k㎡・時）

8 10

図5－11需要密度とDRT運行コストの関係
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5．4．6まとめ

　以上より、DRTの運行コスト分析に対する考察は以下のようになる。　DRT

システムは予約を取りまとめて運行するが、予約の受付方法によっては、導入

台数や走行時間及び、利用者の待ち時間や乗車時間が増加する可能性があり、

利用者へ提供するサービスの低下や運行コストの増加が発生する可能性がある。

よって、以上の関係を整理した上で運行方式を設定し、判断した上で、コスト

の分析を行う必要がある。

　また、DRTの運営方式については、本研究では踏み込んで分析を行ってい

ないが、現状のバス事業を取り巻く環境から推察すると、運行に必要な費用の

主体を明確にする必要がある。運行に必要となる費用については、公営及び民

営交通事業者が直接費用を負担する方法、運行費用を補助する方法、自治体が

主体となる方法等様々な方法が現在取り上げられているが、利用者数によって

変化する、営業収入と運行コストのバランスを踏まえて、検討する必要がある。

さらにDRTの運行に必要となる施設費用は、今回の計算の条件には示してい

ないが、利用者の予約に応じ運行するために必要となる、オペレーションセン

ター・…一の設置や運営に掛かる費用、車両とオペレーションセンタ…一…一の通信に必要

となる機器の費用や、場合によってはDRT用の車両を別途購入する必要があ

る。以上より、運行にかかる費用の増加分の負担に対する支出の主体を明確に

する必要がある。

5．5コスト比較による既存バス代替交通手段評価

5．5．1既存バス代替交通手段の種類

　既存バス撤退後の代替的な公共交通システムとしては、DRT以外に、コミ

ュニティバスに代表される、路線バスを改善したものや（以下コミュニティバ

スと表記）、タクシーを活用したものがある。ここでは、コミュニティバス及

びタクシーとDRTのコストを比較する。分析上の代替案を表5－7に示す。

また、これらの既存代替交通手段は需要の少ない地域での運行されるため、運

行費用の補助を前提としたコストを検討する。

5．5．2運行方式に着目した比較

（1）コミュニティバスとDRTとの比較

　コミュニティバスは、需要の発生数に関係無く固定路線を運行するため、需

要が多い場合をDRTと比較すると、路線長増加は起こらないため、利用者の

待ち時間、乗車時間やコストの増加は起こらない。その一方、需要の少ない場
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表5－8分析上の代替案

交通手段 纏
コミュニティバス

停留所間隔の短縮や路線設定を詳細に設定し、運行することにより利用

ﾒサービスを改善する。（既存バスの改良）

タクシーの

�ﾔ時間利用
対象地域内の空車タクシ』を利用して、公共交通サービスを提供する。

DR肥 利用者の予約に応じ運行するため、利用者サービスを改善する。

合にも固定路線を運行するため、予約に応じて路線設定を行うDRT，と比較し

た場合、路線長が長くなり、待ち時間、乗車時間やコストが増加する可能性が

ある。またコミュニティバスの路線設定方法に着目した場合、利用者のアクセ

ス距離が長くなる場合に、路線分割を行い、路線を詳細に設定することによっ

て、アクセス距離を短縮出来るが、運行台数が増加するため、コストが増加す

る可能性がある。

（2）タクシーの空車時間利用との比較

　タクシV・・…を既存バスの代替交通手段として運行をする場合は、乗合を行う方

法と、各利用者に対し個別にサービスを提供する方法がある。このうち乗合を

行う場合、複数の利用者の予約に応じ、経路やダイヤを設定し運行するため、

Dyllamic方式のDRTと同様の運行方式となり、運行方式の比較が出来ない。

よって利用者の予約に個別に応じ、地域内の空車タクシーを配車し、サービス

を提供する方法を検討する。

　タクシーによる公共交通の運行は、中村ら15）が示したように、公共交通事

業者、自治体等とタクシー事業者の契約によって運行される方法や、タクシー

事業の規制内で決められた範囲内で、補助金を導入せず運行する方法の2種

類がある。しかし、既存バスの運行が困難な地域での公共交通事業は、利用者

数が少なく、運賃収入を中心とした独立採算は考えにくいので、補助金の適用

方法を検討する必要がある。カナダRimou8ki市での例15）を取り上げると、

利用客が乗車した時刻から、降車するまでのタクシーメ・・・…ターによる運賃のう

ち利用者の運賃分（既存公共交通と同程度）を引いた額を、運行補助として利用

している。

　また、地域内でのタクシーの運行状況と、利用者の行動は、松島ら16）が示

すように、対象地域内に設置されている複数のタクシー乗り場で、客とタクシ
s…一・・ ｪ互いに待ち行列を形成し、双方が出会った瞬間に取引を行う2重待ち行列
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表5－9DRTとの比較に必要な条件

代替交通手段 設定内容 雑
対象地域に巡回型の路線設定

　、　　　　　　　　　｝●

Rミユニアイ

@　バス
導入車両台数 DRTと同様の車両台数（図5．11）

運行コスト DRTと同様の運行コスト俵53）

醜
　　　各利用者の予約に応じて配車

i地区内に空車タクシ」が十分にあると仮定）タクシーの

�ﾔ時間利用 聯 目的地までの最短経路

運行コスト タクシーメーターとバス運賃の差額分

によって示され、利用者のタクシー待ち時間と、空車のタクシーが利用者を待

っ時間は、双方とも独立した確率分布で示される。以上を踏まえ、DRT運行

方式と比較した場合こ待ち時間は、DRTと同様に考えると、予約時に確認し

た、予定乗車時間から実際に乗車する時間の差となり、乗車時間は乗車してか

ら目的地に到着するまでの時間となる。

　各利用者の需要に個別に応じて運行するため、待ち時間や乗車時間の短縮を

図ることができるが、利用者数が多い場合、車両数の不足による待ち時間の増

加や、走行距離の増加によるコスト増加の可能性がある。

5．5．3評価指標の検討

　DRTを他の代替交通手段を比較する上では、4章に示したように需要に応

じた運行がコストに与える影響を分析する必要がある。予約を取りまとめ、路

線長を短縮できた場合には、1台当りの運行経路が短縮されるため、利用者1

人当りの運行コストが低下する可能性がある。その一方、迂回によって路線長

が増大した場合には、1台当りの運行コストの増大や、利用者の乗車時間が長

くなることを防止するために、導入車両台数が増加し、運行コストが増大する

可能性がある。

　予約の取りまとめによる運行を評価する上では、需要が少ない場合には、各

利用者の運行に直接対応が出来る一方、需要が増加した場合には、運行台数や

運行距離が増大するためコストが増加する可能性がある。よって、需要の変化

に対する各代替案の平均コストを分析する必要があると考え、評価をすること

とした。

132



第5章

5．5．4計算の手順

　対象地域の形状を図5・8のように設定し、対象地域内から駅前までの利用者

がボアソン分布に従って発生する。また平均需要密度を0．1人’km2・時から

10．0人∫km2・時まで変化させ需要密度が変化した場合の運行コストを比較した。

　DRTについては、4章に示したような条件設定を行い、需要密度が変化し

た場合に利用者の予約を受けた場合の運行コストを算出する。コミュニティバ

スについては、対象地域内にDRTの基本経路と同様の巡回型の固定路線を設

定し、DRTと同様の車両台数で運行した場合のコストを算出する。また、

DRTが予約を受付け運行した場合におこる、路線長の変化と比較する。

　タクシーに関しては、地域内に十分なタクシーが供給されていると仮定し、

対象地域内の需要の発生に応じ、タクシーが配車されることとした。また最短

経路をとって運行すると仮定した。以上をまとめ表5・10に示す。

5．5．5各代替案の需要密度と運行コストの関係

　図5－14に対象地域の需要密度と利用者当りの平均コストの関係を示す。

DRTとコミュニティバスのコストを比較すると、需要密度が低くなるにつれ、

DRTの運行コストがコミュニティバスより安くなっていることが分かる。こ

の理由は、DRTは需要密度が減少した場合に、利用者の需要がある区間のみ

運行するため、運行時間や経路長を短縮できる傾向があるからである。また、

タクシーの空車時間利用による運行では、資本費用が不要であるため、平均コ

ストは需要密度に関係無くほぼ一定となるが、各車両の乗車人数が1人であ

るため、需要が増加した場合にはDRTより高コストとなる。

4000　↑

　　　1

2　3000一キー．一一　

亘

L2000　　▲白一一K
「1　　　　　　　　sxさ

肝1000．tS－・di一連・田問県一

◆DRT

田タクシーの空車時間利用

▲コミュニティバス

0

0
2需謡度（人／k綿塒）8

10

図5－14需要密度と平均コストの関係
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5．6まとめ

　本研究では、DRT運行方式の整理を通し、コスト分析に必要となる点を整

理した上で、Route　Deviation方式及び、　Semi・Dynamic方式による運行方式

が、利用者及び運行側に与える影響を整理し、コスト分析を行った。また、予

約に応じて運行するDRTシステムと他の代替交通手段との運行コストの比較

を行った。

　DRTの運行方式の整理では、各運行方式が提供できる地域や時間帯の柔軟

性に着目して分類を行い、各運行方式が運行コストに与える影響要因の整理を

行った。

　その結果、各運行形式の導入対象地域や利用者による分類を行うことと、コ

スト分析の着目点を取りまとめることができた。

　Route・Deviation方式の運行方法設定では、利用者予約が短時間に需要が集

中した場合は、最大限のコストが掛かり、迂回経路を固定路線の一部として運

行する場合とコストに違いがないこと、またダイヤ設定にコストが影響される

ことを考慮する必要がある。

　また、Semi・Dynamic方式の、予約を取りまとめた運行が、利用者に提供す

るサービスや運行コストに対して与える影響要因を整理し、計算例を示した。

予約の受付け状況によっては、運行コストの増大や、利用者に提供するサービ

スの低下が発生する可能性がある。そのため、以上の関係を整理し、導入地域

の路線網の設定方法や、提供サービスに対する利用者の選好を検討した、コス

トの分析の必要があることを示すことができた。

　さらに、既存バス代替交通手段の評価では、運行方式の違いによるコストの

比較を通し評価を行った。その結果、需要密度が低い地域では、Semi・

Dyna血ic運行方式が、路線固定型の運行するコミュニティバスより低いコス

トで運行できることを立証できた。
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第6章

第6章大都市郊外地域でのDRT適用可能性評価

6．1序論

　DRTは、各利用者の需要に応じ運行するため、在来の公共交通の導入や維持

が困難な公共交通需要が低い地域や分散している地域に適用可能性がある。

　その一方でDRT適用上の課題には、提供サー一ビスが予約受付数により変化

するため、DRTの提供サービスの状況によっては、4章5節で示したように予

約受付状況が利用者の選択状況に影響を与える可能性がある。すなわち、予約

数が増加した場合には、各利用者の所要時間が長くなるため、一部利用者が

DRTの利用を中止する可能性があり、逆に利用者数が少ない場合には目的地へ

の直接性が高まるので、所要時間が短縮され予約数が増加する可能性がある。

　既存研究では、DRTの迂回によって起こる所要時間の変化によるコスト増加

とサー一一．一ビスレベルの低下を、損益分岐点の概念により整理したもの1）や、対象

地域に発生する需要すべてがDRTを利用すると仮定し、各需要レベルに対す

る最適な運行コストの関係を示したものがある2）・3）が、予約数の変化によって

起こる待ち時間や乗車時間の変化と、それにより起こる予約の変化の関係は取

り扱っていない点で問題がある。

　以上より、DRTの適用可能性評価には予約数の変化がサービスに与える影響

を表現できるDRT供給側分析と、サービス変化による需要の変化を示せる需

要分析の双方と統合した形態を取る必要がある。またDRTの適用可能性を検

討し評価するには、対象地域の問題点とDRT導入により解消される点を整理

し、DRTの運行代替案構築に必要となる運行形態整理と適用上のインパクト整

理を行い、導入時の需要や運行費用の算出と評価を行う必要がある。

　以上より本章では、大都市郊外地域におけるDRT適用可能性の評価を、（1）

DRT導入代替案構築及び評価手法の確立と、（2）適用可能性の分析手法の検討、

（3）神奈川県綾瀬市をケーススタディとした適用可能性の評価の3点を通し行

う。第6章の分析フローを図6・1に示す。
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　　　　　　導入（第1節）

研究の目的整理・既存研究の問題点把握

DRT導入代替案構築手法の検討（第2節）

大都市郊外地域での
　既存バス問題点

　主体別
問題点設定

DRT導入代替案設定

DRT導入代替案

@目的設定
運行代替案設定

@項目設定
評価指標整理

　　　適用可能性評価の分析手法整理（第3節）

需要サイド分析　　　　　　　　　供給サイド分析
調査・分析手法検討　　　　　運行モデル構築：コスト／サービス推定

大都市郊外地域におけるケーススタディ（4節）
DRT導入代替案設定

対象地域での問題点把握　　　　調査前提条件設定（提供サービス）

DRT需要推計
アンケート調査（SP調査）実施　　　　　　需要推計モデル構築

代替案と適用可能性評価（第5節）
条件設定（トリップ、運行条件）

評価指標算出

導入時の需要・供給サイドへの影響　事業性の観点から見た適用可能性評価

外出頻度増加時の対応　　　　需要規模から見た適用可能性範囲

まとめ（第6節）

DRT導入代替案評価手法・ケーススタディ結果・Feed　Back

図6－・・16章の分析フロー一・－
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6．2DRT導入代替案構築手法の検討

　既存バスが抱える問題点は、1章に示したように道路混雑が原因で起こるバ

スサービスレベルの低下による利用者減少や、自家用車利用増加や潜在的な人

口減少によるバス利用者の減少により、バス事業者の収益が減少することと、

それにより起こる運行本数の減少や、路線や地域からの撤退がある。またその

結果として起こる、高齢者・障害者・免許非保有者等の移動制約者に対するモ

ビリティ確保も同様に問題となる。以下では大都市郊外部におけるバスが抱え

る問題点と、その内容を主体別に整理を行う。また代替案策定では、大都市郊

外地域を対象としたDRTシステムの導入代替案を、①導入代替案のシナリオ

設定、②導入地域や運行形態等の施策整理、③評価指標の検討、3項目に着目

して以下に整理する。

6．2．1大都市郊外地域における既存バスの問題点

　大都市郊外地域では、平日朝夕のピーク時は通勤・通学目的の需要が集中す

るため、居住地域内から駅端末交通手段としてのバス利用者が多い一方、パー

クアンドライドやキスアンドライドといった自家用車利用の増加による駅前広

場や駅周辺の道路混雑が問題となる。また日中は、居住者の買物や通院等に代

表されるような私事目的で、地区内及びその周辺部を中心とした地区外の移動

が中心となるため、需要が相対的に少なく、目的地や出発時刻が分散する傾向

にある。そのため、バス事業者や日中のバス運行頻度を少なくする場合や、場

合によっては運行しない可能性がある。

　そのため、低頻度なバスの運行や、利用者の希望するOD間に路線が設定さ

れていないことが原因となり、個人が自由に利用できる自家用車利用の増加や、

高齢者・障害者等の移動制約者や、免許非保有者・世帯の自家用車保有台数の

制約により自家用車の利用が困難である人達の外出頻度を下げる原因となり、

結果としてバス利用者の減少要因となる。

　また、バス事業者にとっては利用者減少による運賃収入の減少によって、事

業採算性悪化が起こり、行政による補助金支出の増加や、バス事業者の路線か

らの撤退が起こる原因となるが、その一方で、移動制約者に対する公共交通提

供や、自家用車利用の増加による道路混雑や駐車場整備に対する問題点に対処

するには、ある程度の公共交通を確保及び整備する必要性が出てくる。そのた

め行政は、既存事業者への運行・運営に対する金銭的な補助や、行政が主体と

なったバス運営や運行、またバス路線の再編成等の路線設定計画が必要となる。
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6．2．2各主体別問題点整理とDRr「導入可能性

（1）各主体別問題点整理

　2章2節及び3章4節で示した、DRTが導入されている（もしくは導入可能

性のある）地域での公共交通の問題点を利用者・バス運行者（事業者）・行政の3

主体に着目して以下に整理する。

　公共交通の需要が少なく、既存バスが導入されていない地域や、現状ではバ

スサービスが提供されているが、今後自家用車利用の増加や人口減少により利

用者が減少し、採算性の悪化によりバス事業者が撤退する可能性がある地域で

は、高齢者、免許非保有者や世帯の保有台数制約により自家用車を利用できな

い人等の移動制約者が発生する可能性がある。そのため上記の人々へのモビリ

ティを確保する必要がある。

　また、現状でのバスサービスに問題のある地域や、今後バス利用者が減少し、

サービス低下の可能性がある地域では、バス停までのアクセス距離の問題や、

低運行頻度による移動時間帯の制約、また路線が設定されていないOD間の移

動制約が掛かる可能性がある。

　さらに、以上のような需要の少ない地域では、行政による地域内バス事業者

に対する補助金頒布や、バス計画、運営及び運行の必要性がある。

表6－1主体別既存バスの問題点設定
髄主体

問題点 酪 都市 郊外 肪
モビリティ確保

バス路線が設定されていない △ ○ ○

路線廃止によるモビリティ確保 O ○

低頻度な運行 △ ○ ○

利用者 目的地までの路線が設定されていない △ O O
低サービス水準 所要時間（乗車時間）が長い △ ○ O

出発地（目的地）でのアクセスが困難 △ ○ ○

高運賃水準 △ ○ O
営業収入減少・採算性悪化 △ ○ ○

バス
利用者減少 路線からの撤退 ○ O

地域からの撤退 △ ○

既存バス事業者支援 補助金支出 O O
行政による計画 地区内バス路線計画及び調整 △ ○ O

行政 行政による運営
民営交通事業者との契約による運行 △ O
地方自治体による運行 △ △ O

　　令s政による運行
福祉・スクー・ルバスとの←ビス統合 △ O
高齢者・障害者向けの交通サービス運行 O O ○

（備考）○…一般的に問題がある　△…（路線・地域等）限定的に問題が起こる可能性がある
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　以上の問題点を対象地域別に以下に整理する。高齢者及び障害者用のモビリ

ティ確保は全地域における問題となるが、一般乗合輸送であるバスの問題点と

照らし合わせると、都市部では、観光者や夜間帯のトリップを対象としたニッ

チサービス（隙間交通）の確保といった点や、交通空白地域でのモビリティ確保

という問題点がある。また現状でバスが運行されている地域でも、将来的にバ

ス利用者が減少し、平均乗車密度減少による代替交通手段導入に関する検討が

必要になる可能性もある。

　その一方で、地方部では既存バスが運行されているが、運行頻度が非常に低

頻度なことや、路線が設定されている位置から離れた集落と停留所間のアクセ

ス／イグレスが長距離であることが理由で、提供サービスに問題がある場合や

既存バスが撤退する際の代替交通手段導入代替案を、行政が主体となり計画、

運営及び運行を行う必要性がある。

　また郊外地域では、6章2節1に示したように、低サービス水準なバスサ…一一一・

ビスの問題、低密度な需要が原因で起こる低水準な運賃収入による採算性や赤

字額拡大の問題や、行政の補助金支出額増大といった問題があり、これらの問

題を解決できるような代替交通手段の導入や、現状でバスが運行されていない

地域でのモビリティ確保が問題となる。以上を整理し表6－1に示す。

（2）DRT導入可能性の対象範囲

　（1）で示した問題点に対応するDRTの導入可能性の対象範囲を、対象地域の

現状及び将来の公共交通に需要量及びバス事業の観点と、対象地域での公共交

通状況改善に必要な施策の2点に着目して表6・2に整理する。交通施策に関し

ては、交通空白地域で既存公共交通を補充する形態で導入されるDRTと、既

存バス撤退後の代替交通手段として導入されるDRTの2種類あり、また問題

が発生する時期は、現状でDRTが必要となる場合と将来的に導入が必要とな

る可能性のある地域の2種類が導入可能性の対象範囲となる。

表＆2DRT導入可能性の対象範囲

公共交通の問題発生時期

獄 糠

公共交通

ﾌ状況

交通空白地域の

@　離

既存交通を補充する目的で

@　導入されるDRT

開発途上もしくは開発自体が低密度

ﾅある地域への既存公共交通を補充

@する目的で導入されるDRT

既存バス撤退
既存バス代替交通手段として

@　　のDRT導入

将来的なバス利用者低下による既存

oス代替交通手段としてのDRT導入
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6．2．3DRT導入代替案の目的設定

（1）DRT導入目的の設定指針

　6章2節2で示したように、交通政策の観点からDRT導入目的を整理すると、

①既存公共交通の代替交通手段としての導入と、②既存公共交通システムの補

充的な公共交通手段としての導入の2種類がある。このうち、①の場合はDRT

の導入により、既存バス運行時に比べ、運行コスト（赤字額・補助金頒布額）の

削減や、利用者満足度や利用者の増加等を最終的な目的とする。また②の場合

では、他交通手段（例えば5章5節で示したようなコミュニティバスやタクシー）

とDRTを比較した場合、目的とする提供サービスや導入運行コストの改善の

効果が最も良い代替案を選択することとする。導入目的の具体的な設定内容を

表6・3に示す。このうち利用者はDRTが提供するサービスの改善とそれに伴

う交通行動の変化が、事業者側は予約を取り纏めた運行によるコスト削減効果

やそれに伴う新規市場開拓と、予約に応じた運行に必要な設備のコスト面や操

作面が課題となる。また行政側はDRT導入計画や運行補助等が課題となる。

　また、DRT対象利用者と期待される導入効果に着目して、導入シナリオを表

6・4に示すように設定する。導入対象利用者を、①高齢者及び障害者、②免許

非保有者及び世帯の保有台数による制約者、③自家用車・公共交通選択層（現状

ではバス利用）及び、④自家用車・公共交通選択層（現状では自家用車利用）の4

種類に分類し、上記利用者を対象としたDRT導入時の検討課題を表6・3で整

理した内容に基づき整理する。

表6・・3DRT導入目的と各主体への影響

関連主体
項圏 導入目的

利用者 バス事業者 徹

期待される

ｱ入効果

既存バス

繿ﾖ交通

利便性の高いサニビス提供に

@よるトリップ瀕度改善

@　自家用車からの転換

利用者の予約を取り纏めた

^行による平均乗車密度の

@　向上，収入の改善

補助金システムの

?P、地域内公共

�ﾊシステム改善既存バス 新規路線設定による

@交通行動改善
新規事業開拓

既存バス

繿ﾖ交通
予約によるサービスへの受容性

@（予約行為，待ち時間

@　　・所要時間変化）

ITS技術導入・運営費用

z車係のトレーニング

DRTシステム導

?v画手法のノウ

@ハウ不足蹴 既存バス

導入上の

E課題設定

既存バス

繿ﾖ交通
既存バス以上のサービスの提供

既存バス運行との

^行コスト比較 DRT導入計画手

@法の構築既存バス
現状の交通状況改善

他の交通手段との比較

@予算湘勤金制約
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表ec　Dlu一導入シナリオと利用者へのインパクト

畝目的

腰
シビルミニマム

@　繊

既存交通手段と 公共交通リ㌔一ビス改善に

@　よる利用増加

高齢者・障害者 ○ ○ ○ ○

免許非保有者 ○ ○ ○

糠利用者 醐（バス利用者）

△ ○ ○

綱（自家用車利用者）

△ ○

モビリティ向上 ○ ○ ○ ○

外出頻度改善 △ △ △ △

縦される媒

自家用車利用

ｩらの転換
△ ○

利用者
対象利用者／対象となる利用者に対する、サービス受容性（予約方法、提供サービ

X）と、交通行動変化（外出頻度向上、交通手段変化）

繍
バス事業者／行政

導入計画／運行形態設定方法

Rスト効率性（既存バス／他代替交通手段と比較した場合の低コスト実現可能性、ま

ｽ現状のシステム以上に投資した場合の他のインパクトの有無）

（備考）○…各代替案の対象となる利用者施策，△…正のインパクトがある場合のみ対象となる

　利用者側の課題は、対象利用者や対象となり得る利用者に対するサービス受

容性やその結果起こる交通行動変化がある。具体的には、既存バス代替交通手

段としてDRTを導入した場合、サービス内容が現状の利用者に受容され公共

交通利用を継続して利用することや、自家用車利用者のDRTへの転換と、公

共交通の利便性向上により起こる移動機会増加による外出（トリップ）頻度の増

加が論点となる。またDRTの計画及び運行（バス事業者及び行政サイド）では、

DRT導入計画や運行方法設定方法や、導入時の目標としてのコスト効率性も論

点となる。具体的には、既存バス代替交通手段として導入した場合、現状より

運行コスト削減の実現可能性があるかどうか、また現状コストを上回る投資を

行った場合に輸送人員数が増加するかどうかと言う内容を検討する必要がある。

　本研究での分析対象は、表6・4示したもののうちにこのうち特定利用者に限

定する場合には、5章でも示したように、移動機会を与える目的での導入とな

り、一般のバス輸送と需要面での比較が困難であることや、需要自体が非常に

小さくことが考えられるため今回の分析の対象から外し、一般乗合輸送のDRT

を分析対象とした。

（3）DRTの運行方法　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・

　3章5節に示した具体的な導入事例と本研究で対象とする大都市郊外地域の
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具体的な状況を比較して以下に整理する。①既存公共交通の代替交通手段とし

て導入する場合、対象地域内の人口密度が低く需要密度が低い（もしくは需要が

分散している）ため、既存バスがサ・一一一一．ビスできない地域へのモビリティを確保す

　　　　‘
る場合に適用されている。しかし大都市郊外地域のようにODパターンの組み

合わせが多岐に渡る場合やピ・一・一・ク時間帯の存在など時間帯により変化する場合

があるので、すべてのバス路線を完全にDRTで代替することは困難と考えら

れる。②既存バスの補充を目的に導入する場合には、アクセス性の高い交通手

段が必要となる場合（通院や高齢者の移動）を目的としている場合が多く、前出

の対象利用者の条件に反する。その一方で、日中や夜間の需要の少ない時間帯

のみに既存バスを利用者の予約に応じた運行に変更するものがある。典型的な

大都市郊外地域では、朝夕のピ・…M・ク時にはバス利用者が多い一方、昼間帯のト

リップは相対的に需要が低くDRTの適用可能性を検討する余地がある。

6．2．4運行代替案設定項目

　DRT運行代替案の設定方法を対象とするトリップ及び運行形態による分類

を行い、以下に整理する。

（1）導入対象地域と対象トリップ

　DRTの導入が適切となる地区は、需要密度が低レベル（もしくは分散）してい

る地域であるが、対象地域内のトリップODに着目して以下に整理する。対象

地域内の具体的なODには、主に居住地域間を対象とする場合や、居住地域か

ら駅・病院やその他特定の目的地への移動、また居住地域から商業施設が集積

している地域への移動がある。対象とする地域の形状や分布トリップ数によっ

て指標の値が変化する可能性があるが、対象地域のODパターンとトリップの

相対的な量や結びつきを表すトリップ形態の整理を表6・5に示す。大都市郊外

地域では、居住地域から比較的トリップが集中すると考えられる駅付近の商業

地への移動が多いと考えられる。

表6－5DRTトリップ形態の分類

対象地域のODパターン トリップ形態

居住地域～特定の施設 One・to・Many（Many・to・One）

居住地域～商業地域 One・to・few，　few・to・One

居住地域内 Maロy・to・Many
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（2）運行形態

　DRTの運行形態は2章2節4で示した種類があり、5章で対象地域とコスト

分析上の課題を示したが、本節では運行代替案が抱える問題点に対応する手法

を検討し、3章5節で示したように、運行形態（Route　Deviation　Semi－Dynamic

及びDynamic）と、予約形式（締切時間・コールバック）の設定による分類を行い、

問題の対応方法を設定できるために好ましい。（1）で示したトリップ形態と対象

の状況を比較して以下に整理する。

①Route　Deviation方式

　利用者需要が少ない部分（1～数停留所程度）に予約に応じ運行する区間を設

定し、アクセス性の向上を図ることができ、既存バス路線から離れた地域にあ

る施設や集落に適用可能性がある。その一方迂回発生による利用者サービスが

低下するため、対象利用者の時間価値が低い場合のみ適用可能性があることや、

複数地域に迂回経路を設定した場合には、道路網の整備状況にもよるが、需要

発生状況により迂回距離が長くなる点が問題となる。また利用者に提供するサ

ービスと言う視点から整理すると、基本路線上のダイヤは設定されるため、利

用者は予約を行った場合には、利用者は停留所での乗車時刻や目的地への到着

時刻を知ることができる。その一一方、上記で示したように迂回による乗車時刻

や目的地到着時刻が遅延する可能性がある。

②Semi・Dynamic方式

　対象地域内の分散したトリップを取りまとめて運行するため予約応じて運行

できる地域範囲が広くなり、①のRoute　Deviation方式で取り上げた複数地域

での予約に応じた場合の迂回距離の増加を防ぐことが出来る。また5章に示し

たように起点出発時刻前に予約を締切り、起終点や起点出発時刻を設定し、そ

の条件を基準に配車を行うため、トリップが時間的や空間的に分散している場

合に対応でき、利用者には予約時間帯により凡その目的地到着時刻の情報を得

ることが出来る。（1）で示した典型的な大都市郊外地域で発生するトリップには、

この運行形態が適用される可能性がある。

③Dynamic方式
　利用者ODが完全に分散し、頻度の低い場合に適用可能性がある一方、短時

間に予約が集中すると一部予約を受け付けられない場合や、提供サービスが低

下する可能性があり、また配車の処理方法が複雑になる問題点がある。

　Semi・Dynamic方式と比較すると、3章・5章で示したように、基準となる
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運行ダイヤが無く、完全に利用者の需要に応じた運行を行う一方、利用者の待

ち時間や乗車時間に対する影響やハンドル時間を制約条件として設定し、タイ

ムウインドウ内で可能な配車を検討する。問題点には、提供サ…一・一ビスがその都

度変化する可能性が大きい点や、地域形状により運行状況が左右されてしまう

可能性4）が大きいことがある。また5章でも示したように、高齢者や障害者等

に移動機会を与える点では適用可能性があるが、大都市郊外地域では、既存バ

スが運行されていることを考慮すると、ある程度の需要があると考えられる。

そのため大都市郊外での既存バスとの代替交通手段としては難点がある。

（3）．予約形態の整理

　（2）で示したうち、Semi・Dynamic方式の運行形態に着目し予約形態の設定を

①予約締切り時刻の設定及び②コ・…一・ルバックの2点に着目して効果を整理する。

①予約締切時刻

　3章に示したように、DRTの予約形態には、予約を事前に締切る方法と任意

の時間帯に予約を受け付ける方法の2点があるが、Semi・Dynamic方式の場合、

2章2節で示したように起点を出発する前に予約を締切る手法を取る。また

3章の導入対象地域で示したように予約締切時間は、起点を出発する10分～

180分と値に幅がある。利用者側にとっては、「予約して直ぐに乗車できる」方

を好む一方、他利用者の予約が加わったときに予約内容が変更される可能性が

あり、また配車側では予約の中止やそれに伴う運行経路の変更があり、処理が

煩雑になる可能性があることと、配車のエラーを除去する目的である程度の余

裕をもって運行をする必要がある。

　①で示したように、予約をした時点で決定する乗車予定時刻が変更される可

能性があるため、予約締切時間後に利用者へ最終的な乗車予定時刻を提示する

（コールバック）場合がある。この場合、利用者に対しほぼ正確な乗車時刻の情

報を提供できる一方、コ・・…ルバックを行う方法を検討する必要がある。また利

用者にとっては2度手間になる可能性がある。また3章6節のSAMPLUS

Project事例で示したように、コールバックを自宅へ行うと、利用者がコール

バックの前に自宅を出発した場合には役に立たない。また4章で示したように

導入初期段階では、予定乗車時刻が毎回変化する可能性があるため、利用者が

予定到着時刻のずれをある程度把握した上で、それを補充する形でコールバッ

クを設定することとなる。

、

147



第6章

表OS各運行形態の特徴整理

運行形態の特徴
運行形態の利点及び問題点

利用者側

鞠
需要形態 対象トリップ

鞠自由度 アクセ

X時間

待ち 乗車 蹴
Route

ce…n

部分的に

痰｢

固定路線から

｣れた部分の

{設・集落

X △ ○ △
停留所を 迂回による

蒲v時間増加

　Semi

oynalnic

＝内にある 居住地域r特定

ﾚ的地（駅／商業 △ O △ △
起終点間の

z車ルール

ある程度の固定

nDのみ対応

功na㎡c
分散・ 居住地域内等の

ｪ散トリップ
○ ○ ×

タイムウイ

塔hウ制約

配車技術が複

G・利用者サー

rス低下

（備考）○…優れている　△…どちらともいえない、x…劣っている

（4）運行代替案のとりまとめ

　以上の項目より、各運行形態代替案の取りまとめを表6・6に示す。このうち

Route・Deviation方式は、既存バスに近い形で導入が容易となる可能性が高い

一方、予約に応じられる区間が短く、居住地内から時間的また空間的に発生す

るトリップに対応するためには、迂回による所要時間の増加が大きくなる可能

性が大きい。また時間的、空間的な自由度が一番高いものはDynamic方式で

あるが、それ故に利用者に提供するサービスがその都度変化する可能性が大き

い可能性があることと、高齢者及び障害者に対し移動機会を与える交通手段と

しての導入が中心となるため、分析には適さない。本研究では、利用者の予約

によって起終点間を利用者の予約に応じ運行し、利用者数が少ない場合には所

要時間短縮の可能性があり、利用者には予約を行った場合の提供サービスの情

報を示すことができるSemi・Dynamic方式の大都市郊外地域における適用可能

性を検討する。また　予約形態は、Semi・Dynamic方式の運行形態である予約

締め切り時刻の設定と、そのときに提供するサー・・ビスの変動を具体的に示す。

6．2．5評価指標

　DRTシステム導入時の評価指標を、2章で示した利用者側評価指標、運行側

評価指標を適用する。またDRTシステムを対象地域へ導入した場合に、対象

地域の需要の発生状況や、利用者の個人属性、予約に応じて運行する範囲の条

件によって、以上の評価指標が変化する状況も同時に検討する必要がある。

需要側の評価指標は、既存公共交通をDRTシステムに置き換えた場合に、DRT

が提供するサービス待ち時間や乗車時間に対する利用者の選択状況の変化とな
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表6・“7評価指標一覧

髄躰
項目 酪

対象市場 対象利用者・トリップ
年齢・職業・目的等属性別利用者数

緒Z者に対する各属性の利用者数

利用者 サービス受容性
予約により提供される

Tービスに対する利用意向
各サービス項目に対する満足度

交通行動改善
外出（トリップ頻度）増加・

@自家用車からの転換

各利用者・各属性の交通行動変化

・ムキロ・　　　りコスト　ビ
生産性向上 DRTパフォーマンス指標i変化

ノくス

運行コスト改善
既存バス／他代替交通手段との

@コスト比較・赤字額変化

補助金額の削減 補助金額削減

微 地域内モビリティ

@　編
DRTを含めた

�､交通計画策定
（1）Rr導入計画フレーム策定）

注：去圭エ遜は本研究で対象とする事項

る。これは予約に応じる地域の規模や形状により、迂回の状況が変化をするた

め、今回予約に応じて設定した地域毎に変化が生じる可能性がある。

　また、DRTがDoor・to・doorのサービスを提供する可能性があることを考慮

すると、年齢等の個人属性や、バス停までの距離等が選択状況に影響を与える

要因となる可能性がある。

　事業者側の評価指標は、DRTの導入や運行に必要となる費用を、運行形態に

より変化する必要車両台数や人件費や燃料費で示される運行に掛かる費用の変

化となる。これは、既存バスの現在の運行状況を基準に比較をして、予約に応

じた運行がコスト面で本当に効率的であるかどうかを判断する指標となる。ま

たDRTの導入を、公共交通事業という観点から評価するためには、採算性や

補助金の支出の判断になる材料として、収入と支出の差や損益分岐点を検討す

る必要がある。またそれらの費用を現状のバス比較して判断する必要がある。

6．3適用可能性評価の分析手法整理

　DRT導入評価項目は、2章5節と3章5節で示したものがあるが、導入計画

の段階で必要な評価指標は、利用者が予約システムを含め、DRTが提供するサ

ービス内容に対する周知や満足度や、導入時の外出頻度や外出時の交通手段選

択の変化状況を把握する必要がある。DRT運行事業者は、現在のバスと比較し、
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運行コストや運賃収入がどのように変化するか把握し、更に採算性の変化の状

況を把握する必要がある。また導入対象地域の地方自治体（行政機関）は、既存

バス事業が赤字の際には、運行補助を実施している場合にDRT導入時に既存

バス代替交通手段して、採算性と補助金支出の変化を検討する必要がある。以

上を踏まえ、DRT適用可能性評価分析に必要となる手法を、需要・供給の両サ

イドの分析と、それを統合した形での分析手法の3点に着目し以下に整理する。

6．3．1需要サイド分析

　需要サイドの分析を行うときには、2章3節及び4章に示したように予約行為に対

する各利用者の行動に着目をするため、非集計モデルを適用する必要がある。また、対

象地域へ具体的な導入を行うに当り必要となる調査では、運行形態や予約方法、また

対象とする地域によって提供するサービス内容が変化することを考慮することと、予約に

応じた運行内容である、予約方法やそのときの待ち時間や乗車時間を回答者が十分

に理解できる形に質問表を設計する工夫が必要となる。

6．3．2供給サイド分析

　供給サイド分析では、DRT導入に必要な情報通信機器や車両数、また必要人員等

を設定し、運行コストと提供サ・・…ビスを算出する必要となる。よって、5章で構築した運行

モデルを、導入対象地域の状況に適用できるように構築する。また、運行形態や予約

方法と提供サー一ビスを、需要側サイドとの整合性を踏まえて設定することも必要となる。

6．3．3需要・供給サイド分析の統合

　6章1節でも示したように、DRTは利用者予約状況により提供サービスが随

時変化する。すなわち予約数が増大すると利用者サービスが低下し、予約数減

少する可能性があり、利用者数が減少すると、利用者サービスが向上するため

に予約数が増大する場合がある一方、双方が均衡する位置が存在する。以上の

ことを考慮できるように、4章の需要側分析で得られた需要推計モデルと5章

の供給側の分析で得られた運行コスト及び提供サ・・一一・・ビスの結果を統合し、需要

量と供給量のバランスを検討する分析手法が必要となる。

6．4大都市郊外地域におけるケーススタディ

　本節では6章2節に示した代替案構築手法及び6章3節で示した適用可能性

分析手法に即して実施された、大都市郊外地域である神奈川県綾瀬市の平日日

中私事目的を対象にした、DRT適用可能性調査の内容及びその結果を示す。
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6．4．1対象地域の概要

　研究の調査対象地域の選定条件を、朝タピーク時には通勤・通学のトリップ

が集中するが、平日日中のトリップ数が相対的に少ないと考えられる、大都市

郊外地域とした。また地域内の移動手段が徒歩や自転車等の移動が中心となる

と、自家用車、バス、DRTの利用率が極端に低くなる可能性があるので、対象

地域には適さない。以上の点を考慮して、神奈川県県央部に位置する綾瀬市を

調査対象地域とした。

　綾瀬市は、都心より40km程度に位置している、面積22km2、人口8．1万人

の郊外型の市であり5）、市内には鉄道駅が無く、公共交通は市の南北方向及び

西部を中心に民営の2事業者により運行されているバスのみとなっている。ま

た鉄道を利用する場合には、隣接した海老名市にある海老名駅、さがみ野駅や

藤沢市の長後駅、湘南台駅まで移動する必要がある。（図6・2参照）居住地域や

公共施設と隣接市の駅を結ぶバス路線の運行本数は、平日日中に概ね3本1時間

運行されているが、1本ノ時間程度の地域があることや、一部路線では、居住地
　　　　　　　lt　：：／，1。J．　寵画間立　叉篇雲　哀…一？’畏’1

　　　　　　　鶯　襯覇酬慈

　　　　　　藍繍

早川己

　　　　　㌶

　　　　　　　　　　　　ス、“

　　　巳払re’；一亭〉／

　SM■

CC）Sh°bun’h“H’bl’Cati°ns：”c’2°°°

}例　　　　　　　｝
　　　一バス路線（海老名駅始発）
　　　・・■バス路線（海老名駅始発朝タのみ／他駅始発）

図6－2綾瀬市概要図及び綾瀬市バス路線図
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かしわ台駅

さがみ野駅

　海老名駅

相模大塚駅

　　長後駅

　　　総計

0％ 20％ 40％ 60％ 80％

合計人数

　2280

100％

2292

2792

763

3466

11590

田バス　■自家用車（K＆R）口自家用車（その他）ロ徒歩　■自転車　田バイク　■タクシー　ロ不明

　図6－3通勤通学時の交通手段分担率

（綾瀬市内発隣接市の駅までの端末交通手段）

合計人数

海老名駅

全目的

41885

17836

096　　　1096　　　2〔｝％　　　3〔｝％　　　401S　　　5《）％　　　60％　　　70％　　　80％　　　90％　　　100％

■乗用車 ■二輪車 ロ自転車 ロ徒歩 ■バス

図6－4平日日中私事目的での交通手段分担率

から駅までに、かなりの迂回を要する地域も存在する。市内の交通状況を検討

すると、朝タピーク時の周辺駅への端末交通分担では、バス分担率は30％を越

えるが5）、日中私事目的の移動は自家用車が中心になっており、バスの分担率

は5％程度6）と非常に低い。対象地域発の各交通手段の利用状況を図6・3と図

6・4に整理する。

6．4．2対象地域における問題点整理と代替案の方針検討

（1）バス利用者に対する問題点

　図6・2に示したように綾瀬市内ほぼ全域で、居住地域一駅間を中心にバス路

線が設定されているが、平日日中のバス利用率は概ね1割以下と低水準にある。
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　これはバス運行頻度が1本～3本ノ時と運行頻度が低く、任意の時間帯に利用

できないことや、自家用車の方が目的地までの直接性があるため利便性が高い

ことが原因として考えられる。またバス停留所まで10分以上掛かりアクセス

性が悪い地域や、目的地までの路線が設定されていない地域もある。その一方

で免許非保有者等の移動制約者に対するモビリティの確保や、高齢者・障害者

向けのアクセス性の高い公共交通システムの導入が考えられる。

（2）バス事業者

　図6・3に示したようにバス需要が少ないため、運賃収入を期待できない可能

性があり、運行本数削減や路線から撤退する可能性がある。そのため需要量に

見合った交通システムへの変更や運行コスト削減手法の必要がある。

（3）行政（自治体）

　自治体は、モビリティ確保の観点から地域内の公共交通網整備と維持を行う

必要があるため、バス路線計画策定・既存バス事業者への運行補助や自治体が

運営や運行をする輸送機関の導入が必要となる。

（4）その他項目

　自家用車利用による駅付近での渋滞発生や、自家用車利用による環境負荷が

問題となる可能性がある。以上を各主体別に表6・8に取りまとめる。

6。4．3調査前提条件の設定

　大都市郊外地域におけるDRT路線設定方法は、6章2節に示したようDRT

の導入目的によって異なるが、前節に示したように綾瀬市ではバス路線網が整

備されているが提供サービスに問題があると捕らえ、本調査では、既存バス代

替交通手段としてDRTを導入した場合の選択行動変化に着目する。

表6－8綾瀬市内における問題点の設定

関連主体 問題点概要 具体的な内容

利賭 低レベルなバスサービス アクセス距離・運行頻度・目的地直交性

採算性悪化 採算性悪化による赤字額噛加・路線0也区）からの撤退

行政 公共交通サービス確保 バス路線維持の補助金支出・路線計画・モビリティ確保

道路混雑 （商業施設や駅を中心にした混雑）
その他

環境負荷増大 （自家用車利用増加・渋滞による排気ガス量増加）
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（1）DRT運行代替案設定

　DRT運行代替案の設定項目を、路線設定方法と運行形態の決定の2項目に着

目し整理する。DRT路線設定と対象となる地域を、設定対象とする地域を居住

地より、商業施設が集積する海老名駅までのバス路線を運行している4地区（綾

西・小園及び早川、寺尾、大上）とし、上記の地域に平日日中を対象に、現状で

設定されているバス路線の起終点を変更せずに、居住地域内で、利用者の需要

に応じた運行をする区間を設定する。（図6・5参照）

　5章2節、3節及び6章2節で示した条件を基に運行形態を以下のように設

定する。Route　Deviation方式は、予約に応じた経路での予約有無に関わらず、

運行コストが変わらない場合があるため、運行コストの変化に着目した分析の

意義が薄いことがある。また、路線の一部に需要が相対的に少ない区間が存在

す場合があるのみに導入されていることを考えると、本研究で対象としている、

大都市郊外地域で需要が分散している、居住地内での予約に応じた運行をする

には適さない。またDynamic方式は待ち時間や乗車時間の変化が大きいため、

利用者の受容性が低い可能性があることや、時間価値の低い高齢者及び障害者

へのモビリティ確保に適用すると考えられるため、本調査の前提条件に反する。

　以上より、起点の出発時刻を設定し、起点の出発前に予約を締め切る

Semi・Dynamic方式のDRTを導入することとする。

（2）利用者提供するサービスの設定

　Semi・Dynamic方式の運行システムは、起点の出発時刻が固定され、起終点

の間を予約に応じて経路を設定して運行するシステムである。利用者に提供す

るサービスを以下に整理される。利用者は、ある時間帯に予約を行うと、利用

するDRTが目的地に到着する時刻が分かり、また予定乗車時刻の連絡を受け

るので、以上の情報を元に、停留所に到着する時刻を検討することができるg

その一方で、他の利用者の予約も同時に受け付けると、予定乗車時刻が遅れる

場合や、乗車してから目的地に到着するまでの乗車時間が目的地到着時刻の制

限内で変化する可能性がある。

　以上をまとめて、利用者に提供するサービスは、ある時刻までに目的地に到

着時刻する便への予約を締切る時刻、予約時に確認した予定乗車時刻と実際に

乗車する時刻の差（待ち時間）の平均値と最大値、乗車時間の平均値と最大値、

及び運賃をDRT提供サービスの調査項目とした。
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図6－5DRTシステム路線概要図

（3）運行システムのモデル化とコスト算出

Se皿i・Dynamic方式では、利用者の予約状況に応じ変化する、起終点間の運行

距離により、必要車両台数や車両運行時間が変化する。またそれらは需要の発

生量や運行形態によって変化する。そのため、起点の出発間隔と予約の受け付

けにより変化する起終点間の所要時間の変化を検討し、対象地域である居住地

域内に予約に応じた運行経路を設定したモデルを作成する必要がある。

　また運行コストにっいては、上記のモデルによって求まった運行状況の結果

を利用して、資本費用である車両台数や、運営費用である人件費、燃料費や修

繕費を求める。また、導入車両台数や運行に必要となる運転者数は、予約数に

応じ変動するが、時間帯により異なる予約数変化や、急な予約数の変化に対す

る予備者の導入なども考慮する必要があり、利用者の予約に応じて運行した場

合の状況をある程度考慮することが必要となる。

6．4．4実地調査

　平日日中に現状のバスをDRTに置き換えた場合の、利用者の交通手段選択

状況を、利用者選好意識調査を通し実施した。現状での平日日中での移動には

自家用車が多く使われていることや、6章2節2で示した対象地区から海老名

駅までの距離には、徒歩や自転車を利用する割合が少ないということを考える

と、自家用車とDRTの2項選択を1対比較によって質問を行った。
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（1）SP調査の実施方法

　6章2節で示した対象地域内で、Semi’Dynamic方式のDRTが提供するサ

ービスには、起終点からの距離の他に予約による待ち時間や乗車時間への影響

がある。これは利用者の乗車希望位置が、起点からの距離が近い場合には、他

利用者の予約による影響が小さく、乗車予定時刻と実際の乗車時刻の差が小さ

くなる一方、乗車位置から目的地への間での予約状況により、乗車時間がその

都度変化する可能性が大きい。また終点から近い場合、その逆に待ち時間が変

化する割合が大きくなるが乗車時間の変化力s小さくなる。以上のように選択肢

の設定条件が地区により異なるため、調査員が調査方法やDRTという新しい

サービスを十分に理解する必要がある。また、回答記録や回答内容変更と、調

査員が行う作業が複雑になることが、欠点となる。以上のような問題点を解決

するために、データ収集及び解析の容易さを考慮し、パソコン画面に質問状況

を表示することができる応答型のSP調査を実施した8）・9）。

（2）変数の設定方法

　Semi－Dynamic方式の提供サービスは、5章に示したように起点の出発間隔

及び需要数を設定して求まった迂回状況を基に、各利用者の予約締切時刻、乗

車時刻や目的地到着時刻が求まるので、予約数により変化するそれらの指標の

変化を考慮する必要がある。5章4節で構築したシミュレーションを基に、予

約をすべて受け付けた状況での各地域での提供サービスの値を求めた。具体的

な設定条件は、起点出発間隔を3通り（10分・20分・30分）、また利用者の予

約受付状況により変化する、待ち時間や所要時間を3通り（ほぼ直行、既存バス

と同様、既存バスの1．5倍程度）を3通りの、計9通り設定した。以上の条件を

用いて、SP調査に必要となる変数である、起点の出発時刻（以下予約締切時刻

と記述）、待ち時間の平均値と最大値、乗車時間の平均値と最大値を算出した。

また運賃については既存のバスと同等の運賃とした。

（3）調査実施概要

　調査の実施場所の選定条件を、平日日中に私事目的で外出する人が、路線の

対象地域もしくは、綾瀬市内の各所から集まる可能性のある場所である、綾瀬

市中央部にある、綾瀬市役所への来訪者を対象とした。表6・9に調査概要を示

し、表6・10に調査項目を示す。
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表6－9調査概要

項目 内容

調査日 平成15年7月28日（月）～30日困，8月4日（月）～5日（火）の平日5日間

調査時間 午前9時～午後5時

実施場所 綾瀬市役所1階の正面玄関にて実施

調査対象者 市役所来庁者を対象にアンケート調査を実施した。

パソコンを使用した応答型調査

表6－10質問項目及びその内容

質問項目 熔
平日日中の交通行動 平日日中の私事目的のトリップを対象（目的地、交通手段、目的、所要時間）

バスに対する 　　　　自宅付近を運行するバス路線への調査

iバス停までの距離、運行間隔、乗車時間、時刻表の確認）

SP調査

現状のバスをDRTに置き換えた場合の自家用車・DRTの交通手段選択

@　　　　　　　　　　　　（設定変数）

@　自家用車：乗車時間、車外時間（駐車場までの距離、駐車料金）

@　DRT：予約締切時刻、待ち時間・乗車時間（平均・最大）、運賃

その他 個人属性、居住地、性別、年代、免許保有、自家用車保有

6．4．5調査結果

　回答者のうち有効回答であった145人の年齢、職業、自家用車利用可能性

及び普段平日日中に利用する交通手段の集計した結果を以下に示す。年齢及

び性別は平日日中の調査のため、女性及び50代以上の回答者が多く（図6－

6）、職業は、主婦層及び無職・その他が過半数を占める（図6－7）。また自家用

車利用が約6割を占める一方、バス利用は約2割に留まっている（図6－8）。

また回答者のうち約6割が平日日中に自家用車を利用して、自由に移動が出

来る可能性がある。その一方で免許非保有者は4分の1程度存在するため、

現状のバス選択状況よりバスの分担率が高い可能性がある。

口10代　　■20代　　ロ30代　　口40代　　■50代　　ロ60代以上

戻

男

女

1 　　　40　　回答者提？人）　　　　80　　　　　100

図6－6性別及び年齢別の回答者構成比
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ON 10×　　　　　20×　　　　　30％　　　　　40×　　　　　50×　　　　　60×　　　　　70×　　　　　80×　　　　　90×　　　　　100％

　　　　　　　　　　　構成比（x）

図6－7職業構成比

O％ 10×　　　　　20×　　　　　30×　　　　　40×　　　　　50％　　　　　60％　　　　　70％

　　　　　　　　　　　　構成比㈲

　　　　図6－8居住地～海老名駅間の交通手段

80鶉　　　　　90％　　　　　100％

表〔H1回答者の自家用朝1用可能性

世帯での自家用車保有　　　　　　世帯の自家用車

@　　　　　　　⌒
ﾆ許保有状況

平日日中に利用可能 平日日中に利用不可

自家用車非
総計

自家用車使用 86 0 0 86
乗用車

ﾆ許保有
自家用車不使用 4 4 8 16

二輪免許のみ保有・使用 0 4 0 4

免許非保有 0 25 14 39

繍
90 33 22 145

6．4．6交通機関選択モデル構築

　回答者（有効サンプル数N＝145）のうち、海老名駅までのバス路線が設定され

ていて、自家用車もしくはバスを普段の自宅から海老名駅までの移動に利用す

る可能性のある回答者（38票）の選択状況を対象に、自家用車とDRTの手段選

択状況を示す2項選択モデルを作成した。結果を表6・12に示す。変数の推定

値であるt値及びモデルの当てはまり具合を示す尤度比は、概ね良好であった。

　また、4章で作成したモデルと同様に、最大待ち時間及び最大乗車時間を変

数に採用した。
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表6－12DRτ／自家用車手段選択モデル推計結果

麟 自家用車 DRr

待ち時間 一α08（－71カ

車内時間 一〇12（－ag5） 一〇12（－695）

自家用車利用可能性（dm㎜y＝1） α53（1．86）

定数項（自家用車） 一415（－8⑱

237

尤度比 Pた024

的中率 067　　　　　　　　　　　α79

サンプル数 N＝342

（）内、t値

6．5DRT導入代替案と適用可能性評価

本節では6章4節で示した、調査より得られたDRT／自家用車の手段選択モデ

ルを用い、（1）DRT導入時の需要・供給サイドへの影響、（2）事業性の観点から

見たDRT評価、（3）需要規模から見たDRT適用可能性の範囲、（4）トリップ頻

度増加時の対応の4点に着目し、DRT導入代替案評価を通し適用可能性評価を

行う。

6．5．1分析手法と設定条件

　分析の設定条件を以下に示す。対象地域内に発生するトリップ発生数を、平

成10年東京都市圏パーソントリップ調査の調査結果7）を基に、平日N中私事目

的のトリップを利用して時間帯別に算出した。またその値を用いボアソン分布

に従う乱数を、時間帯別に対象地域の居住地域内に一様に発生させた。

　Semi・Dynamic方式の運行条件を、起点出発間隔を10分～120分と設定し、

予備者を最大数用意できると仮定して運行をすることとした。トリップ数を図

6・9に、DRT運行コストを表6・13に示す。

　また適用可能性の分析手法としで、各起点出発間隔に対し予約に応じて起こ

る迂回量と利用者の選択状況のバランスを考慮し、収束計算を行うモデルを以

下に示すように作成した。

①　利用者サービス（予約締切時間や目的地到着時刻）の情報を、自家用車につ

　　いては各地域から目的地までの乗車時間を算出し、DRTについては分担
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　　率の初期値（設定分担率）を設定し、ある予約数に応じた運行が提供するサ

　　ービスを予め求める。

②利用者の以上の手順で求まった、各交通手段に対する交通手段サービス情

　　報を基に行う交通手段選択の状況を6章4節5で作成した交通機関選択

　　モデルにより算出する。

③・aその結果求まったDRTの分担率（算出分担率）が設定予測値と等しい場合、

　　予約数と予約に応じた迂回量が一致するので、計算を終了し、そのときの

　　設定分担率を設定した起点出発間隔に対するDRTの分担率として、その

　　他の評価指標を算出する。

③・bまた分担率が一致しない場合で、予測した分担率より算出された分担率が

　　低い場合には分担率を下げ、その逆の場合には分担率を上げ，①のステッ

　　プに戻る。

　また、DRTの分担率は、同一需要数であっても需要発生位置等シミュレーシ

ョンの計算状態により異なる可能性があり、厳密な分担率を求めることが困難

であるため、③の段階での設定分担率と算出分担率の比較を行う際の条件を、

数値的な最適化を発見する手法である、クーン・タッカーの定理に基づき計算

を行った。以上をまとめDRT導入評価フローを図6・10に示す。

図6－9各地域の発生トリップ数
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表6－13DRU一運行コスト‘助）

分類項目 コスト

人件費 31465（円冶㎞）

運送費
2157（円／台㎞）

1729（円冶］㎞D

人件費 2α86（円冶㎞）

情報通信費用
通信費 110C万円ノ年）

システム賃貸料 348C万円件）

車両購入費 90（万円綱

　　　　　　条件設定
�vサイド：時間帯別トリップ発生頻度

@　　　　個人属性（自家用車利用ダミー）

@　　　　初期（設定）分担率

沂泣Tイド：起点出発間隔

対象地域内に需要発生

DRT利用者算出（時間帯・位置）

DRT運行シミュレーション実行

cRT運行状況・提供サービス決定

設定分担率更新

自家用車，DRTのBLモデル推定

@　　　分担率算出

No
設定分担率＝算出分担率

@　　　　　Yes
cRT分担率・運行状況の決定

　　　評価指標算出
pフォーマンス指標・車両台数

^行コスト・運賃収入算出

図6－10DRT評価フロー
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6．5．2評価指標の算出

（1）DRT導入時の需要・供給サイドへの影響

　DRT路線を設定した4地域での起点出発間隔を変化させた場合の、　DRTの

分担率（DRT利用者数と自家用車利用者数の合計に対するDRT利用者割合）と

運行コストの変化を示すグラフを図6・11～6・14に示す。全地域の傾向には、起

点出発間隔が10分の場合に導入車両数が増加し、1台当たりの乗車密度が減少

するため、待ち時間や乗車時間が短縮されるため選択確率が増大する一方、で

起点出発間隔が長い場合、1台当たりの予約受付数が増加し待ち時間や乗車時

間が長くなるため、選択確率が低下する傾向ことがある。

　各対象地域の地域形状と利用者数に着自した、既存バスとの比較は以下のよ

うになる。対象地域の幅が広い小園では、既存バス路線が団地内を迂回するよ

うに設定されているため、DRTを運行した場合でも迂回状況が現状とほぼ同様

になり、対象運行地域幅が狭い綾西では、迂回量は少ないが、既存バス停まで

の距離が短く、Doorto・Doorサービス提供による利用者増加は期待できない可

能性がある。以上2地域では，迂回によるサrビスレベル低下が起こり、既存バ

スと同様の分担率になる場合、運行コストも同程度になる。対象地域規模がほ

ぼ同様の寺尾地区と大上地区を比べると、利用者数が少ない寺尾地区では、既

存バスより目的地への直行性を確保できる可能性があるため、現状の分担率の

場合にはコストが安くなる一方、需要の絶対数が少ないので、運賃収入増加の

期待は出来ない。また大上地区では、利用者数が多いため迂回によるサービス

低下が大きく、現状の分担率を保っためには、既存バス以上にコストが掛かる。

（2）事業性の観点から見たDRT適用可能性評価

　DRT運行事業を評価する際に必要な、赤字額に対する補助金額の算出に必要

な収入と支出の差の変化と、事業の赤字額が無くなる損益分岐点を求めるため

に、損益分岐図を作成した。縦軸に需要量を横軸に費用・収入を取ったグラフに、

費用線と収入線を取り、需要量が0になる際に掛かる費用を線の切片より求め

固定費用とし、費用から固定費用を差し引いた分を需要量に比例した部分を変

動費用とする。また収入の線と変動費用の交点を損益分岐点とする12）・13）。

　小園地区の例を図6・15に示す。固定費用は1100万となり、変動費用は需要

増加に従い著しく増加するため、損益分岐点が存在せず需要増加に従い赤字額

増加の傾向が分かった。この原因は起点出発間隔を短くした場合、提供サービ

スが向上し利用者増加に繋がるが、予約数増加につれ迂回による走行距離増大

や導入車両台数増加が起こり、トリップ当りコストが増加することである。ま

た他地域も同様の傾向が伺えた。
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図β一11起点出発間隔と年間運行コスト／DRT分担率の関係（小園地区）
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図6－12起点出発間隔と年間運行コスト／DRT分担率の関係（綾西地区）
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（3）需要規模から見たDRT適用可能性の範囲

　（2）では、予約に応じた運行形態が需要増加時に高コストとなることを示した

が、本節では定時定路線型の既存バスの需要量と運行コストの関係を求め、需

要規模による、両交通機関の運行コストを比較した。バス1自家用車選択モデル

には、交通工学研究会14）の結果を基に、今回の対象地区に適応するように定数

項の調整を行い求めた。各地域の結果を図6・16から図6・19に示す。

　小園地区では、DRTがコスト面で優位になる範囲は利用者数が5千人’年（15

人ノ日）程度の範囲までで、適用範囲が極めて低需要密度の領域となっている。

また寺尾地区では、需要規模が小さく予約に応じた運行によりサービス向上と

走行距離や導入車両台数が削減できるため、DRTの方がコスト面で優位となる。

その一方で寺尾地区と地域形状が同様であるが需要数が大きい大上地区や、対

象地域形状が長方形で迂回量の少ない綾西地区では、迂回による導入車両台数

や走行距離増加が起こるため、DRTがコスト面で優位となる面は存在しない。

　以上の分析で使用したコストデータは既存バスのものであるが、DRT導入時

には、需要規模に見合ったサイズの車両の適用や、事業者入札制度の適用によ

り、運行コスト削減の可能性がある。そこでDRT運行費用が現状より1割・2

割及び4割削減されたケースを設定し、そのときの適用範囲の変化を算出した。

結果を図6・20に示す。削減率が1割の場合はコスト面でDRTが優位になる範

囲の変化が少ないが、2割にした場合15000人’年（50人1日）程度に、また4割

削減できた場合には、30000人1年（80人／日）程度まで適用範囲が広がった。
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図6－20運行コスト削減による効果（小園地区）
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（4）外出頻度が増加した場合の対応

　既存バスの代替交通手段や、補充的な公共交通輸送機関であるDRTやコミ

ュニティバスを導入した場合に、外出時のアクセス性が向上する等の理由でト

リップ頻度が向上する可能性がある16）。その一方で、外出頻度増加の原因を

特定するためには、外出頻度の回数をモデル化する必要があるが、複数目的地

の期待効用や、各世帯の社会経済属性等を測定することは困難である17）。

　本節では、DRTの導入により利用者のサービスが改善され、利用者の判断に

よりトリップ頻度が増加したことを前提に検討する。計算ケースには、外出頻

度が増加した結果DRTの需要が1割及び2割増加した場合を設定し、その場

合に変化する導入車両台数、起点出発間隔や運行コストの変化を検討する。

　図6・21及び図6・22に各地域での外出頻度増加によって起こる需要増加率と

運行コスト増加率を示す。全体の傾向として、利用者の増加により、運行コス

トが増加傾向にあるが、利用者が増加したにも関わらず、運行コストが1割弱

程減少している部分がある。これは利用者数が少ないときには、起点出発間隔

が長くなるが、予約数が少ないために走行時間が短くなり、起点での待機時間

が長くなる。このときに需要が増加すると、起点での待機時間が短くなるが、

車両を追加せずにすべての予約に応じられるために、走行時間が減少し、結果

的にコストが1割弱削減されることになる。

　また利用者増加率が1．2～1．6倍に対し、運行コスト増加率が1．5倍～2倍程

度と非常に高い場合があるが、これは需要が増加した場合に起点での待機時間

を短縮するのみでは対応できず、車両を追加したことが原因となっている。

　地区毎に利用者増加率と運行コスト増加率に対する考察を以下に示す。

地域規模がほぼ同様の寺尾地区と大上地区を比較すると、需要量が少なく、需

要増加時に利用者予約による走行時間増加や、それによる追加車両の導入が少

ないため、利用者増加率に比べ運行コスト増加率が小さくなる傾向にある。

　小園地区は、対象地域範囲が広いが、需要が上記2地域に比べ大きく、需要

増加時の走行距離増加の影響を受けにくいため、利用者増加率と運行コスト増

加率はほぼ同様になる。綾西地区では、対象地域が細長く、需要の増加による

運行コストの増加が起こりにくく、利用者増加率が1．5程度の場合も運行コス

ト増加率が1．2程度である。しかしながら、需要量が4地域の中で最大となる

ため、予約増加により追加車両の導入を行う必要がある場合には、運行コスト

増加率が極端に上昇する。
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図6－21利用者増加率と運行コストの関係（DRT需要1割増加）
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6．5．3適用可能性評価まとめ

　神奈川県綾瀬市をケーススタディとしたDRTの適用可能性評価のまとめを

以下に示す。DRT導入による需要・供給サイドの影響分析では、既存バスと比

同様のコストでDRTを運行した場合、需要規模が非常に小さい場合を除き、

予約による迂回が原因となるサービス低下により、分担率が現状とほぼ同様か

それ以下になることが示せた。

　また事業性の観点からの適用可能性評価では、予約増加による走行距離増大

や導入車両台数の増加により、DRTは規模の不経済が働くため、赤字額の増大

が著しく、既存バスと比較した需要規模から見た適用可能性範囲は非常に狭い

ことが明らかになった。一方で上記の問題は運行コストの削減によりある程度

改善が図られることも同時に判明した。

　さらにDRT導入により移動機会が増大することを想定した分析では、　DRT

車両の待機時間の削減により、導入車両台数を変化させずに需要増加分に対応

できる場合がある一方、待機時間削減が出来ない場合のコスト増加率が極端に

上昇することが明らかになった。

6．6まとめ

　本章では、大都市郊外地域におけるDRT適用可能性の評価を、（1）DRT導入

代替案構築及び評価手法の確立と、（2）需要及び供給双方の適用可能性の分析

手法の検討、（3）神奈川県綾瀬市をケーススタディとした適用可能性の評価の3

点を通し行った。

　DRT導入代替案構築手法の検討では、大都市郊外地域におけるバス交通の問

題点を把握し、その問題に対応するようなDRT導入代替案構築する手法を、

関連主体の問題把握とDRTの導入可能性の整理、導入代替案目的設定と、具

体的な運行形態に関する代替案構築を通し確立した。

　また、適用可能性評価の分析手法では、予約に応じた運行が需要・供給両サ

イドに与える影響及びその2っのバランスを検討する必要性を示し、本研究4

章で構築したDRT需要推計モデルと5章で構築したDRT運行モデルを統合す

ることにより、予約による運行状況や提供サービスの変化やそれに伴う需要の

変化を表現できるDRT評価モデルの構築の必要性を示した。

　更に、既存バス代替交通手段としてのDRTの適用可能性評価を、神奈川県

綾瀬市をケーススタディに行った。

　その結果本研究で設定したケースでは、DRT導入によるサービス向上による

利用者増加やそれに伴う採算性の改善を図ることが困難であることが明らかに
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なった。この原因は3章に示したように、一般的にDRTの生産性が非常に低

く、トリップ（人）当たりのコストが非常に高いという問題点に起因する。本研

究で設定したケースも同様の問題点が起こり、トリップ当りコストは600円1

人～3000円／人と、運賃（170～300円）と比較した場合に非常に高コストである。

　また、損益分岐点を算出する際に需要量とコストの関係を示したが、DRTの

は需要量が増加するにつれ総コストが著しく上昇する傾向が伺えた。これは、

上記で示した低生産性が原因となり、規模の不経済が働く点ことが原因となり、

需要が低密度な状態でない限り、採算面では赤字が増加する傾向があることが

明らかになった。．また需要規模からの適用可能範囲を既存バスと比較したとこ

ろ・以上の結果と同様に、適用可能範囲が非常に低密度な需要のみに対応して

いることが明らかになった。

　以上の結果より、DRTの適用可能性があるケース以下に整理する。

　DRT導入対象となりうる地域は、表6・2に示したような、現在もしくは今度

既存バスが撤退し代替交通手段の導入が必要となる地域や、対象地域内に公共

交通が整備されていない交通空白地域に、既存公共交通を補充する公共交通の

導入が必要となる地域となる。

　またDRT導入に当り、行政により頒布される補助金を中心とした収入額の

最大値（もしくは数段階の額）を設定し、その予算制約内で実現できるDRT導入

代替案を抽出する。またそのときに実現できるサービスが、利用者にとって予

約に応じDoor・to・Doorのサービスを提供すると判断され、対象とする利用者の

利用意向がある場合や、実際利用をする場合には、既存バスサービス改善を目

的とした既存バス代替交通手段として、導入可能性があると考えられる。

　実際の地域でDRT導入時の課題には、予約に応じた運行が利用者に対して

本当に受け入れられるかという点があるが、導入事前事後の評価をフィードバ

ックし、運行改善を行うことが望ましい。また帰宅時の予約方法やその受容性

も考慮することも同時に必要となる。
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第7章研究の総括と今後の課題

7．1導入

　本章では本研究の総括として、まず各章で行ったDRTの分析を個別に取り

まとめ、また、研究全体の総括として、DRT導入計画の手法に関する知見を取

りまとめ、最後に今後の課題として、DRTの課題と、バス輸送機関の課題を執

務面及び研究面の双方より行う。

7．2各章の総括

　本研究では、利用者の予約に応じて運行を行うDRTシステムの適用可能性

評価を、（1）DRTの導入事例整理と計画手法の検討、（2）需要側分析による

（3）運行特性を踏まえたDRTシステムのコスト分析、（4）大都市郊外地域での

適用可能性評価の4点に着目し分析を進めた。本節では、まず各章まとめを行

い、その総括としてDRT導入計画に対する方法論の整理を行う。

7．2．1DRTシステムの導入事例と評価方法（第3章）

　第3章では、北米・ヨ・一…一ロッパ・日本におけるDRTの導入事例の整理を、

①初期のDRT導入背景および目的その運行技術と問題点、②現在導入されて

いるDRTの技術面、制度面、政策面の課題　③現在導入されているDRTの事

例を導入背景目的、運行形態の特徴、ITS技術による運行、評価指標を整理し、

DRTの評価指標の整理と、実務面及び研究面での課題と提示した。

（1）初期のDRT整理と課題（2節）

　DRTは利用者の予約に応じ、その都度時刻表や経路を設定して運行するため、

定時定路線型のバス路線と比較すると、高品質なサー一・一・ビスの提供が期待できる

と共に、複数利用者のトリップを取りまとめるため、個別輸送と比較した場合

に低コストで運行できる可能性や、定時定路線型の既存バスと比較した場合に

各利用者を拾い上げていくので、平均乗車密度を上昇させられる可能性があり、

既存バス代替交通手段・既存公共交通の導入が困難な地域への新しい交通手段

としての導入・また高齢者及び障害者等の移動制約者や空港へのアクセス利用

者等特定のトリップを対象とした交通手段として1960年代以降に導入が行わ

れてきた。然しながらその一方で、公共交通需要の少ない地域に適用されたた
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め、運行面での効率性はある程度限定されていたことや、配車技術面もITS技

術が十分に発達していなかったために、配車や利用者への情報の信頼性で問題

があった。また、法規制面では既存事業との調整といった面で問題点があり、

DRTの導入市場環境が十分に整備されていなかった点で問題があった。

（2）近年の導入状況（第3節）

　初期のDRTには運行システムやコスト面に関する問題点があった一方、1章

に示したように近年北米、日本、EU諸国ではDRTシステムの導入ノ適用可能

性実験及び、本格導入が行われてきている。技術的な背景では、ITS技術の進

展により、初期のDRTの導入上の課題であった、配車に対する信頼性の問題

が解決されてきている。その一方で、DRTの新規導入時に適用される配車シス

テムの構築方法や、導入費用、効果が実験結果より整理されていくことや、DRT

の運行システムのビジネス化といった点の課題が残されている。日本において

は、DRT導入実験が2000年以降進み、実証実験の事例が進展しているが、以

上に示した点に関しては十分に検討されていない。

　制度面に関しては、北米では、地方部を対象とした公共交通導入補助プログ

ラム（FTA　Section18）に、　DRT導入のフレームワークが整理されている一方、

EU諸国及び日本では導入実験やその延長上での本格運行が実施されている段

階である。本格実施に向けた制度の整理が必要となる。

　また都市交通政策面に関しては、欧米諸国では、高齢者及び障害者用のモビ

リティ及びアクセシビリティを確保する目的での導入が位置づけられ、また北

米では地方部の・・・・・…般乗合輸送機関としての導入や、空港アクセスを目的とした

導入が行われてきている。EU諸国及び日本では一般乗合輸送機関としての導

入は未だ実験段階やその延長上の本格運行が行われているのみであるので、今

表7－1日本におけるDRTの勤向整理と各施策の方向性

分類項目 近年の動向 今後の展望 醐

　ITS技術の進展
^行技術及び信頼性向上

実験導入の継続

ｱ入事例整理

Z術適用方法整理

事例整理と課題抽出

@低コスト化
@操作性の向上
rジネスモデルの構築

制度面
バス事業への参入及び
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後都市交通政策面での位置づけが必要となる。

（3）運行形態の特徴整理（第4節）

　運行形態の特徴整理を、運行形態（Route・Deviation方式、　Semi・Dynamic方

式、予約方法とITS技術の導入と配車システムの3点に絞り整理を行った。運

行形態の決定方法は、導入の容易さや、トリップ形態と提供サ・・…‘ビスといった

条件により決定される。また予約方法（事前予約もしくは任意時間帯での予約）

の2種類があり、これらの適用時に予約時間帯の任意性と所要時間の2点を考

慮する必要がある。

　ITS技術を適用した配車方法では、車両位置取得や予約がリアルタイム（また

はそれに準ずる状態で）行われるようになり、配車の信頼性が向上してきている。

　また配車係を不要にしたTDC（Travel　Di8patch　Center）の導入が行われる等

自動化の傾向にあるが、TDC単独で行う方法と、TDCと運転者の判断の双方

を適用する場合があり、具体的な経路設定は運転者や配車係に委ねられている

点がある。

（4）導入代替案と評価指標の整理（第5節）

　導入代替案の評価指標の整理では、導入代替案として、導入背景及び目的、

対象トリップ、他交通手段との組み合わせの3点に着目して整理を行い、評価

指標の取りまとめを行った。

　DRTは、人口密度の低い郊外、地方部での運行の他に、人口密度の相対的に

高い都市部での交通空白地域や、都市～郊外間の既存バス置換えを目的にした

導入も行われ、その運行時間は日中を中心に10時間～12時間程度と、日中の

行動を主に対象にしている。またDRTを他交通手段と組み合わせて導入する

場合には、既存輸送機関のネットワークを補充する形態を取り、高齢者及び障

害者のモビリティ確保を目的に導入する場合や、既存バス路線の一部をRoute

Deviation方式に変更する方式を取り、限定的な導入がされている。

　DRT導入評価指標では、導入実験段階で重要となる、利用者の予約に応じた

運行（予約受付・配車・運行指示）に使用する技術の性能・信頼性・操作性評価

や、DRTの利用者特性（個人属性やトリップ頻度や目的）とDRT提供サービス

に対する利用者意向や、DRTの台時間や運行キロ当たりの収入や費用等の指標

によって示される、パフォv・…マンス指標により評価が行われている。またDRT

の本格運行や、他地域への移転可能性、更には、DRTの適用可能性のある市場

を分析する上では、以上の実験で得た指標を基準とすることが考えられる。
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7．2．2DRT需要推計（第4章）

　4章では予約を受け付けて運行を行うDRTの利用者評価指標を設定し、需要

推計に必要なサービス変数を整理した。またその結果を踏まえ、DRTを導入し

た場合の需要推計に必要なデータを、SP調査を通し収集して需要モデルを推計

し、DRTの需要推計手法の確立を試みた。

　需要推計手法は2章3節で示したように、ゾーン単位での平均的な発生需要

を推計する集計モデルと、各利用者の行動に着目した非集計モデルの2種類が

あるが、DRTは利用者の予約に応じてその都度提供するサービスが変化し、そ

の結果各利用者の交通行動に影響を与える可能性があるため、非集計モデルの

適用が望ましい。

　DRTを選択肢に含んだ非集計モデルを作成するに当り、使用するサービス変

数には、アクセス時間・待ち時間・乗車時間により示される所要時間に関する

変数や、運賃・年齢・自家用車利用可能性等の個人属性がある。このうち、所

要時間を示すサービス変数は、予約状況によって変化することを考慮し、町時

間は各利用者の予約時刻に対する任意性と、利用者の予約する希望時刻とのず

れの双方を考慮できるように、予約してから乗車時刻までの差を設定し、乗車

時間に関しては、他の利用者の予約による所要時間増加の可能性を遅延時間と

して示した。

　以上のように設定した変数を利用しSP調査を実施し、そのデー・・タをもとに

DRTと自家用車の手段選択モデルを構築した。その結果、　DRTが提供するサ

ービスが変化することにより、選択確率が大きく変化するため、DRTの適用可

能性のある地域は、利用者の需要が空間的にまとまっている地区で、予約を受

け付けたときの路線の迂回が短くなるような地区となることが分かった。

7．2．3DRTコスト分析（第5章）

　5章では、DRT運行方式の整理を通し、コスト分析に必要となる点を整理し、

Route　Deviatio皿方式及びSemi・Dynamic方式による運行方式が、利用者及び

運行側に与える影響を整理しコスト分析を行った。また予約に応じ運行する

DRTシステムと他の代替交通手段との運行コストの比較を行った。　DRTの運

行方式の整理では、各運行方式が提供できる地域や時間帯の柔軟性に着目して

分類を行い、各運行方式が運行コストに与える影響要因の整理を行い、各運行

形式の導入対象地域や利用者による分類を行うことと、コスト分析の着目点を

取りまとめることができた。

　Route・Deviation方式の運行方法設定では、利用者予約が短時間に需要が集

中した場合は、最大限のコストが掛かり、迂回ルートを固定路線の一部として
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運行する場合とコストに違いがないこと、またダイヤ設定にコストが影響され

ることを考慮する必要がある。また、Semi－Dynamic方式の、予約を取りまと

めた運行が、利用者に提供するサービスや運行コストに対して与える影響要因

を整理し、計算例を示した。予約の受付け状況によっては、運行コストの増大

や・利用者に提供するサービスの低下が発生する可能性がある。そのため、以

上の関係を整理し、導入地域の路線網の設定方法や、提供サービスに対する利

用者の選好を検討した、コストの分析の必要があることを示すことができた。

　更に、既存バス代替交通手段の評価では、運行方式の違いによるコストの比

較を通し評価を行った。その結果、需要密度が低い地域では、Semi・Dynamic

運行方式が、路線固定型の運行するコミュニティバスより低いコストで運行で

きることを立証できた。

7．2．4大都市郊外地域における遮用可能性の評価（第6章）

　6章では、大都市郊外地域におけるDRT適用可能性の評価を、（1）DRT導入

代替案構築及び評価手法の確立と、（2）需要及び供給双方の適用可能性の分析

手法の検討、（3）神奈川県綾瀬市をケtSススタディとした適用可能性の評価の3

点を通し行った。

　DRT導入代替案構築手法の検討では、大都市郊外地域におけるバス交通の問

題点を把握し、その問題に対応するようなDRT導入代替案構築する手法を、

関連主体の問題把握とDRTの導入可能性の整理、導入代替案目的設定と、具

体的な運行形態に関する代替案構築を通し、確立した。

　また、適用可能性評価の分析手法では、予約に応じた運行が需要・供給両サ

イドに与える影響及びその2つのバランスを検討する必要性を示し、本研究4

章で構築したDRT需要推計モデルと5章で構築したDRT運行モデルを統合す

ることにより、予約による運行状況や提供サー一ビスの変化やそれに伴う需要の

変化を表現できるDRT評価モデルの構築の必要性を示した。

　更に、既存バス代替交通手段としてのDRTの適用可能性評価を、神奈川県

綾瀬市をケーススタディに行った。

　その結果本研究で設定したケースでは、DRT導入によるサービス向上による

利用者増加やそれに伴う採算性の改善を図ることが困難であることが明らかに

なった。この原因は3章に示したように、一般的にDRTの生産性が非常に低

く、トリップ（人）当たりのコストが非常に高いという問題点に起因する。本研

究で設定したケースも同様の問題点が起こり、トリップ当りコストは600円／

人～3000円∫人と、運賃（170～300円）と比較した場合に非常に高コストである。

　また、損益分岐点を算出する際に需要量とコストの関係を示したが、DRTの
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は需要量が増加するにつれ総コストが著しく上昇する傾向が伺えた。これは、

上記で示した低生産性が原因となり、規模の不経済が働く点ことが原因となり、

需要が低密度な状態でない限り、採算面では赤字が増加する傾向があることが

明らかになった。また需要規模からの適用可能範囲を既存バスと比較したとこ

ろ、以上の結果と同様に、適用可能範囲が非常に低密度な需要のみに対応して

いることが明らかになった。

　DRTの適用可能性を以下に整理する。　DRT導入対象となりうる地域は、表

6・2に示したような、現在もしくは今度既存バスが撤退し代替交通手段の導入

が必要となる地域や、対象地域内に公共交通が整備されていない交通空白地域

に、既存公共交通を補充する公共交通の導入が必要となる地域となる。

　またDRT導入に当り、行政により頒布される補助金を中心とした収入額の

最大値（もしくは数段階の額）を設定し、その予算制約内で実現できるDRT導入

代替案を抽出する。またそのときに実現できるサービスが、利用者にとって予

約に応じDoor・to・Doorのサ・・・・…ビスを提供すると判断され、対象とする利用者の

利用意向がある場合や、実際利用をする場合には、既存バスサービス改善を目

的とした既存バス代替交通手段として、導入可能性があると考えられる。

　実際の地域でDRT導入時の課題には、予約に応じた運行が利用者に対して

本当に受け入れられるかという点があるが、導入事前事後の評価をフィードバ

ックし、運行改善を行うことが望ましい。また帰宅時の予約方法やその受容性

も考慮することも同時に必要となる。

7．3DRT適用可能性評価手法のまとめ

　本研究では、DRT適用可能性評価手法のうち、最初の段階である（1）DRT

導入計画時の代替案計画手法を取り扱ったが、実際地域におけるDRT導入代

替案を検討し、その適用可能性評価を行う際には、上記の他に（2）導入実験の実

施と本運行への移行時の適用可能性評価，（3）本運行後の他地域へのDRT技術

移転可能性に関する適用可能性評価がある。本節では、（1）については6章の内

容の拡張として、また（2）及び（3）については各段階の適用可能性評価を以下に

整理する。

（1）DRT導入計画段階における適用可能性

　DRTの導入対象可能性のある地域には、現在または今後公共交通が提供され

ない可能性のあるところであり、具体的には、既存バス路線が設定されている

が、サービスレベルやコスト面で問題があり、今後既存バス代替交通手段整備
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が必要な地域や、交通空白地域に対しモビリティを確保する必要な地域である。

　既存バス代替交通手段としてDRTを適用する際には、需要側と供給側の少

なくともどちらか一方に利点があることが条件となり、公共交通空白地域に対

し新規に交通手段を導入する場合には、DRTシステムと他に適用可能性のある

代替案の、コミュニティバスやタクシーの導入時と比較して、DRTが需要もと

供給側のどちらか一方で利点があることが条件となる。特に予約に応じた運行

に対する利用者の受容性や、ITS技術導入時のコスト、システム管理者の訓練

等に対する手間や、予約に応じた運行による効果（具体的には、利用者利便性向

上、DRTのトリップ形態の適応性やコスト変化）に対する事前評価を十分に行

う必要がある。

　またDRT運行代替案には、予約に応じた運行形態の設計方法が課題となる。

具体的には、予約に応じた運行形態の種類と、その導入時の利点と問題点を十

分に考慮することが望まれる。これは、需要が小規模のときにはDoor・to・Door

のサービスを提供できる一方、予約数が増加した場合に、迂回量が予約量に応

じ増加することや、予約数が過多になり十分にサービスできない可能性がある。

また導入や運行の容易さ、対象地域のトリップ形態（頻度やOD）によっても運行

状況が変化するため、DRT各運行代替案が、対象地域の形状や、対象利用者及

びトリップにより影響されることも考慮する必要があるからである。

　運行形態と適用可能性にっいては、3章4節の諸外国の運行形態代替案整理

の事例と、6章2節で本研究での方針を示したが、現実的な代替案の検討手法

では、各運行形態の利点と問題点を考慮した形が望ましい。各運行形態の代替

案に関する詳細を以下に示す。

　Route　Deviation方式では、他の運行代替案と比較した場合には相対的に、

利用者及び運行側に与える影響が小さい。しかしながら、5章3節に示したよ

うにコストは既存バスと変化が無い可能性があることや、利用者の所要時間に

対する影響があり、利用者に受容されない可能性があるため、提供サービスに

対する利用者の受容性が導入の課題になることがある。

　Semi・Dynamic方式は、　Route・Deviation方式に比べ、起終点間の経路や通

過時刻に幅を持たせることが出来、またそれらの情報を利用者に提供すること

が可能である。その一方で予約数が増加すると必然的にサー一ビスレベルが低下

するため、あるコスト制約内での許容需要数に限界があることが問題となる。

　またDynamic方式は、リアルタイムでの予約受付や配車を行う点では、他

の代替案に比べ、最も柔軟な利用者サービスを提供する。しかしながら、その

ようなサービス情報を利用者に提供する問題や利用者の受容性に関する問題が

あることや、6章2節に示したようにタイムウインドウ制約があり、予約数が
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多い場合には、受付予約数に限界がある可能性がある。

（2）導入実験と本運行における適用可能性

　導入実験時には、DRTが対象地域での適用可能性を実際に導入することによ

って判断することが出来る。具体的には、利用者のDRTサービスに対する満

足度や受容性の判断や、コストや技術面の導入時の目的に対する達成度等があ

る。また初期段階では、利用者が予約により利用するサービスに対し、どのよ

うに判断するかという点や、実験期間前後での予約に応じた新しいサ・・・・・…ビス形

態の輸送機関に対する利用者の意向を比較し、DRT導入効果を判断する点も重

要となる。また以上の結果のフィードバックを行い、次の実験段階や本運行を

実施する際にDRT導入計画の判断材料とする点もある。

（3）他地域移転に関する適用可能性の課題

　国内では、DRTの導入実験が各地で行われ、一部地域では本運行を実施して

いるが、今後他地域でのDRT導入計画の策定や評価を行う際には、地域の公

共交通の問題点に対応し得るDRT導入代替案の構築手法が必要となり、また

その際の適用可能性評価を、DRT導入対象地域に共通するもしくは地域固有の

事項に分類することが重要となる。具体的には、現在国内外で導入されている

DRTの対象地域の状態や、対象とする利用者及びトリップの設定、運行形態w

を設定し、それらが、利用者サービス・運行コストに与える影響の整理方法や、

使用技術や制度の適用方法を基準となるように整理して、新規導入地域への適

用する手法の検討が必要となる。

7。4今後の課題

　今後の課題を（1）バス輸送計画とDRTシステム、（2）実務面からのDRTの導

入課題　（3）研究面からのDRT分析課題の3点に分類し、以下に示す。

（1）バス輸送計画とDRTシステム

　本研究では、既存のバス輸送計画では対応できない点を補充する方法として、

DRTシステムを位置づけた。今後の課題としては、既存バスとDRTの相補的

な輸送計画手法の構築や、既存バスを補充する形態で導入されるDRTシステ

ムの適用手法の検討がある。具体的には、6章6節で示したようにDRTの生産

性が低く、既存バスをすべてDRTに置き換える導入代替案は実現可能性が低

いが、対象地域上の需要が極端に低い地区や、トリップ発生頻度の相対的に低
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い施設へのアクセスを目的に導入するRoute　Deviation方式や、対象地域内の

起点（もしくは終点）が分散した需要の存在する地域に対応するSemi・Dynamic

方式の導入や、高齢者及び障害者の特定利用者に対応したSTSとしての

Dynamic方式の適用が、適用可能性のある導入代替案となる。

　また以上に示したDRTがバスネットワークのサー一ビス向上や、総コストの

削減といった目的を実現できるか評価することが最終的な目標となる。

（2）実務面からのDRT導入課題

　実務面からのDRT導入課題には、導入制度面、技術面、都市交通政策上の

課題と、導入代替案の評価手法の4点がある。

　制度面の問題には、各国によって市場環境に差があるが、日本の今後の動向

としては、バス市場の規制緩和のシビルミニマム確保といった観点で、また現

在公共交通が導入されていない地域への新しい形態の輸送機関としての適用可

能性があるが、ITS技術の導入や運行には数百万の費用が掛かることや、需要

が低密度な地域で導入するために運賃収入が低くなる可能性があるため、補助

金適用や、運行コスト削減に対する工夫が必要となる。

　技術面の課題には、ITS技術導入効果の把握を行い、導入目的に応じた技術

を適切な費用で導入しDRTサービスを提供できるようにすることがある。

　交通政策上の課題には、地域内の交通計画上どのようにDRTシステムの地

域内での位置づけを整理することと、運営及び運行主体を設定する方法の整理

と決定方法が必要となる場合がある。具体的には導入地域内で現在事業を展開

している既存バス事業者及びタクシー事業者との調整や、DRT導入計画・運

営・運行に自治体や事業者がどのように関わるかということになる。

　具体的なDRTの導入を検討する上では、　DRTを含めた既存バス代替交通手

段の導入代替案を作成することが必要である。また、対象利用者やトリップを

事前調査により把握し、運行形態や予約方法を考慮した運行代替案の抽出に反

映させることと、運行コストの推計を行い、費用が補助金額等を考慮した上で

実現可能性の判断を行うことが必要となる。

（3）研究面からの課題

　研究面からの課題は、本研究4章から6章で取り扱った、DRTの需要推計手

法の確立、DRTコスト分析手法、及びこれらを統合した適用可能性評価が、他

の地域への移転可能性の検証を行うこととし、またこれらの分析に必要となる利用

者行動調査のデータ及びコストデー・…タの蓄積が今後必要となる。

また、近年のDRT研究状況を考慮し、　DRTの研究課題を検討すると、既存研究で
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第7章

は、DRTの代替案評価を、配車の計算方法を中心としたものや、　STSとしてのDRT適

用可能性に限定したものが多く、一般旅客乗合輸送の分析に必要な、対象とする需要

の規模、対象利用者やそのトリップ形態に関する前提条件が不明瞭な点が多い。これ

らの前提条件を、DRT運行代替案の作成方針で明らかにし、　DRTの適用可能性を検

討することも必要となる。具体的には、交通空白地域の解消を補充する形で導入で導

入されるDRTや、自家用車からの転換を考慮した形でのDRT導入代替案が現実的

に適用可能性があるかどうかを検討する必要がある。
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付録

付録1：DRTシステム利用者選好意識調査2002年2月15日実施
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f
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付録

h



付録

No．（ ），Date（　　　　．　　　．　　　　　）

回答用紙

交通手段

質問番号 A） B）

凡例 A B

① A B

自分が選択する交通手段にrO印」をつけて下さい。

② A 8

③ ．　A B

④ A B

⑤ A B

⑥ A B

⑦ A B

⑧ A B

以下当てはまるものにOをつけてください

1．皆様自身のことについてお聞かせください

Ql；年齢　　（10代・20代・30代・40代・50代・60代・その他（

Q2；性別　　（男・女）

Q3；就業状態（就業・非就業）

Q4；免許保有（保有・非保有）

2v普段利用している公共交通についてお聞かせください

Q5；自宅から駅までの交通手段・距離

　　（自家用車・バス・徒歩・自転車・バイク・その他（　　　））を利用して

　　（5分以内・6分～10分・11分～15分・15分～20分・20分～25分・25分以上

Q6；日中バスの運行間隔

　　（10分以内・10～15分・15分～20分・20分～30分・30分以上）

Q7；ディマンドバスについて

　　（利用したことがある・名前は聞いたことがある・知らない）

ご協力ありがとうございます。



付録

付録2パソコンによる応答型DRT利用者選好意識調査2003年7・8月実施

　　　lu…』力　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　己1
P－tel　lP儒剛P醐lp鋼lPee，51Feldilp．P71P■pelp．e，91

蒜緩日帥。交蹴、関す、質問翌」

（1）平B日中の外出で海老名駅前に用事がある場合をご記入下さい

①外出の目的

　　．；貫物　　’通院　　「zの他私事　1

②外出頻度
週に　「一．．一一・ヨ　回

！③海老名駅に行く場合に最もよく利用する交通手段をお選び下さい

1・ ﾓ一麟島t’・tZ繊・臓‘’・tイブ醜1

！④家から駅までの所要時間をお教え下さい

「一一一一ヨ　分

次のページへ

1・yl’：fh」’m．U　　　．．一一一一一・－
P冶1　　Pny酸　l　PipaS　i　Pope4　i　Pecdi　l　PNdi　l　p㎝71p醐lPtteO　l

（2）平日日中の外出で海老名駅以外に最も良く出掛ける所をご記入下さい

①外出の目的

　　t．買物　　　　子通院　　　「その他払事　　一

②外出頻度

週に「一ヨ回
．③そのヒきの目的地（施設名ヒ地名をお答え下さい）

施設名　「『　　住所　「一一一⊃

④その場合に最もよく利用する交通手段をお選び下さい

．’ ﾔ転，・・繊毘う，cバ・・鯵eetiS　t’JWO　“nv「

⑤家からかかる所要時間をお教え下さい

「m’一一ヨ　分

　　次のページへ

　1
　　
．口

剖
　i



付録

lbJ．。・・h・，」11tJ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Li］t
Petel　l　Pbtde　　FaFt3　）PNe4　T　Fete5　l　Pばdi　l　Pece7　1　P嬬舗　　Petdi　l

質問2自宅から海老名駅までのパスの運行状況に関する質問

（1）自宅付近から、海老名駅までのバス路線はありますか？

　e’はい　　　　　　　　　「いいえ　　　　　　　含匪⑭

〔2）q）でs「はい」ヒお答えになった方は、平日日中に海老名まで外出するヒきに利用するs
自宅付近の最寄のパス停留所についてお答え下さい．
（パスを利用しない方は、パスを利用した場合を想定してお答え下さい）

　馴名　　　　　　　　　一　　　　　ヨ　　停留所名（左に無い場合に記入）1

　家からパス停までの時間　　「『一一一三1分

　日中のパスの運行間隔　　　　　「…一一S　分に1本

ノ百に乗って施駅諭梶時問　「一一⊃　分

　バスの遼賃　　　　　　　「一一ヨ　円

家を出てからパスに乗るまでゆ時間「一一一一ニヨ分

出掛ける前にパス頒該］表を確認する　／’tはい　　C　CWXえ

次のページへ

…u・efFufJ・’d

』1　P戚1玩口P苛“1Pぽ1獅曜61P邸・71P綱1』91

（3）（1）で「はい」ヒお答えになった方は、自宅付近で運行されている、海老名駅までのパ

スの運行状況について以下の項目にお答え下さい．

　①自宅からパス停までの距離に

　　t’　L涛足　　　〔12、やや満足　　‘－3、どち暁も言えない　　「丸やや不溝　　　「5J不満

　②平日B中のバス運行本数に

　　Cl．満足　　　C2．やや溝足　　e3．ど枝走も言えない　　t“　4．やや不満　　　「’5．不溝

　③バスに乗車してから駅まCOS間に

　　「1．渚足　　　c2、やや溝足　　c　3、どちらヒも言えない　　”4やや不溝　　　e　5，不溝

　④パスの定時性（時刻表通りにパス停｛こ来る・目的地ま杏貴滞がない）

　　Cl．満足　　　「2．やや清足　　e3、どちらヒも言え盲い　　「4．やや不溝　　　「5、不溝

　⑤パスの運賃

　　el、渚足　　　「之鞘足　　・’3、どちらとも言えない　　s4やや不満　　　e5．不満

　　次のページへ

L」1

k



付録

「隔一
P“・11P句”21Put　l　Pe‘al　P・cdi　1　P…sip“・71P・・di］P・tdi　l

質問3自宅から綾瀬市役所までのパスの運行状況に関する質問

　q）自宅付近から、綾瀬市役所までのパス路線はありますか？

　β函　　　　　　　　　i’しt、え　　　　　　　　Cわからない

　（2）市役所に行く場合に最もよく利用する交通手段をお選び下さい

・畷動懸鶴う，・’　」sス・勧・自za・パイク・剛「一一一

（3）そのヒきの家から市役所までの所要時間をお教え下さい

RrCI．「分
質問4現在運行されているバスに要望やご不満の点がありましたら、
ご自由にご記入下さい

次のページへ

「…’・一・

P。・・t1Pqn1P“・3－lp崇5　P…6’ @1P岬iiP…e1P…61

ディマンドパスシステムとは？

　　　　　Φ
弔胴］するときに電括やインターネ・ントを

通しτ出発地、目的地．申聞時刻を

オペレーションセンターlt連緒します．

O時○分に
x×から△△まで

Q
ir［：

■

　　　　　Φ
予約を受け付けて適行するため、予約が
少ないときには最短経路で移動できます

が予がめ珍い場合は自的地團着時鋤、
遅れる可‘自生があります．L 」

｛

，．こ・・

！

、
ヲ

國 一
⇔　・遍・

w前商業地域

di

　：

　1

‖

　　　　　　②
オベレーシgンセンターでは、予宇1に沿って

路組や時亥俵を腱しL乗軍時刻を寧原者に
　　　折り返し逗緒します．

次のページへ

1
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lu・…tF・rnj：’

P．tel　l　Pqe　l　Poce3　T　Pdte4　1　Pqdi　l　Pnee6　　Pece7　1　Pqee　l　Pqao　1

　　質問5　ディマンドバスの利用者選好意識調査

平日日中に駅前まで買物に行くことを想定してお答え下さい。

駅前に到着する時刻を正午として、買物に出掛けるといたします。

ディマンドパスを利用するときは、あらかじめ乗車の予約を行う必
要があります。

次のページに示す交通手段のうち、「利用したい」と思う交通

手段を選択して下さい。

次のページへ

已・－1’u　．：．一・一一1．一一一一一ニー一一
POIel　｜Petdi｜Peee3　1　Pere4　1　PUt　l　Peeed　l　Pece●　　P■oee　l　Peteg　l

　　　　　　　　とちらの交通手段を選びますか？

　　　　　［亘董：］　th　　　waコ駅まで

⌒コcPt・tS・

　　　　　　　　　　　　鉋酬働［三コ噸

宅一駅前の駐輔［三コ

駅前駐輔一駅前［＝］

　駐車場料金

　　　　　1自家用＄を遭ぷ

対象・蹴［騨］代枢書号［工］

CU

・［三］平均［至コ・・大Ptコ・縮

　　　　・［乗車時間］・均巨コ…［Pt・

匝コ円ノ嘲［顧］　［亘コ・

　　　　　　　　　　　　「’デイマンドバスを遺ぷ

m
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「u－、・＿・

Pば01　1P娯lp編1P鵠e41P婚5　1　Pばdi　l　p邸●7　1　Pecdi　　Ptcde　l

」

あなたご自身のことについてお聞かせ下さい
（1）　t生Slj

・』 ﾞ　　　　　・＾女

（2）年代

1、1〔代　　「’2．20代　’．3．30代　　4．40代　「’5、50代　「’　6．　60代以上

（3）免許の保有

f1．昔通免許を持っていて、昔段の移動K買物や送迎等）に使用している．

．2．普通免許は持っているが、普段の移動（叉物醐等Xこは使用しなし、．
・・ R、　二輪の免許を待っていて、普段の移動に利用している。

・’

S．二輪の免許を持っている択普段の移動に利用してい后い．

5免許を持っていない．

（4）自分が利用できる自動車の有無

”　1．普段自由に利用でき醐る．

「2、家族ヒの共用の車がある状平日日中には利用できない．

〔3，自宅に車が無い．

（5）職業
・． P．勤め人／自営業　　t－2．主婦　　n3，学生　　　’4．パートタイム　　「』5，無職1その他

（6）居住地

綾湖市　　　一一．．一一一ヨ　　他地域の場合

終了

　「Tt一一一一

ご協力ありがとうございました

n


